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平成27年 2月定例会

議案説明資料

予算に関する説明書

(平成27年度当初予算等関係)

農林水産部

*各事業の説明資料の「本年度」の欄は来年度の当初計上額

「前年度」の欄は今年度の当初予算額

「比較Jの欄は「本年度」ー「前年度」の額

*トータルコストについて

トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表

します。あくまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員

定数と厳密には一致していません。

また、人役については、表示単位未満四捨五入で表示しており、結果が

0.0人役となるものについては、人件費を Oとしています。
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議案第1号

議案説明資料総括表
農林水産部(単位千円)

繰 名
本 年 度 前 年 度 比較 財 源 内 訳

備考
(A) (B) (A-B) 国庫 起債 その他 一般財源

農林水産総務課 2，301，814 2，339，483 b. 31，669 6，189 31 2，294，994 

農業大学校 153，541 150，131 3，410 16，133 43，150 94，264 

経営支援課 2，129，253 1，961，541 161，112 611，309 882，135 635，209 

農地・水保全課 5，086，156 5，415，268 ム328，512 2，811，105 268，000 163，182 1，843，269 

とっとり農業戦略課 421，881 323，113 104，114 10，155 1，681 415，451 

生産振興課 1，908，158 1，211，102 691，056 152，321 39，429 1，111，002 

畜 産 課 1，420，128 1，442，366 b. 22，238 82，410 23，000 81，134 1，226，984 

林政企画課 1，724，563 1，165，981 b. 41，418 16，343 504，860 1，203，360 

県産材・林産振興牒 2，605，994 5，521，792 b. 2，915，198 834，422 304，000 181，124 1，285，848 

森林づくり推進課 1，555，686 1，169，058 b. 213，312 566，136 219，000 156，126 614，424 

ホ 産 探 1，658，818 1，518，143 140，015 140，254 150，000 26，292 1，342，212 

販路拡大・輸出促進課 165，903 148，949 16，954 165，903 

金のみやこ推進課 410，166 654，806 ム244，040 260，194 7 149，965 

東部農林事務 所 24，223 1，000 23，223 24，223 

中部総合事務所
529 b. 529 

農 林 局

西部総合事務所
12，240 48，523 b. 36，283 810 11，430 農 林 局

西部振総興合セ事ン務タ 所
日野 一

915 2，040 b. 1，065 915 

合計 21，581，311 24，281，631 b. 2，694，320 6，110，187 964，000 2，081，551 12，425，513 

区 分 予算額 主 な 内
宅'"

般 事 業 11，361;130 (新}世世代を担う農業人材育成研憧事業

農地中間管理機構支援事業

ため池防虫減損対買推進事業

みんなでやらいや農業支援事業

(新)今こそ農林水産業に女性の力を 1自主著参画推進事業

とっとり花田廊管理運営書託費(指定管理者制度)

園芸産地活力増進事業

鳥取和牛振興総合対荒事業

(新)鳥取県和牛振興戦時基金

(新)鳥取和牛援興総合対時事業(基金事業)

(新)鳥取県獣医師職場体験研憧事業

間伐材搬出等事業

木質パイオマス燃料世給支援事業

県産材の利用推進による林業・木材産業活力創生事業

きのこ王国とっとり推漣事業{原木しいたけプランド化推進事業)

ナラ枯れ対買事業

省エネ漁講推進事講
、ゆ

(新)[制度改正]沖合漁業漁船代船建造支援事業

(新)棋に活 1命片すの活力緊急再生プロジェクト

(新)砂浜域海水井戸開措試験

資源増殖推進事業

栽培漁業センター施設強化事業

I鳥取フードパレ一戦略事業]r貴のみやこ鳥取県J輸出促進活動支援事業

L鳥取フードパレ一戦時事業]61!<化農商工連携支援事業

公 共 事 業 4，220，181 



平成27年度一般会計当初予算説明資料

6款農林水産業費

1項農業費

1目 農業総務費

農林水産総務課(内線 7331)

(単位千円)

本年度

¥ 

員宇 源 内 訳
事業名 前 年 度 比較

国庫支出金 起債 その他 般財源
備考

職員人件費 1，986，543 1，988，046 ム1，503 1，986，543 

事業内容の説明

一般職員288名分の人件費である。

農林水産部管理 (諸収入)

運営費
52，485 61，336 ム8，851 31 52，454 

トータノレコスト 262，140千円(前年度 293，507千円) [正職員 27.0人、非常勤職員:4.0人]

主な業務内容 事業に該当しない管理運営業務

工蹴の政策目標骨欄

事業内容の説明
(単位:千円)

区 分 事 業 内 容 予算額

農林水産総務課管理運営費 部、課内及び各地方機関の連絡調整に要する経費 25，661 

農林局等管理費 各地方機関の円滑な管理運営に要する経費 26，824 

農林水産業団体人権
134 136 ム2 134 

問題啓発推進事業

トータノレコスト 911千円(前年度 910千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 研修会の開催事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
農林水産業団体役職員等の人権意識の高揚を図るとともに、受講した役職員を通じて、農林水産業従事

者への人権問題の啓発を推進していくため、研修会を開催する。

2 主な事業内容

人権問和問題研修会の開催

(1)開催場所 東部2回、中・西部各1回(計4回)

(2)開催時期 平成27年11月 ~12月(予定)
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

農林水産総務課(内線:7331)

(単位:千円)

員オ 源 内 訳

事業名 本年度 前 年 度 比較 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

食ェスのタみ等や開こ催鳥費取県フ 7，500 7，500 。 7，500 

トータノレコスト 12，936千円(前年度 12，917千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 イベント開催に係る企画、立案、広報等調整業務支援

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

県民の農林水産業に対する一層の理解を深め、地産地消を推進するとともに県内外の消費者に対してI本

県農林水産物をPRし、地域の特産物及び農林水産業の振興を促進する。

2 主な事業内容

食のみやこ鳥取県を冠に東部・中部・西部の各地区において、主体的に創意工夫して核となる農林水産関

連イベントを充実したり、複数のイベントを関連づけて実施するなどの食のみやこ鳥取県フェスタの発展的な

実施を促進、支援する。

事 業 内 容 事業実施主体 予算額(千円) 補助率

食のみやこ鳥取県フェスタ開催経費 東部・中部・西部各 7，500 定{額

地区実行委員会等

3 これまでの取組状況、改善点

(1) r食のみやこ鳥取県フェスタJは、農林水産祭から数えて50回を超え、県内外に食のみやこ鳥取県の農

林水産物を広くPRし、県内各地での食のイベントの拡大や地産地消の拠点となる農協等の直売所の増

加に波及してきている。

(2)平成25年度に見直しの検討に着手し、市町村、農林水産団体等に意向調査を実施した。

(3)平成25年度事業棚卸しにおいて、県内各地の食に関するイベントとフェスタを一連の事業として位置付

け、県も一定の関与をしつつ、市町村や民間・経済団体に実施主体を移行していくことが適当であり、関

連イベントは「食のみやこ」を冠とすることで、引き続き「食のみやこ鳥取県」の定着を図るべきであるとの

「改善継続Jの評価を受けた。

(4)平成26年1月の食のみやこ鳥取県フェスタ実行委員会総会において、これまでの県下統一した東部地

区での開催から、東部・中部・西部に拡大し、各地域の農林水産団体や行政等が連携し、地域の特色を

活かした食のみやこ鳥取県フェスタとして発展的に開催する方向に変更することを決定した。

(5)平成26年度は東部・中部・西部で開催し、各地域ごとに、農林水産関連イベントを充実したり、複数のイ

ベントを関連付けて開催するなど、創意工夫して開催され、効果的に鳥取県の食を紹介できた。

(参考)近年の開催状況及び予定

年度 開催日 開 催 場 所 来場者数(人) 備 考

H21 10. 1O~11 鳥 取市 37，000 日本のまつり2009鳥取と同時開催

H22 9.11~12 倉 吉市 26，000 県中部で初開催

H23 10.29~30 鳥 取市 52，000 第31回全国豊かな海づくり大会と同時開催

H24 1 1.1O~1l 11 28，000 みんなのエコ7ェス?'inとっとりと同時開催

H25 11. 9~10 11 37，000 第30回全国都市緑化とっとりフェアと同時開催

6.28~29 倉吉市 22，000 既存のイベントを充実して開催

H26 10.11 ~12 鳥取市 18，300 ]Aを中心に新規開催

10.25~26 米子市 32，000 複数のイベントを連携して開催

内
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平成27年度一般会計初予算説明資料

1目 農業総務費

農林水産総務課(内線・7331)

(単位田千円)

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

農村総合研修所

宿泊棟空調設備 。 14，223 ム14，223
改修事業

トータノLマコスト 0千円(前年度 14，223千円)

事業内容の説明

事業の目的・概要

農村総合研修所(倉吉市大原字宮ノ下632-4)の宿泊棟の空調設備を更新する。

2 事業終了の理由

空調設備の改修が完了したため、事業終了とする。

3項農地費

1日 農地総務費

農林水産総務課(内線:7331)

(単位:千円)

¥¥ 

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

職員人件費 255，152 268，242 ム13，090 6，655 248，497 

事業内容の説明

一般職員37名分の人件費である。

• 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

1項 農業費

11目 農業大学校費

農業大学校(電話回0858-45-2411)

(単位.千円)

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金|起債 その他 一般財源

使用桝毎朝
管理費 77，385 72，453 4，932 1，376 2，728 73，281 

トータノレコスト 105，339千円(前年度 100，313千円)[正職員 3.6入、非常勤職員 7.0人]

主な業務内容 施設の維持管理、学生寮・国際農業交流館の管理、学校運営

工程表の政策目標
(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

農業大学校の管理運営に要する経費である。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区 分 事 業 内 ?"a 予算額

施設の維持管理 機械設備等の保守管理委託及び給食業務委託に要する経費 23，392 

学生寮・交流館の 舎監兼管理人及び事務非常勤職員の配置に要する経費 16，258 
管理経費

その他の管理費 学校運営に係る光熱水費、消耗品費、備品の更新に要する経費 37，735 

ii 言十 77，385 

3 これまでの取組状況、改善点

施設の維持管理委託業務について、コスト削減や施設の維持管理のレベルを安定させるため、債務負担行 l

為により複数年契約を実施している。また、光熱水費削減のため学生を取り込んだ学校全体での節電・節水の
取組を行っている。

p
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

11目 農業大学校費

農業大学校(電話:0858-45-24日)

(単位・千円)

事業名 本年度前年度 比 較 財 源、 内 訳 備考
国 庫 文 卦 笠 起 債 その他 ー般財源

盗!沼野錯培 (使用料)
事案陸エ拝需品 1，195 1 1，033 1 162 1 5321 1 15 1 648 

トータノレコスト 4，301千円(前年度 4，129千円)[正職員:0.4人]

主な業務内容 農大教育の充実と新規就農志向者の掘り起こし

工(指程標表)の政策目標 卒業生(学生)及び研修生の就農率75%以上

事業内容の説明

1 事業の目的概要

「生産から販売までの一貫した実践教育」の実施により、学生・研修生の経営実践カ向上を図るとともに、農大

の魅力を県内に広く情報発信することにより、学生・研修生の確保を図り、県内新規就農の促進及び農村定住

者の増加につなげる。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分項目 事業内容 予算額

「農大市、量販庖 学生や研修生が生産した農作物等を消費者と相対で販売

販売実習」の充実 する農大市や、JA直売所・量販庖での販売実習を体験学習

と定着 させ、生産から流通販売までの一貫した実践教育を充実強
化する(年10回程度)。

農業に直接又は間接的に関わりのあるテーマで著名な講師

農大教育の 「オープンカレッジ による特別講義を実施することにより、産業として自立できる

PRと充実 (公開講座)Jの開 ビジネス感覚を養う。併せて、一般県民にも受講していただ、 879 

催 くアこピとーにノよレすり、る農(年業4大回学)。校の農業教育の取組や農業の魅力を

「実践農業者の経 学生、研修生を対象に、県内で活躍する優秀な農家や若い

営と展望」講座の 農業者の経営実態や考えを聞く機会を設け、農業現場の理

開催 解を深める教育を強化する(年9回)。

一 ンパ 高校生対象(年3回)と、社会人の農業研修希望者を対象
学生・研修生オス等のプ開ン催キャ (年1回)に開催し、入学への動機づけとする。また、高校教

募集活動 員を対象に学校説明会(年1回)を開催する。 316
農業高校と連携し、生徒・教員対象の農業研修を開催する。

退職帰農者、 UU 県外(大阪2回、東京2回Jで開催される就農及び定住促進

ターン就農希望者のための相談会に参加し、農大教育のPRにより学生・研修

へのPR活動 生の確保につなげる。

3 これまでの取組状況、改善点

また、訓練コースを新設し、雇用就農を含む新規就農の堀

起こしを図る。

合 計 1，195 

0生産から流通販売までの一貫した流通販売実習の充実強化

校内開催の農大市について、レジ精算をコース単位で設置することで自主運営意欲を高めるとともに、学

生と来場者との関わりを増やし、来場者が農大により親しんでいただける機会とする。

0農業に関心を持つ社会人の積極的な受け入れ

オープンカレアジ、実践農業者の経営と展望講座等を引続き開催し、一般県民の農業理解の機会とする。

0農業高校との連携強化

オープンキャンパスで農業実習体験を実施してきたが、対象を農高に絞った農業研修を開催し、農高生

の農業に対する意識を高める。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

11目 農業大学校費

財 源
事業 名 本年度 前 年 度 比較

国庫支出金 起債

農業大学校(電話・0858-45-2411)
(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

(使用料等)

教育費 26，222 25，799 423 11，105 4，781 10，336 

トータノレコスト 105，425千円(前年度 104，737千円)[正職員・10.2人、非常勤職員・7.0人]

主 な業務内容 学生の講義・演習及び実習、学生募集

工程表の政策目標 卒業生(学生)及び研修生の就農率75%以上

(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

学生への専門的な講義・演習、先進的な技術の習得のための実習、研修等特別活動や関係機関との連携

等、農業大学校教育に要する経費である。
「産業として自立できるビジネス感覚に秀でた人材育成」を教育目標とし、次の点を基本とする教育を行う。

(1)聞かれた農業教育の実施

社会人特別入学など高卒者に限らず農業を目指す者を学生として受け入れ、年齢にかかわらず幅広く

農業教育を実施する。
(2)社会情勢に対応した教育の実施

社会情勢の変化に対応した実践カの養成を目指し、 6次産業化や地域貢献の視点を教育計画に反映

する。
外部評価を実施することにより、社会的ニーズに即した農業教育の更なる充実を図る。

2 主な事業内容
卒業生及び研修生の就農率

年度 21 22 23 24 25 26 

就農率(%) 76 63 69 77 72 84(見込み)

3 これまでの取組状況、改善点

-就農意向のある学生の情報を農業改良普及所等に提供するとともに、連携して就農計画の作成等を支援

した。

-農業法人からの求人情報を収集し、学生に提供するとともに、法人就職に向けた希望地域、品目等が明

確になっている学生については、該当する法人への訪問を指導した。
-初めての取り組みとして、雇用就農情報交換会を開催し、学生と求人先(雇用主)との意見交換とマッチング、

の場を設けた。双方に好評だったため、引き続き開催する。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
農業大学校(電話 0858-45-24日)

11目 農業大学校費 (単位.千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(財産収入等)

研修事業費 I 6，595 6，917 ム322 3，120 2，470 1，005 

トータ/レコスト 22，902千円(前年度 23，169千円)[正職員:2目l人、非常勤職員:1.0人]

主な業務内容 就農希望者等に対する研修教育、農業分野の国際交流、研修施設の運営

工程表の政策目標 卒業生(学生)及び研修生の就農率75%以上

(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
新たに就農者育成・確保を目的として先進農家派遣コース、アグリチャレンジ研修を新設する。雇用保険

等の活用により、自己負担が少なく、農業の基礎的知識と基本技術が習得できる。

また、その他就農希望者等が必要な技術・知識を得るための研修、一般県民に農業への理解を深めて

もらうための食農体験研修及び環日本海諸国の外国人等を対象とした国際農業技術研修等を行う。

2 主な事業内容

区分 種類 回数・人員 対 象 内 容

3カミ月コース 5専攻 年2回、各5名程度
就農希望者等 就得農、経に営必計要画な作基成礎知識、基本技術習

研修課程修 12か月コース 5専攻 年2回、計15名程度短期研科

⑤営Fjt派 年1園、 5名程度 研アグ修リ修チ了ャ者レンジ 先進農家での一年間の農業研修

就 就農体験研修 1研修 随時、約10名 就農希望者等 就農に必要な基礎知識基本技術の l
体験

農
ア管制サ 3研修 年3回、各20名 農業基礎集中講座、大型農業機械

研 農業研修生 操作研修等

{ま
@レ乙多協ヤ

年2回、各20人 就農希望者 |麟請書者、自営就農者に対応した

農業機械研修 2研修 年3回、約34名 農業者等 古書芸事管事能、牽引免許技能
見主

罪華民謀喜る理解を深めるための農
研 食農体験研修 1研修 随時、約2，000名 一般県民等

{主 国際農業技術研修 1研修 2回程度 外国人研修生 日本の農業基礎技術等の習得

《短期研修科の特色》

(1) 3・12か月の2つの期間別コースを設けており、短期間での集中的研修から経営管理を含んだ長期間
の研修まで、就農を目指す研修生の多様なニーズに対応している。

(2)講義は、研修生のための基礎的な必修講義に加えて、養成課程の学生向けの講義も聴講でき、幅広

い知識習得が可能であるまた先進農家事例視内陸OB訪問研修等現場で研修する機会もあ l
る。

3 これまでの取組状況、改善点

or短期研修科」の充実と、研修生の就農支援

就農に役立つ効果的なカリキュラムの実施、個人面談やアンケート等によるニーズの把握、研修生OB
訪問研修、関係機関と連携した現地就農相談を実施し本県への円滑な就農を促進する。

-平成25年度実績.受講者延べ29名(実人数25名)、就農23名(就農率92%)
-平成26年度実績.受講者延べ41名(実人数36名)、就農見込み33名

0就農体験研修、食農体験研修等の一般研修の充実

短期研修科受講前の就農体験研修、一般県民対象の食農体験研修、農業者の営農技術向上のため

の営農研修、環日本海諸国からの農業研修生を対象とした国際農業技術研修の研修生の要望に沿った

充実を図った。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

11目 農業大学校費

事業 名 本年度 前 年 度 比較
財 源

国庫支出金 起債

農業大学校(電話:0858-45-2411) 

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 般財源

(財産収入)

農場経営費 32，107 32，261 ム154 32，107 

トータノレコスト 49，190千円 (前年度 49，287千円)[正職員:2.2人]

主な業務内容 学生が実習を行う各部門の農場運営

工程表の政策目標

(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

農業技術の実践力を習得するため、学生が実習を行う作物、果樹、野菜、花き、畜産の各コースの農場運営

に要する経費である。

2 主な事業内容 (単イ立:千円)

コース 事 業 内 ?11ゴT・ー 予算額

作物 水稲・大豆及び野菜類の栽培実習を行う農場の運営. 1，898 

果樹 梨、ブドウ、柿、りんご等、果樹の栽培実習を行う農場の運営 2，872 

野菜 施設及び露地の野菜栽培の実習を行う農場の運営 2，931 

花き 施設花き栽培、露地切り花栽培等の栽培実習を行う農場の運営 2，143 

畜産 酪農・肉用牛の飼育実習、飼料作物の栽培実習を行う農場の運営 21，803 

共通 各コースに共通する農業機械関係の維持管理 460 

i口b、 言十 32，107 

3 これまでの取組状況、改善点

各コースでの栽培・飼養管理実習、農業機械に関する基本操作実習等を通じて、卒業後に必要と考えられる

基本的な技術の他、新技術、環境保全型技術等を修得させることによって就農に対する意欲を向上させた。

また、栽培・飼養管理技術の修得だけでなく、生産物の販売実習等をとおして、流通・販売に対する意識向

上を図る事ができ、生産物のPR等の工夫が見られるようになった。

今後も引き続き基本技術はもちろん、有用と思われる新技術等を修得させることに積極的に取り組むと共に、

より一層、経営感覚の醸成と修得を図る。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

11目 農業大学校費

財
事業 名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債

施設整備費 10，043 11，674 ム1，631

トータルコスト 10，820千円 (前年度 12，447千円)[正職員:0.1人]

主な業務内容 農業機械等の整備

工程表の政策目標

(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

農業大学校(電話:0858-45-2411) 

(単位:千円)

源、 内 訳
備 考

その他 一般財源

(財産収入)

1，049 8，994 

農業大学校として学校教育・研修教育を効果的に進めるための農業機械等を整備する経費である。

2 主な事業内容
(単位:千円)

項 目 種別 予算額

ホイールローダー 更新 4，320 

超音波画像診断装置 更新 971 

ステンレス製保冷庫 新規 864 

自ネギ皮剥き機 新規 531 
ネギコンプレッサー

梨棚改良工事 新規 2，308 

情報処理室パソコン・プリンターリース料 長期継続契約 1，049 

メ口合、 言十 10，043 

，、
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線一内寧
事業名 本年度 前年度 比較

財源 内 訳
備考

国庫支出金起債 その他 一般財源

事新規業就農者総合支援 501， 829 493， 437 8， 392 (諸35収8，入57)7 143， 252 

トータルコスト 572， 491千円 (前年度 563，862千円) [正職員:9. 1人、非常勤職員:1.0人]

主な業務内容 制度周知、補助金交付事務

工(指程標表)の政策目標 新(規新就規農雇者用就の確農保者連.0平0人成、2新3年規度独か立ら就平農成者226年00度人)までに600人確保する

事業内容の説明

1噂;i;25555轍長慨 を 間 接 の 的 理22
てま 図るため、青年就農給付金の対象とならない農家後継者の

親元

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業名 事業内容 実施主体 事業費 予算額 補助率

就事農業条件整備

撃事??一型紙な哲学る

認農定者等新規就 270， 000 90， 000 
市県町村ll//36 

就農後3年間
[補助事 1， 200万円(3年間)

青金年就農給付
就年満中農間、(希)125望年0に万者給以円や付内/新)金年規及を)就給ひ農経付者営(新開に対始規直就し後農、研時(修4最5期長歳間未5 就及規就農び希認農望定者者新

358， 782 358， 782 
農所国)業(1全会0/議国10 

就金農応援交付
新新(規青規[交年就就付就農農額農時者(給4月に5額歳付就)金以]農上の後給))3付年対間象交者付以金外を(交原付則

認農定者新規就 13，748 9， 165 
県市町村2l//33 

l年目:10万円、 2年同:6.5万円‘ 3年目:4万円

就農支援事業

O0始ザ新IJ後ー規Uタを就1ー年設農ン置間者等交をに里流よ親[会報る的の償新実に費規支]施就援農3す万者る円のア/経ド月営バイ閲

県 7， 616 7， 616 

就償農還支免援除資事金業
県予を(平内行、成で免っ22就除た年農場度し以合た降の認借就定入農就の支農新援規者資採が金択継のな続一しし)部て営を農猶 県機担(公農構い財業手}鳥農育取村成

1， 532 1，532 県 10/10

支親援元就交付農促金進 農し家な後が継ら者、親が親元ので研経修営にを従行事う場(親合元に就交付農)金 認等定農業者 52， 101 34， 734 
県市町村2l//33 

を交付
[交付期間12年以内 [交付額]月額10万円

iロh 計 703， 779 501曾 829

3れ各議こ古れ書込ま2での喜E重E取現E組長状選町払p空主改噂点間諸是認手d営d再腎tPfFfJJ面rp資r金r面でJ安切心し端て鵬車で部き骨る環;境喉がつぐら
就農
。

[新規就農者数の推移]

年 新規自営就農者数 農業法人等就業者数 計

平成25年 40人 80人 120人
平成24年 39人 91，、 130人
平成23年 48人 45人 93人

1
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

較比度年前
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(新)
次世代を担う農業人材I(12. 596) 
育成研修事業 I 2. 539 
トータルコスト I ~ ^.^  __  

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明 ※予算額欄( )内は商工労働部「職業訓練事業費」計上分を含む額

1 事業の目的・概要
本県の農業を担う新規就農者のさらなる経保・育成を図るため、県内各地域における関係機関に

よる支援体制の構築を推進するとともに、農業大学校を濃とした研修機能の強化を目指し、農業人
材の育成に向けた新たな研i~コースを農業大学校t::設置する。

2 主な事業内容
( 1 )各地域における新規植者支援体制の構築

新規就農希望者にかる 進農家の下での実践研修の受入体制の整備、営農・生活基盤の確保
支援、営農支援の体制の構築を図る。

)農業大学校の体制整備による研修機能の強化
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1位:千円)

項目 内 H廿h 予算額、

[基グジ研礎リ研修チ修]
(10.057) 

ア ャレ
ン

のため 2回募集)

名

研先[実進修践農研家修実践] 
2. 539 

ぷE〉2、 言干 (122.，559369 ) 

[新規就農者確保のための農業大学校の研修体系]

-・・置さド週間河持活t量三件fPltIt!::r;}H1，1;tI.'{; l'逗~;;{t-J.•• 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
経営支援課(内線・ 7261)
林政企画課[内線・ i300) 
県産材・杯産振興謀(内線:7254) 
水産謀{内線 :7313)

l目 農業総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

就鳥取業暮サポらし農ト事林水業産 l智令官¥f"J [骨骨]
420，016 16，031 436， 047 

ト タルコスト 466， 332千円(前年度460，146千円) [正職員:3.9人]
主な業務内容 制度の周知、計画内容審査・承認、現地確認、助成金交付・支払事務

工程表の政策目標(指標) 新規就業者の確保、農業法人等での雇用就農の推進(目標:4年間で1，050人)

事業内容の説明

1 実援事農施す業業するのると・目林実と的業践もに・的・概漁、な要県業研内経修農営等林体を水等助産が成業、す分県る野内こでのとの求に雇職よ用者り促、、進県農と外林活か水性産ら化の業をにI図おJるUけ。タる担ンい者手等の確を雇保用と早し期、職育場成内を支で

2 主な事業内容 (単位千円、人)

事業名 事業内容 助成対象 助成期間 予算額 IP量
，鳥

援新早事規期業就育成業者支 農農業業者法等人 24月 122， 494 70 
取 銀大36月)

県農版

の
農業 雇

毒事業 物県加産農工事林業業水者雇産 県行品加産うた農工め業林に者水、に産従対物業しを員、利を研用新修した費たに等加雇を工用助品し成O等J(の1T7研開7万修発円を・販行/月売う)食を
食業者品加工 12月 36，816 10 

用支援

計 159，310 80 

鳥用支取援県事版業緑の雇

務i【Z新誌規El】t防主t高議主官ほ毛完等主の混欄整自用慢指抽量導成。経林費E禁万削円/昔人E明に/対月
林体等業事業 最大18月 104， 383 50 

(1年目10.月ー
2年目8月)

林業
木援事材業産業雇用支

草を【署助jZ麹成害灘「(媛f大F間17たB寝万司1思/月咳〉想議E議E喜VZ霊f童
製の事材工業場体等 最(トラ大イ1ア5月ノレ 99， 992 25 

雇含用3月を
む)

計 204， 375 75 

漁策事業業雇用促進対 新体2規にL対9漁万し船円、員研/月を修雇等用をし行、う研の修にを必実要施なす経る費漁を業助経成営
漁業経営体 最大12月 55， 976 25 

水産

研農修林支水援産事コ業ラボ

程I品Ta研a変修仁討1錨年喜す露目うた関町肱め.8親に万必円議要智/J司な経事伊2年制費戸器目を醐助13.詰成s期万間阿制/月

農林漁業
農業 経営体等 13，614 20 

林業 。月 2，772 2 

水産 2月
言十 16，386 22 

ぷE語I、 計 436， 047 202 

3 債務負担行為限度額鳥取暮らし農林水産就業サポート事業補助 367， 930千円(平成28年度)

4 研こ新平修れ成規経ま就2費6で年業をの度希助取雇望成組用す者状創るを況出受こ目入と標にれよ、 3年間の
雇り20、用6名農形林態水平で産成の業2実7従年践事的1者月研の末修確現に保在取、実り雇績組用む語農lj1出9業5に名法大人き等なに成対果しが、上最が大っている。

」
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1目 農業総務費

事ー業名

研鳥修取発支援l事ア業グリスタート

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成27年度一般会計当初予算説明資料

経営支援課(内線:7261) 

(単位:千円)

本年度 前年度 比較
財源〆内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

開!腎] [吟門誌]1( 
91， 833 86， 149 5， 684 91， 833 

96， 492千円 (前年度 90，792千円) [正職員:O. 6人]

補助金事務、制度周知、事業実施主体への助言・指導、関係機関との調整

新規自営就農者の育成(目標:年間50人)

1i事i務i語?講42主義i;iiiis言語罫品話てるの実就践農研を修希望に要すするるI 

当う。)が、農業研修

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 事業主体 予算額 補助率 事業内容

鳥取へ1JU !アグリスタート研修 (70， 144) 
支援事業 74， 745 

就支援農希望者雇用研修 機構 (57， 030) 県10/10
機的研構修が研を実修施生すをる雇の用にし必、要研な修経農費場をで助実成践

事業 61， 169 

研修指導員設置事業 (12， 800) 
研費(修月と額生して4受0機千入構円れ/が農支農家家払が)う研。経修費をを行助う成ための経13， 200 

集合研修受講等助成 (314) 機校構が雇用する研薬修等生に対修し、農料業大学
事業 376 での簿記、農 の研受講等を助

成

研市修町村支農援事業公業社等就農 農業公括主事 17， 088 県10/10 市町村実農践業的公研社修等にが必就要農な希経望費者をを助雇成用し
て行う

15- 言十
(70， 144) 
91， 833 

※上段( )書きは債務負担行為額

3 債務負担行為限度額 鳥取発!アグリスタート研修支援事業補助 70， 144千円(平成28~29年度)

4 これまでの取組状況、改善点 (平成27年 l月31日現在)

事業名
研修生人数 研修修了者

{蔚 考
但21~26年) 県内就農者

鳥タ取へト研IJ修U支!ア援グ事業リス 104 87 71 意義務it量1時 ZI
(第1-7期生) 予定、 7 が

成27年2月l日

研市町修村支農援事業公業社等就農 49 34 31 

振鳥(ー[実興取財施公中)央団社鳥体農取、] 業市(ー協農財同業)組公エ合社ナ、ジー(ーに財ち)清な美ん町、

i口h 計 153 121 102 
L一一
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

l目農業総務費

事業名 本年度 前 年 度 比較
財源内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

事集落業営農体制強化支援 40，472 43， 874 ム3，402 40，472 

トータルコスト 49， 790千円 (前年度目， 161千円) [正職員:1.2人]

主な業務内容 制度設計、周知説明、補助金事務

工程表の政策目標(指標) 多様な農業形態による農業の担い手を育成し農地の有効利用を図る

事業内容の説明

1用の高機集事齢械落業化営のの、利農目後組用的継等織・者概にに要不取お足いりの組て進むはむ集、中落代表山営間農者地組や織域農等業は機に、お地械い域のて操農、業作集を・落維作持業を単者す位のる高とシス齢して化テ農やム家後とが継し共者て有不同効で足農等で作あの業問る題。の受一を託方抱や、え農既て存業い

援る新。した、な地集域落農業営農の受の組け織皿化とな、る経担営いの手多の角育化成の、取農組地、の集有落効営利農用組等織をの図活る動ロに必要な農業用機械等の整備を支

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 事業主体 予算額 補助率 事業内容

組織化支援
農会市業等町村再生、地協域議

66 
市県町村 2l//33 

経営多角化趨 集落営農組織 166 
市県町村 ll//36 錯;酔:f惣薮量鰐¥緩都ま容の品多寄角与田冊曙、営

機支援械施設整備 集落営農組織 40， 240 
市県町村 lν/36 

~ 計 40，472 

F
内
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1目 農業総務費

事業名

入ア総グ合リ支ビ援ジ事ネス業企業参

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成27年度一般会計当初予算説明資料

経営支援課(内線・ 7528)
(単位・干t'J)

本年度 前年度 比較
財 源 内 J 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

17.612 20. 231 ム2.619 17. 612 

25. 377千円 (前年度 27.970千円) [正職員:J. 0人]

補助金事務、セミナー開催、相談業務、制度周知、活動支援と PR

多様な農業形態による農業の担い手を育成し農地の有効利用を図る

1の建確事設保業業支の援を目は、的生じ・産め概技農要術業習以得外支か援ら、の〈軽量械業の・施円設滑のな整農備業等参の入総を合推的進なす支る援たをめ行、う相。談窓口の一元化、 農地

2 主な事業内容
(単位.千円)

区 分 事業内 容 事業費 予算額 事業主体 補助率

鳥促取進県支企援事業等業農業参入

ぷ量緩韓培首i型f;】1 9. 000 3.000 参し入を検討

参て以いる又

量(任市業町志主村負体担ν}i主A 等) 3 
は 入内後3
年業 の企

43. 836 14. 612 参以入内後の企3年業

刻 用霊限(特額草認10案人〈1町53mE年周上万年m円数} > 

ぷE〉2、 計 52. 836 17.612 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費 !
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事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

農向業上支法援人設事業立・経営カ 17， 329 13，360 3， 969 7， 000 10，329 

-
トータルコスト 19， 659千円 (前年度 15，295千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 委託契約、補助金事務、制度周知、事業実施主体への助言・指導、関係機関との調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1安点議淀事差化藁掴るのを警里支目護E的Et聖し街E子鹿て哨地域量農;人;者業器6E8持産I鍍副到帥な議飯制訟拘をふ函る否置FS銭書f滋bf薬gf臨FF議調響霊額安EFE 

法い手人化の経後営の基経盤営のの

8割を担い手に集

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 事業内容 予算

(1 )委託事業 委託先

ア法(fと人っ設と立り研農修事(あ業ぐり) 選すに考よる審業り査者決会定
法業法中心人者人化経設」営立をと体に目い指関にう位すす。)認置る及定基づび農礎け集業知ら落者れ識営た、の農農研人組修業・織農者を地に実(対施以プ下すラしてンる「農、。のビジネス研修事業」の

再掲)

イ ス法人ト派設遣立事ス業ペシャリ 鳥会取議県農業
法初派し期て人遣化、段す経階をる営。ま目指での実のす農助態業言に者応を及行じびてう集法会落人計営設士農等立組かの織専ら設等門家立に対後を

1， 100 

ウ法人設立支援事業 農等業の者費用が法と人し化てす、定る額場合40万に、円定を款助作成成す及るひ。登記 2，000 

※集落営農組織が法人化する場合は、 (2)の国の
「集落営農法人化支援事業」を活用する。

エ [新規]ア法ッ人プ設事立業後
法すし人てる設特相立談に後窓困難口3年をと新まさでれたのるに税法設務置人すに申対告るす等。のるサ疑ボ問点にト関と

240 
フォロー

オ事法業人経営安定化支援
経営談営の・改助の改善言革やに、つコ発いン展てサ、ルを会テ目指計ィ士すン等法グ人のを専実の組施門織家す運にる営。よやる経相

2，880 

カ 農ス【業新ト関等規係を]研対ス修象ペ会シと開ャし催たリ 農保策業やに農法つな業人経げに営アるたにドバめ関イのす税スる研が理士修で等きを実専る施人門材家すへのる養。の農成業、確施
380 

キ窓農業口設経置営事法業人化相談
農組アj業織ド経等バ営イの相ザの法談ー人にに化対よ応をる相す目指談るすた活農動め業のを者窓実及施口びすを集設る落置。営し農、

3，332 

ク消費税 397 
計 10， 329 

(2)補助事業 事業主体 事業内容 補助率

集落営農法人化支援事業 集織落等営農組 国 10/10 7，000 

iロh 計 17， 329 

ヲ
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

l目 農業総務費
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事 業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

経営体育成支援事業 9， 561 21. 682 ム12，121 9， 561 

トータルコスト 14， 997千円 (前年度 27，099千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 補助金交付事務、国・市町村との調整

工程表の政策目標(指欄 多様な農業形態による農業の担い手を育成し農地の有効利用を図る

事業内容の説明

1件に適係等事切のる業な経不の人費利目をな的・農助地・成地域概プしで要、意ラ担欲ンいをの手作あ、成る集集し落た落営地営農域農組の組織中織等心、の経農経営業営体生発等産展が法を行人支等う援農がす業行る用う。施共設同利・機用械施等設の・整機備械等、農の地整条備

※施本さ事れ業てはき、た平が成、2平3~成2245年年度度にかおらい県て・は市、町県村及をび経市由町し村て実を経施由されしなるいこ圏と直とな接採った択。事業として実

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 事業内容 事業主体 事業費 予算額 補助率

(補1)助融事資業主体型 人に ・置心農付経地営けプ体ラられン
17. 000 5， 100 

思地3/公副長共助話成君団体聖縦主書た位中 等

に方除よる 等額をい

控のいずしてれ

額(上限3，000千円)

(2域事)業条補件助不型支利援地
組械農経営織等地発等条を展助件の共成等をすが同目利不指るす。利用集施な落設地域営、農機で

農集業落生営産農法組織人等、 5， 776 2， 888 国(上限l/42又は1/3
0， 000千円)

(3供)追与補加助的事信業用 県協農会業信用基金 11. 800 1. 573 国補償額の2/15

合計 34， 576 9， 561 
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l目 農業総務費

事業名

経営支援課管理運営費

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
M 源

国庫支出金 起債

6，725 6， 463 262 

28， 467千円 (前年度 28，132千円) [正職員・ 2.8人]

経営支援課(内線:7260) 
(単位;千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

6，725 

関係機関との連絡調整事務、農地の転用、権利移動に関する許認可等事務

1整事各備業種計の画関目係的機関・概へ要の連絡調整うた事め務のに経係費るで経あ費る及。び農地法第3~5条の許認可事務、 農振法における市町村
の変更事務等を行

2 許主関認な係可事機等業関事内と容
務の連(絡申請調書整の事受務理、 審査、 許可等) 等

4目 経営構造対策事業費

事業名 本年度 前年度 比較

経営構造対策事業 13， 500 13， 600 ム100

トータルコスト 16， 606で円 (前年度 16，696千円)

主な業務内容 計画承認、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

財 源

国庫支出金 起債

[正職員:0.4人]

経営支援課(内線:7599) 
(阜1iI:干円)

内 訳
{楕考

その他 一般財源

(諸収12入，0)00 1， 500 

事経過業営去構のに造国目対的庫策補・概事助要業事業に取で整り摘組んしでた施い設る事の業処実分施が主あ体っがた、場合当初にの、計国画庫補・助目標金相を達当成額すを返る還ためすのる支。援を行う。

2 主な事業内容

(単位.千円)

事業区分 事業主体 事業内容 予算額

経営構造対策推進事業 鳥会議取県農業 経標営の達構成造対に向策け事た業支に援おのけ取る組事に業対主す体るの助計成薗目 1， 500 

補助金返還
過係去る(事返に還国業庫金主体補助→事業市で町整村備→した施設の処分に

12， 000 

県→国)

iロh 計 13， 500 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

5目 農業金融対策費

財 源

経営支援課(内線:7260) 
(単位・千円)

内 訳
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備 考

農業近代化資金等 [サ認可 (諸収入)
[債務開討

利子補給事業 176， 863 177，991 ム1，128 157， 672 19， 191 

トータルコスト 183，852千円 (前年度 184，956千円) • [正職員:0.9人]

主 な業務内容 制度の推進、申請書の審査、利子補給金・補助金の交付事務、国との調整等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

農業者等が、農業協同組合、銀行、日本政策金融公庫等から農業経営のための農業制度資金を低

利で借り受けられるよう利子助成を行うほか、農業者等の短期運転資金を融資する農業経営改善促

進資金の貸付原資の一部を県農業信用基金協会に貸し付ける。

2 主な事業内容
(単位:千円)

事 業 名 利子補給率・補助率
利子補給対

予算額 負担割合
象融資残高

農業近代化資金利子補給金 0.4~ 1. 25% 2，423， 634 13， 027 
[550， 000) 

県 10/10
農業経営負担軽減支援資金利子補給金 1. 25% 205， 833 2， 064 

[50， 000) 

農業経営基盤強化資金利子補助金 o. 05~0. 16% 2， 028， 536 3，645 県 1/2 
(過年度分のみ) 。〕 市町村1/2

自作農維持資金利子補助金 0.4% 1， 260 県 1/2 
目12年度分のみ) 。] 市町村1/2

農家が取り組む6次産業化推進利子補給 末端貸付利率を0%に 100， 000 202 県 1/2 
金(農業近代化資金、農業経営基盤強化 引き下げる(補助率l [100，000) 市町村1/2
資金への上乗せ利子補給) は0.9%を上限)

農業経営改善促進資金貸付金 無利子貸付 157， 400 県 10/10
¥、

農業指導金融等推進事業 519 

lロh 計 ------~ 176， 863 ~ 
※[  )は、平成27年度新規融資枠(内数)

3 債務負担行為限度額

農業近代化資金等利子補給 56， 832千円(平成28~47年度)

-20-



平成27年度一般会計当初予算説明資料

5目 農業金融対策費

経営支援課(内線:7260) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

県農業信用基金協会 10 10 。 10 
出損事業

トータルコスト 10千円 (前年度 10千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 県農業信用基金協会の監督・指導、協会への出資・出掲

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

農業者が農業経営に必要な制度資金の融資を受けるにあたって、低率な保証料で機関保証が受け

られるよう債務保証を行う県農業信用基金協会の特別準備金制度に対して出摘を行う。

なお、出摘は、当該年度末に必要な特別準備金積立額に対して行うため、毎年度 2月補正で対応

する。

2 主な事業内容

C特別準備金の負担割合

区 分 県 協会

就農支援資金 3/3' 
保証責任準備金

青年等就農資金
及び

債務保証損失引当金
農業近代化資金他6資金 2/3 1/3 

求償権償却引当金 全12資金 1/3 2/3 

鳥取県就農支援資金

貸付事業特別会計繰 675 51， 862 ム51， 187 675 
出金

トータルコスト 1， 452千円 (前年度 51，862千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 就農支援資金貸付事業特別会計への繰出金支出、繰出金の管理及び繰戻金の収納

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・槻要

認定就農者が就農初期に導入する農業機械等の整備費等を貸付ける就農支援資金(無利子)の貸付t:要す

る事務経費の県負担額を特別会計に繰出す。

2 主な事業内容

業務費充 当 675千円(融資機関への就農支援資金貸付事務費補助金等)

貸付事業費充当 。千円(就農支援資金貸付額の県負担相当額)

※農業経営基盤強化促進法の改正に伴い、資金制度が「就農支援資金」か

ら日本政策金融公庫が原資負担する「青年等就農資金」へ移行されたこ

とにより、国及び県による負担がなくなった。
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3項農地費 経営支援課(内線:7269) 
(単位.千円)3目農地調整費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

農地中間管理機構支援
(基金繰入金等)

337. 397 336. 244 1. 153 95. 220 149. 516 92. 661 
事業

トータルコスト 354. 480チ円(前年度 354.501千円) [正職員:2. 2人、非常勤職員:1. 0人l

主な業務内容 補助金交付事務、国との調整、制度運用に係る実施主体との調整等

工程表の政策目標(指標) 多様な農業形態による農業の担い手を育成し農地の有効利用を図る

事業内容の説明

事業の目的・概要
本県の農地中間管理機構である(公財)鳥取県農業農村担い手育成機購(以下「機構Jという。)が、農

地の賃貸借を通じ地域農業の担い手への農地の集積と集約化を行うために要する経費等を助成する。
併せて、機構に対して、新規就農者等に対する就農相談、研修、農地確保支援等の業務を委託する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 事業主体 予算額 補助率 事業 内 容

農地中間管理機構支援事業

事業運営費 114. 729 県国73// 1 0 
機金な構運、事が営農務費地費の助、の成市中町間(管職村理員へ業人の務委件費託を行、費非等うた常)勤め職に必員要賃10 

{昔受農地管理等事業 機構 196. 065 県国73//1 0 

騨議襲撃7
10 

県推進事務費 県 3.750 事業推進に係る県事務費

基盤強化法特例事業

農業地務売推進買事業務業費費、 機構 1. 380 
県国64//ほ110 0 か

農地の売買に係る業務に必要な経費の助成

県推進事務費 県 472 事業推進に係る県事務費

担い手業務推進事業 機構 21. 001 担業務い手、育関成連業す務る総の委務託関係(就業農務相)談、 就農研修

-@i ‘ 言十 337. 397 

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年6月に閣議決定された「日本再興戦略」の中で、農業の生産コストの低減等のため国の全農地

の8割(現状5割)を担い手が利用する農業構造を目指すこととされ、その実現に向け、各都道府県に農
地中間管理機構が設置されることとなった。
本県の農地中間管理機構である機構は、これまで市町村やJAに直接出向き、事業の推進体制の構築に

尽力するとともに、「人・農地プラン」に基づく地域の話合い支援や個々の農家の相談に丁寧に対応し、業
務の推進を図っており、中間管理事業を活用し農地の集積を進めようとする担い手や集落も多く見られて
いる(1月末時点での機構の借受面積:.499.5ha)。
また、機構は、本県での就農を希望する方の就農相談、アグリスタート研修支援事業による新規就農者

の確保・育成、農地や農作業機械等のあっせん等の相談から就農までの一貫した支援を行ってきており、
本県の農業施策の推進に重要な役割を担うものである。
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費一整一調
一
名

制
一
業

目
一
事

qυ
目

経営支援課(内線・ 7269)
(単位.千円)

農業構造改革支援基金

積立事業

， .. . I 財 源 内 訳 I 本 年度 |前 年度|比較 I ，.~ 'W.. . V ~ .備考

| I .... "-:' I国厳出金|起債|その他|一般財源|

恒態収λj

650 344， 850 160，750 I 184， 100 I 344， 200 

トータルコスト

主な業務内容

345， 627千円(前年度 160，750千円) [正職員:O. 1人]

基金積立事務

工程表の政策目標(指標)I :多様な農業形態による農業の担い手を育成し農地の有効利用を図る

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

本県の農地中間管理機織である(公財)鳥取県農業農村担い手育成機構(以下「機構」という。)が行う
地域農業の担い手への農地の集積と集約化等に必要な経費を、鳥取県農業構造改革支援基金に積み立てる。
積み立てた基金は、平成26年度の未執行分を含め、平成27年度に事業主体が事業を実施する経費に充当

する。

2 主な事業内容
以下の事業に係る経費について、基金に積み立てる。

区 分 事業主体 積立額 財源 事業内容

農地中間管理機構支援事業

借受農地管理等事業 機構 140， 000 国10/10 機構が借受ける農地の賃借料及び草刈り等

の管理・保全に係る経費

機構集積協力金交付事業

協力金交付事業 市町村 200， 000 国10/10 農地の出し手に対して、機構への貸付面積、

又は機構による転貸実績面積に応じて交付

する協力金に係る経費

市町村推進事業 市町村 4， 000 市町村が事業を推進するために必要な経費

県推進事務費 県 200 県が事業を推進するために必要な経費

基金運用利息 650 基金運用利息

合計 344， 850 

(単位:千円)

[基金積立金等の流れ]

一般会計

内‘
u

n
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3目 農地調整費

平成27年度一般会計当初予算説明資料

経営支援課(内線:7269) 
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

農地集積総合推進事業 362， 696 342， 277 20，419 147， 079 噌入品 11，455 

トータルコスト 390， 650千円 (前年度 370，137千円) [正職員:3. 6人]

主な業務内容 補助金交付事務、農地制度運用適正化推進に関する調査、調整等

工程表の政策目標(指標) 多様な農業形態による農業の担い手を育成し農地の有効利用を図る

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成24年度から始まった「人・農地プラン」の見直しを支援するとともに、中心となる経営体への農地

集積をより一層進め取る県た農め業に農市村町担村いや手市育町成村機農構業委(以員下会及び農業会議が行う取組や本県の農地中間管理機
構である(公財)鳥 「機構」という。)を通じた担い手への農地集積・
集約化の促進を支援することにより、担い手の経営安定、地域農業の維持を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 事業主体 予算額 補助率 事 業 内 H廿h 

人・農地プラン作成事業

市町村推進事業 市町村 16，910 国10/10
地直を域市し農町に必村業要のがな定あ経めり費方るのや「支将人援来・農の地中心プ的ラ経ン営」体の等見

支地域援連事携業推進員活動 市町村 38， 000 地る経域費のの問支題援解決に携わる推進員の設置に係

県推進事業 県 272 市町村の「人・農地プランJ見直しの支援経費

農業委員会費

農業委員会補助金 市業委町員村農会 70， 676 国10/10
農地要な業の経委利費員用の会調支法整援活に基動づく法地令台業帳務のほか、 農必や農 の整備等t;::

農業会議補助金 鳥業取会県議農 21. 221 農必業要な委経員費会の法支に援基づく法令業務等の実施に

11， 239 県10/10
議農上業のの運委た営員めに、の必農取要組業な委や経員活費会動の事の支務サ援局ポ職ー員トの、資農質業会向

機構集積協力金交付事業

地域集積協力金 市町村 110， 000 国10/10
地地交域を貸付の単話し付価合けい-た2に0地~よ域3り6へ千、の円ま支/とl援Oまaって機構に農

経営転換協力金 54， 800 担用交型い付農手へ業単価かの農ら:の地30転集O~換積7を0に0図千協る円力農/す業戸る者たへめの、支土援地利

耕作者集積協力金 35， 200 
機機燐交構付にが貸単借付価受けけ.た2て0耕千し、作る円者農/1等地hへにの隣支接援した農地を、

市町村推進事務費 4，000 事業推進のために必要な事務費の支援

県推進事務費 県 162 事業推進のために必要な事務費

担い手支援リース事業 市町村 216 
市県町村l/l/36 度平成リー23ス年料度助の成事に業必採要択な案経件費にの係支る援平成27年

iロh 言十 362， 696 
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費一整
一
名

調一地
一
業

農一
一
事

同
国
-

nペ
υ-

本年度 前年度 比較国最雌

25， 000 耕作放棄地再生推進事業 25，門川01ム7，000 

38，977千円 (前年度 45，930千円) [正職員:1.8人]

制度周知、補助金事務、国との調整等

耕作放棄地の解消(目標・年間解消面積100h a) 

トータルコスト
主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
市町村段階の耕作放棄地対策協議会が行う国の「耕作放棄地再生利用交付金Jを活用した耕作放

棄地解消の取組に対し、事業費のかさむ再生作業及び施設等補完整備(基盤整備、農業用機械・施設
整備等)について、事業費から国交付金を差し引いた部分を市町村及び県が助成して事業者の負担軽
減を図り、耕作放棄地の早期解消を目指す。

2 主な事業内容

区 分 国(直轄事業) 県

事業名 「耕作放棄地再生利用交付金J 「耕作放棄地再生推進事業J

事業主体 地域耕作放棄地対策協議会(市町村(農業委員会)、 JA、農業者等で組織)、農業者等

O再

再生

手IJ

活動用

。土

施

。曜zz日hZ行手込書白暢書に対器fを開普
等設

につ 機限し村る引い
補フロ

たと部岡 対 町費
整
{蔚

事業費
| 対象 | 面積 | 事業費 国交付金 | 県補助金 | 

14市町 I 49h a I 104，600千円 I52， 725千円 I 25， 000千円 | 

3 これまでの取組状況、改善点

-平成25年度の耕作放棄地の調査(※)によると、新たに247h.の再生利用が可能な耕作放棄地が確認され
た。一方、再生事業の活用等により249h.の解消が確認され、最終的に平成25年度末の再生利用が可能な
耕作放棄地は1，039h.となった。(※「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査J(旧「耕作放棄地全体調査J)) 
・従来にも増して再生の取組を拡大していくために、事業活用事例のない市町村に対して本事業の活用推進
を図っていく。
・耕作放棄地の解消には、その農地を利用する担い手の育成が重要である。このため、新規就農者育成関連
施策による担い手育成・確保も含め、農業委員会系統組織、(公財)鳥取県農業農村担い手育成機構、市町

村、]A等の関係機関と連携しながら解消推進を図っていく。
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3目農地調整費

事業 名

国有農地等管理費

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成 27年度一般会計当初予算説明資料

本年度

7， 138 

14， 127千円

前年度 比較
財源

国庫支出金起債

7， 084 54 7， 127 

経営支援課(内線:7258) 
(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

(諸収入)

11 

(前年度14，049千円) [正職員・ O.9入、非常勤職員・1.0人]

固有農地の維持管理、補助金交付事務、固との調獲

国有農地等の適正な管理を行う。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区 分 事業主体 予算額 負担割合 事業内容

人件費 3， 199 自作農財産管理人 (2名)の経費

委託料 (国県委託) 2， 300 土地狽IJ量、境界確定、雑木伐採等

事務費 1， 230 国10/10等 固有農地管理に要する事務経費

事固業有事農務地取等扱管交理付処金分 (EZZ) 409 事固務有経農費地管理に市町村が要する

合 計 7， 138 

農地利用調整事務費 300 300 。 300 

トータルコスト 2， 630千円 (前年度 2，622千円) [正職員:O. 3人]

主な業務内容 固との調整、交付金事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

農地法等の適正な運用を図るための指導等を行う。

2 主な事業内容
(単位.千円)

区 分 事業主体 予算額 負担割合 事 業 内 容

農地関係等事務費 県 300 国10/10 市町村等指導事務費

農地事務担当者研修会等
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6款農林水産業費

3項農地費

1目 農地総務費

事業 名

農地・水保全課

管理運営費

トータノレコスト

主な業務内容

工事翠校現繍目棟指関

事業内容の説明

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本 年 度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

30，749 32，299 ム1，550

33，855千円(前年度 32，299千円) [正職員 0.4人]

管理運営、連絡調整

農地・水保全課の運営に要する経費である。

土地改良区基盤

強化支援事業 10，292 10，615 ム323 4，995 

農地・水保全課(内線:7321)

(単位千円)

内 訳
備考

その他 般財源

30，749 

(諸収入)
175 5，122 

トータノレコスト 42，905千円(前年度 43，119千円) [正職員:4.2人、非常勤職員・1.1人]

主な業務内容 県土連への運営費支援、補助金事務など

工程表刀攻策目棟指働

事業内容の説明

事業の目的・概要

土地改良施設の適切な維持管理、換地事務の推進等及び土地改良区の適切な運営を支援するため、

鳥取県土地改良事業団体連合会の運営費に対する助成等を行う。

2 主な事業内容
(1)水土保全強化対策事業 7，493千円

補助対象 事業主体 助成額・負担割合

鳥取県土地改良管理指導センタ 鳥取県土地改良事 県助成額 7，493千円

及び同換地センターの運営費 業団体連合会 負 担 割 合 国1/2、県1/4、県土連1/4

[管理指導センタ ] 

-土地改良施設の診断、管理指導

-施設管理、組織運営等に関する法律相談業務

-会計処理に関する相談業務

[換地センター]

-換地技術者の養成(研修会の実施等)

-換地業務の指導

(2)土地改良区等運営指導事業(県) 2，799千円

-土地改良区役職員を対象にした研修会を年2回開催する。

-会計の専門知識を有する非常勤職員1名を農地・水保全課に配置し、土地改良区に対する検査指導

体制を強化する。

3 これまでの取組状況、改善点

-平成24年度から、不祥事の未然防止を目的とした土地改良区役職員向けの研修会を県と鳥取県土地改

良事業団体連合会の共催で実施している。

(開催回数)平成24年度 3回

平成Z5年度 2回

平成26年度 1回(平成27年2月頃第2回開催予定)

(研修内容)役職員の職務・責任、特別検査の実施状況、不祥事発生のメカニズムと事例検証

-平成25年度から、会計知識を有する検査員(非常勤)1名を県に、会計相談・監査指導業務を行う指導員

1名を県土連にそれぞれ配置した。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

1目 農地総務費

農地・水保全課(内線:7321)

(単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

土地改良法法手続関
305 295 10 305 

係業務

トータノレコスト 26，706千円(前年度 22，738千円) [正職員:3.4人、非常勤職員:0.5人]

主な業務内容 土地改良事業の認可・決定、換地計画の認可・決定、換地処分

工程表の政策目標的調

事業内容の説明

事業の目的・概要

土地改良法による事業の認可等に関する業務を行う。

2 主な事業内容

-土地改良法に基づく専門的知識を有する技術者への調査報告の委嘱(調査委嘱費 305千円)

土地改良負担金総合 (諸収入)

償還対策事業 3，616 4，640 ム1，024 64 3，552 

ト タノレコスト 5，169千円(前年度 9，283千円) [正職員・0.2人]

主な業務内容 利子補給事務、補助金事務

工程表の政策自主剰観望号

事業内容の説明

事業の目的・概要

土地改良事業の地元負担金の軽減を図るために、土地改良区等が負担金について融資機関から借入

を行う場合の借入利子に対して助成する。

2 主な事業内容
(1)土地改良負担金償還平準化事業 3，576千円

土地改良事業の地元負担金の償還総額が増えないよう平準化を図るため、土地改良区等が融資機関

から平準化資金を借入れ、土地改良事業の償還金の一部に充当する場合に、平準化資金の利子を助成

する。

(単位千円)

区分 予算額 地区数 対象事業

国事業 3，447 25 土地改良事業(公共事業)で平成2~6年度までに認定されたもの。

単県事業 129 4 土地改良事業(国事業対象を除く)で平成2~6年度までに認定された
もの。

言十 3，576 29 

(2)担い手育成支援事業 40千円

土地改良事業に係る地元負担金の軽減や土地改良事業の推進と農用地の一層の集積を図るため、農

用地の利用集積に積極的に取り組む土地改良区等に対して、地元負担金の償還金のうち、利子の一部

を助成する。

(単位:千円)

区分 予算額 地区数 対 象 事 業

国事業 40 1 土地改良事業で平成7~12年度までに認定されたもの。
(事業認定後5年以内に担い手の農地利用集積要件を満たすことが見

込まれる地区等)
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1 

事業名 本年度|前年度|比較

国土調査事業 897，568 I 759，163 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

災害への迅速な対応や公共事業の効率的な実施などのため、国土調査法に基づき、一筆地ごとの土地の

所有者、地番、地目及び境界に関する確認調査を実施し、地籍図・地籍簿として取りまとめる地籍調査事業を

行う市町に対して補助する。

2 主な事業内容 (単位.千円)

事業名 予算額 事業主体 負担割合 内 廿"'"・

地籍調査事業 国 1/2 
地籍調査事業の実施市町への補

894，738 市町 県 1/4 

(市町1/4)
助金

2，600 県
国 1/2 市町に対する指導事務費

県 1/2 {非常勤職員の人件費等)

215 県 県 10/10 (※11ヶ月 国庫補助〉

lヶ月単県

全国国土調査協会 15 県 県 10/10 全国国土調査協会(国土調査に関

負担金 する講習会開催、技術援助及び情

報提供を目的とした団体)への負

担金

合計 897，568 

(参考)

県 内市町村の地籍調査事業 実施 状況

実 施 中 3市13町

調査完了 1町1村(北栄町・日吉津村)

新 規 1市(境港市)

合計 19市町村

地籍調査の進捗率=調査実施済面積(kn!)7要調査面積(kn!)

年 度 全国平均 鳥取県

平成22年度 49% 22% 

平成23年度 50百 23% 

平成24年度 5日目 24略

平成25年度 51% 25.5唱
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1目 農地総務費

事業 名

公共事業連携先行地

籍調査支援事業

トータルコスト

主な業務内容

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度|前年度|比較

1，812 I 140 I 1，672 

農地・水保全課(内線:7322) 

(単位:千円)

備 考

1，812 

2，589千円(前年度 914千円)[正職員 :0.1人、非常勤職員 :0.3人]

事業計画、負担金事務、周知説明
腕籍調脊面積の増 平成31年庭末33.7~も

県が行う主要な公共工事の用地調査予定区域において、公共工事の工期短縮や測量経費の節減を図る

ため、市町村が公共工事に先行して地籍調査を実施する場合に、その推進経費を支援する。

2 主な事業内容

公共事業用地調査予定区域と一体的に地籍調査を行う場合、地籍調査費の5%相当分を推進経費として

支援する。

事業地区 2地区

防災・安全交付金(国道改築) 菅沢工区、福長ヱ区(日野町)

(参考)

先行地籍調査区域(5%)

周辺区域~
......・・・・・............圃胆・..・..............・M

う公共事業用地調査予定区域(概定路線)

， ，〆 f 周辺区域し二

事業主体| 算定基準額 I :負担率

市町村| 公共工事の用地調査予定区 I 5% 

域と一体的に行う地籍調査の

区域

. ， 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

農地・水保全課(内線:7336) 
1目 農地総務費 (単位千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

みんなで取り組む農 倶オ産収入j
山村保全活動支援 17，481 15，946 1，535 17，481 
事業

トータノレコスト 36，117千円(前年度 23，685千円) [正職員:2.4人1
主な業務内容 補助金事務、支出団体との連絡調整、基金管理事務、国報告・調整事務

工程表の政策目棟指関

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県中山間ふるさと農山村活性化基金の運用益を活用し、協働活動により農業生産基盤を保全する取組

の普及・啓発を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)
項 目 内 廿--・ 予算額

とっとり農山村資源保 農地や農業用水路等の維持管理が困難となってきている集落
全活動推進事業 の増加に対応するため、県や市町村を越えた広域的なボラン 11，727 

ティアの人材派遣が可能となるよう、ボランティア派遣を行う事
務局業務を、 NPO等に委託する(県東部、中部、西部の3地
区)。

とっとり井手・ため池 農山村ボフンァィアの受入集落が、特産品づくり等の両度な取
保全活動推進交付金 組みを行う場合に、定額で支援する。 600 

-事業主体集落、地域協議会、土地改良区等
-補助率 10/10 (上限・300千円/地区)

(新)共生の里推進加速 企業と農山村集落が協定を締結し、企業・集落双方にメリ
化事業 ットがある農地等の保全活動や営農支援、 6次産業化など 2，900 

の取組みを行う場合に、必要経費を支援する。
-事業主体市町村
-補助率 県2/3、市町村1/3(上限:600千円/地区)
-その他 広告費(1;700千円)

(新)むら・まち支え合 県下4市の町内会や地区公民館と農山村集落が協定を締結
い共生促進事業 し、農地等の保全活動を協働で行うとともに、農作業体験 600 

-農村体験などの交流を行う場合に、必要経費を支援する。
-事業主体市町村
-補助率 県2/3、市町村1/3(上限:300千円/地区)

i 委員会開催費 平成27年度中に委託期間が終了する農山村ボランティア事務
局業務について、平成28年度以降の委託団体を選定するため 85 
の委員会の開催経費。

基金積立金 次年度以降の事業に資するため、 J鳥取県中山間ふるさと農山
1，069 村活性化基金へ積み立てる。

県事務費 連絡調整、現地調査、補助金事務に関する経費 500 
合計 17，481 

3 これまでの取組状況・改善点
-とっとり農山村資源保全活動推進事業は、一般ボランティアを中山間集落に派遣することで、中山間地域の
農業の継続に役立っている。
-中山間集落では高齢化の進行等により、今後自らの力だけで農地等を維持するのが難しくなりつつあるの
で、外部の多様なサボーターによる支援体制を構築する。

[継続]とっとり農山村資源保全活動推進事業 → ①大学生・一般社会人がサポート
[新規1rとっとり共生の里」推進加速化事業 → ~企業(従業員・家族)がサポート
[新規]むら・まち支え合い共生促進事業→ ③市街地の町内会・地区公民館がサポート
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852，492 315，584 I 536，908 582，728 

-h骨子
1邑去些絵筆童

事業名

農地・水保全活動交
付金事業

トータノレコスト

王五薬務丙容
工主語の政策目標設説書号

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

農業・農村が有する国土保全や水源かん養、景観形成等といった多面的機能の維持・発揮のための営農活

動や地域活動に対して支援する。

本年度!前年度 l比較恒品金

269，764 

884，329千円(前年度 339，575千円) [正職員:4，IAJ
第三者委員会運営、補助金交付事務、各種調査業務

農地・水・農村環境を保全する活動を支援

(平成30年度末.県内の農振農用地面積の60%の取組)

市町村

市町村

注)日本型直接支払制度(多面的機能支払、中山間地域等直接支払、環境保全型農業直接支払)が、平成27
年4月1日より法制化されることに伴い、交付金の交付ノレートが変更される。

[法制化前J (法制化後]

回 「
回一十→ 1 11!!J;litl!!lI~壬→ I ;i'ilMAnt I 回→回→直日→直E
I mlllTtt l__j 

(参考)多面的機能支払交付金の実施状況

平成25年度 平成26年度 増減

区分 組織 取組面積 カハ.率 組織 取組面積 カハ.率 組織 取組面積 カハ'率
数 (h心 (出) 数 (ha) (弛) 数 (ha) (%) 

農地維持支払 29 614 12，963 40 226 3，227 11 

資源向上支払

(共同活動) 29 442 10，467 32 54 731 3 

資源向上支払

(施壁(f)長寿命化) 439 10，501 31 486 11，348 35 47 847 4 

※カバー率は、農振農用地面積に対する取組面積の割合。カバー率云取福面積ギ農振麗用地面積

nr』
内
4
U



平成27年度一般会計当初予算説明資料

1目 農地総務費

農地・水保全課(内線 7336)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

農地を守る直接支払
909，589 857，391 52，198 601，133 308，456 

事業

トータノレコスト 929，002千円(前年度 869，000千円)[正職員 2.5人]

主な業務内容 審査会業務、補助金交付事務、各種調査事務

工程表の政策目標絡協

事業内容の説明

事業の目的・概要

平地と比べ農業の生産条件が不利な中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正するため、協定に基

づいて5年以上紺続して農業生産活動を行う農業者等に対し、耕作面積に応じて助成する。
第4期対策の事業期間 平成:27年度~平成31年度(5年間)

2 主な事業内容 (単位・千円)

区分 事業内容 事業主体 予算額 備考
直接支払交 市町村との協定に基づき5年以上継続して 市町村 886，363 負担割合
付金 農業生産活動を行う農業者等に対し、協定農 国1/2

用地面積に応じて、市町村が交付金を交付す 県1/4
る。 (市町村1/4)

直接支払推 市町村及び県推進事務費

進交付金
[市町村事業] 市町村 22，928 国 10/10

現地確認、書類審査、協定書作成指導等
[県事業司 県 298 国 1/2

第三者委員会の開催、市町村への指導 県 1/2
等

言十 23，226 
i口b、 言十 909，589 

※知事特認地域における負担割合は、国1/3、県1/3、市町村1/3

<参考>
[中山間地域等直接支払の実施状況]

実施市町村数 協定数 交付面積(ha) 交付額(千円)

平成22年度 17 673 7，812 1，104，936 

平成23年度 17 685 7，961 1，124，309 

平成24年度 17 686 8，023 1，130，896 

平成25年度 17 690 8，081 1，137，960 

可覧室~f 17 690 8，100 1，139，662 

※境港市、日吉津村を除く 17市町で実施され、平成26年度時点で中山間地域等直接

支払対象面積の84%をカバーしている。

何
唱
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

農地・水保全課(内線・7336)

， ~ 農地総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

環境保全型農業直接
28，335 8，699 19，636 19，132 9，203 

支援対策事業

トータノレコスト 37，653千円(前年度 17，986千円) [正職員:1.2人]

主な業務内容 制度周知、計画書審査、交付金の交付、実施確認、国との調整

工程表の政策目標箱根的

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
地球温暖化防止や生物多様性保全に効果が高い営農活動を行う農業者等に対して支援を行い、農業分野

における環境保全機能の発揮に資する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業区分 事業内容 事業主体 事業費 予算額 備考

環境保全型 農業者等が化学肥料・化学合成農薬を原 市町村 36，812 27，609 負担割合

農業直接支 則 5割以上低減する取組と合わせて行う地 国 1/2
払交付金 球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高 県1/4
(平成27~ い営農活動を支援。 (市町村

31年度) 1/4) 
[交付対象となる営農活動]

対象取組 帯開
緑胞の作付け 8，000 
堆ijEの施用 4，400 
有機農業の取組 8，000 
(うち、そぱ等雑穀、飼料作物} (3，000) 
リビングマノレチの実施 8，000 
草生栽培の実施 8，000 
冬期湛水管理 8，000 
支援単恒は固と県と市町村の合計

県事務費 制度の周知や交付金の交付事務等 県 30 30 国10/10

市町村事務 各種申請書や実施状況の確認事務等 市町村 696 696 

費

合計 37，538 28，335 

※日本型直接支払制度(多面的機能支払、中山間地域等直接支払、環境保全型農業直接支払)が、
平成27年 4月 1日より法制化されることに伴い、交付金の交付ルートが変更される。

く法制化前> <法制化後>

県国→→市農町業村者等→農業者等
国→県→市町村→農業者等
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

1目 農地総務費

農地・水保全課(内線・7323)

(単位:千円)

事業 名 本年度 前年度 比較
Eオ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

米川水利用調整事業 14，525 14，187 338 8，850 5，675 

トータノレコスト 33，938千円(前年度 30，439千円) [正職員・2.5人、非常勤職員・0.1人]

主な業務内容 国や市等との調整、地苅への技術支援、補助金事務 等

工程表わ政策目標錦繍

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

中海淡水化事業の中止に伴い、米川の水を弓浜半島地域の農業用水として有効利用するため、米川土地

改良区が行ってb、る米川用水路の管理体制整備に対して支援を行う。

2 主な事業内容

(単位・千円)

項 目 事業主体 予算額 内 ?f与r・

国営造成施設管理事業 県 5，000 米川の管理体制、管理方法等を定める管理体制

(事業期間:平成22年度~平 整備計画を策定する。(国1/2、県1/2)

成29年度) 市 9，525 米川の水利用の現状(上流優先取水)を見直し、

下流域の農業用水不足が軽減できるよう各取水口

の適正取水を定着させるため、米川土地改良区が

取り組んでいる米川の管理体制整備に対して支援

を行う。(国1/2、県1/4、市1/4)
i口b、 言十 14，525 

3 これまでの取組状況、改善点

-米)11本線の整備や干拓地への送水施設が完成し、平成24年度から干拓地への送水が開始されている。

-現在、各取水口からの適正取水を定着させるため、米川土地改良区の理事が現地パトロール等を行いな

がら、関係農家に適正取水の周知徹底を図っている。

-平成26年6月には米川土地改良区と新関川土地改良区が合併し、新開川用水路についても米川用水路

の支線水路として位置付けられたことから、農業用水を一元的に管理し、弓浜半島全域での効率的な水利

用を目指している。

-従来、米川土地改良区は非かんがい期の通水を行っていなかったが、平成26年度に非かんがい期の試

験通水を行ったところ、営農者及び市民の反応も良く、今後年開通水について検討していく。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

1目 農地総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

農地・水保全課(内線・7323)

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 」般財源、

中海干拓農地利活用 (財産収入)

促進事業 25，029 19，121 5，908 3，215 21，814 

トータノレコスト 38，230千円(前年度 32，277千円) [正職員:1.7人、非常勤職員:0.1人]

主な業務内容 関係機関、農家との連絡調整、利活用促進手続き、補助金・委託費事務 等

工程表の政策目標繍関

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

中海干拓農地の県所有23.9haの管理を公益財団法人鳥取県農業農村担い手育成機構(以下、「機構」と

いう。)に委託するとともに、機構が行う干拓農地の利活用促進の取組に対して助成を行うことに机干拓地|

営農の振興を図る。

2 主な事業内容
(単位.千円)

項 目 予算額 事 業 内 $ 
干拓農地利活用促進 4，493 [f甫助金交付先:機構】

-県有農地を含む干拓農地全体について、手IJ活用を積極的に促進

し、干拓地営農の振興を図るための経費を助成する。

県有農地の維持管理 3，056 [委託先:機構]

-イ昔受者からの相談対応

-スプリンクラー等の補修、未貸付地の耕うん、草刈等

暫定ため池復旧農地管 3，940 [委託先:営農組合等]

理耕作 -中海干拓工事で整備された彦名工区及び弓浜工区の暫定ため池

跡地について、耕うん、緑肥投入、試験栽培を行うことで農作物栽培

を実証し、早期に売渡しゃ貸付けが行えるようにする。

彦名暫定ため池復旧農 9，420 [工事発注先土木業者]

地整備 彦名工区の暫定ため池跡農地の排水不良箇所について、早期に売

渡しゃ貸付けを行えるように排水改良を行う。

県有農地負担金 4，120 [支払先:米川土地改良区]

-県有農地にかかる土地改良区への水利費負担金

計 25，029 

3 これまでの取組状況、改善点

-国営中海土地改良事業は、昭和38年度の事業着手から半世紀を経て平成25年度に事業完了した。

当該事業で造成した農地214haは、売渡価格が近傍農地の実勢価格と帯離していることや現下の厳しい

農業情勢により、平成同年度から平成23年度まで売渡実績がない状況にあった。

-干拓農地の実勢価格での売渡しを可能にするとともに、県が主体的に、生産振興、担い手確保、農地流動

化などの施策を総合的に実施し、干拓地の営農の振興を図るため、平成24年8月に機構から農地を取得し

た。

-平成24年10月から弓浜工区の売渡公募を行い、これまで3区画CO.9ha)の売渡しが完了した。平成26年10

月からは彦名工区も売渡公募を行っている。

-中海干拓工事により暫定ため池跡地が、新たに農地(弓浜工区5.1ha、彦名工区2.7ha)として復旧されたた

め、農地として活用できるよう平成25年度から地力増進を行っている。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

1目 農地総務費

農地・水保全課(内線 7323)

(単位・千円)

。

事業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

大山山麓農地開発
31，451 94，556 ム63，105 7，511 23，940 

事業

トークノレコスト 37，663千円(前年度 100，747千円) [正職員:0.8人]
主な業務内容 国や市町等との調整、地元への技術支援、補助金事務、県負担金の支払い事務 等

ロ 笛出卦国

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

国営大山山麓総合農地開発事業に係る事業負担金、基幹水利施設管理事業及び国営造成施設管理事

業に要する経費である。

a 

2 主な事業内容

(単位:千円)

項 目 事業主体 予算額 内 ~τ・・

事業負担金 県 16，900 平成11年度から平成14年度までに実施した国営

事業に係る事業負担金である。
(償還期間.~平成27年度)

基幹水利施設管理事業 市・町 10，634 下蚊屋ダムの公共・公益的効果を十分に発揮さ
(平成15年度~) せるため、維持管理費の一部を助成する。

(補助率:国3/10、県3.5/10、市町3.5/10)

国営造成施設管理事業 県 50 地域ぐるみで農業水利施設を適切・有効に活用

(平成22年度~平成29 できるように管理体制整備計画を策定する。

年度) (補助率:国1/2、県1/2)

市・町 3，867 地域ぐるみで農業水利施設を適切・有効に活用

できるよう、大山山箆地区土地改良区連合の行う

管理体制づくりを支援する。

(補助率:国1/2、県1/4、市町1/4)

計 31，451 

ヲ
，
『

内
《

d



平成27年度一般会計当初予算説明資料

1目 農地総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

東伯かんがし、排水
306，374 427，292 ム120，918 20，861 

事業

源

起債

農地・水保全課(内線 7323)

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

285，513 

トータノレコスト 314，139千円(前年度 435，031千円) [正職員1.0人]

主な業務内容 国や町等との調整、地元への技術支援、補助金事務、県負担金の支払い事務 等

工 目標詣欄

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

国営東伯かんがい排水事業に係る事業負担金、基幹水利施設管理事業及び国営造成施設管理事業に要

する経費である。

2 主な事業内容

(単位.千円)

項 目 事業主体 予算額 内 ?e! ゴ‘
事業負担金 県 264，350 平成11年度から平成18年度に実施した国営事業に

係る事業負担金である。

(償還期間: ~平成31年度)

基幹水利施設管理事業 町 34，840 西高尾ダム・小田股ダム・船上山ダム等の公共・公

(平成19年度~) 益的効果を十分に発揮させるため、維持管理費の

一部を助成する。

(補助率:国3/10、県3.5/10、町3.5/10)

国営造成施設管理事業 県 50 地域ぐるみで農業水利施設を適切・有効に活用で

(平成22年度~平成29 きるように管理体制整備計画を策定する。

年度) (補助率国1/2、県1/2)

町 7，134 地域ぐるみで農業水利施設を適切・有効に活用で

きるよう、東伯地区土地改良区連合の行う管理体制

づくりを支援する。

(補助率:国1/2、県1/4、町1/4)

計 306，374 
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

1目 農地総務費

事 業 名 本 年 度 前年度 比較
財 源

金 起債

農地・水保全課(内線:7326) 

(単位千円)

内 訳
備考

その他 般財源

しっかり守る農林基盤
205，000 205，000 205，000 

交付金
。

トータノレコスト 221，307千円(前年度 218，930千円) [IE職員 2.1人]

主な業務内容 予算管理、補助金事務、技術指導

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

農地、水路、農林道など農林業生産基盤の小規模な整備・補修や、山腹水路や放置されたため池などの

防災措置に要する経費を市町村に交付する。また、近年多発する集中的な豪雨災害等に迅速に対応する

ため、農地・農業用施設の小規模な災害復旧に要する経費を市町村に交付する。

2 主な事業内容
(1)対象事業

国の補助事業要件に満たない小規模な整備で、次の①~③の事業

①農業生産基盤の次の工種に係る新設、改良及び補修

-農業用用排水施設整備(ため池整備含む)、農道整備、ほ場整備、農用地の改良又は保全(日音きょ

排水、土壌改良など)

②林道整備に係る新設、改良及び補修

③山腹水路や放置されたため池等に係る防災措置

(2)補助率

く通常基盤整備> / 

全体事業費の1/2以内。ただし、次の①又は②の場合は、市町村事業費(※)の1/2以内とする。

①市町村負担率が、市町村交付金で農林基盤の整備l乙適用した負担率未満の場合

②市町村交付金で実績がない事業で、農家負担率が2割を超える場合

く災害復旧〉

市町村事業費の1/2以内とする。

※市町村事業費=全体事業費ー農家負担分

(3)予算区分 (単位:千円)

項目 内容 予算額

国の補助事業要件に満たない小規模な農林業生産基盤の整 185，000 
通常基盤整備 備・補修に要する経費及び山腹水路や放置されたため池など

の防災措置に要する経費について補助する。

国の補助事業要件に該当する災害が発生した地域において、 20，000 
災害復旧 国の補助や交付税措置のある起債が適用できなし、小規模な

農地・農業用施設の災害復旧について補助する。

合計 205，000 
(4)事業主体

市町村等

(5)配分方法

①通常基盤整備枠の年度予算の9害IJを最低保証額として配分

②通常基盤整備枠の年度予算の1割を調整交付額として配分

③災害復旧枠から災害の発生した規模に応じて災害復旧額として配分

3 これまでの取主ま組で状は況市、改善点
-平成20年度 町村交付金の中で実施していたが、地元要望を踏まえ、県の施策誘導(農家負担

の軽減及び農家要望量の実施)により平成21年度から本交付金を創設し、全市町村が取り組んでいる。

-事業実施後、市町村交付金時に比べ農家負担の軽減に繋げていない市町村があることから、平成23年

度より補助の仕組みを見直した。

-平成26年度から国の補助事業要件に該当する災害が発生した地域において、国の補助や交付税措置

のある起債が適用できない小規模な災害復旧を対象とした災害復旧予算(別枠)を設けた。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

事業名 本年 度 | 前 年 度 備考

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

農業農村整備事業の円滑な推進を図るため、農業農村整備事業の実施状況、水利用状況、経済効果等を
調査するとともに、関係機関との調整・意見交換等を行う。

2 

合計

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

50 

555 

2 

30 

20 

89 

846 

土地改良施設の機能の維持と耐用年数の延長を図るために、土地改良区等が定期的に実施する土地改
良施設の整備補修に対して支援する。

2 主な事業内容
土地改良施設の長寿命化を図るために実施する水路補修、揚水機のオーバーホール等へのむ支援

L単正?竿何)
加入

事佳業期度間) 
. 

補助総額
単年度

年度
事 業 主 体 総事業費 補助率

補助額

H23 大口堰土地改良区外6 H23~H27 42，000 12，600 2，520 
H24 大鴨土地改良区外4 H24~H28 21，000 6，300 1，260 
H25 羽合土地改良区外5 H25~H29 21，000 30% 6，300 1，260 
H26 上北条土地改良区外4 H26~H30 21，600 6，480 1，296 
H27 北条砂丘土地改良区外2 H27~H31 10，500 3，150 630 

~pjG27年度予算穆 6，966 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

農地・水保全課(内線 7334)
1目 農地総務費

事業 名
1 . .  ~ __.__ I . ..財源内訳

本年度|前年度 | 比 較 l

旦牛耳
備考! 1 >U  ~^ 1国敵地|起債|その他|一般財源

農業農村自然エネ/レ
ギー利活用支援事業 12，500 15，610 ム3，110 8500 4，000 

トータルコスト 117，159千円(前年度 20，253千円)[正職員・0.6人]

主な業務内容 |現地調査、内容診断、補助金事務、技術検討

工程表の政策目標銘機|農林業への多様な自然エネルギー導入を支援

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
農村地域や農業生産の場において、再生可能エネルギーの導入を通して地域活性化や農業振興につな
がるように、施設の導入支援を行う。

2 主な事業内容
(1)太陽光発電施設導入検討支援

土地改良区等の太陽光発電施設導入にあたり、鳥取県土地改良事業団体連合会が行う適地調査や採
算性等の検討について、支援を行う。
・事業主体 鳥取県土地改良事業団体連合会
・補助率補助率 10/10(国)
・対象経費 太陽光発電施設導入に関する適地調査及び採算性検討及び概略設計に要する費用
・地区数 2箇所程度

(2)太陽光発電施設導入補助
太陽光発電施設の導入を通じて、農業経営の効率化・高度化を目指す取組に対して支援を行う。
・事業主体 農業協同組合、土地改良区、農村集落等組織
・補助率 補助率1/10、上限 1，000千円(原則として市町村と同額)

(ただし、農業協同組合など、受益者の特定が困難な場合にあっては、県単独での補助も
可能)

・対象経費 太陽光発電施設の導入に要する費用
・地区数 4箇所程度
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

l目 農地総務費

事業名

森林総合研究所営

事業償還費

本年度|前年度 比較

日I233，147 ム233，147

トータノレコスト 10千円(前年度 233，921千円)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

農地・水保全課(内線:7321) 

(単位千円)

備考

独立行政法人森林総合研究所(旧 独立行政法人緑資源機構)が行った日野区域農用地総合整備事業

(平成2年度~平成11年度)に係る負担金を、元利均等方式により償還する。

2 主な事業内容

償還が完了したことによる事業廃止。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

1目 農地総務費

事 業 名 本年度 前年度 比較

下蚊屋ダム濁水対策 。 1，730 ム1，730
事業

トータノレコスト 0千円(前年度 7，147千円)

事業内容の説明

事業の目的・概要

財 源

国庫支出金 起債

農地・水保全課(内線:7326)

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

大山山麓地区の水源である下蚊屋ダムは、近年のゲリラ豪雨等により、上流の黒ボク畑から濁水流入が発生し
ており、ダムをかんがい用水として利用している畑地帯で水利用に支障をきたしていることから、国、県、地元(江
府町、農家等)が構成するプロジェクトチームにより、実証試験を実施しながら対策案を検討する。

2 主な事業内容

調隆委託期間満了による事業廃止。

農業農村小水力発電 。 900 ム900
施設開所記念事業

トータノレコスト 0千円(前年度 5，543千円)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
平成26年度に供用開始を予定している3地区の小水力発電施設の完成記念式典を開催し、再生可能ェネJレ

ギー導入のPRを行う。

2 主な事業内容
平成26年度予算をもって全地区(3地区)完成することによる事業廃止。

2目 土地改良費

財
事 業 名 本年度 前年度 比較

1=山

金

農業農村小水力発電 。550，674 ム550，674
施設導入事業

トータ/レコスト 0千円(前年度 576，213千円)

事業内容の説明

事業の目的・概要

源

起債

農地・水保全課(内線:7326) 

(単位:千円)

内 訳

その他 ー自聖財源
備考

農業用ダムや農業用水路を利用して、小水力発電施設を整繍し、その売電益を土地改良施設の維持管理費に

充当することで、農家の負担軽減を図る。

2 主な事業内容

平成26年度予算をもって事業が完了することによる事業廃止。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2目 土地改良費

事業 名 本年度 前年度 比較
財

国軍支出金

(公共事業)

農業農村整備

事業 1，005，333 842，013 163，320 488，212 

源

起債

<93，000> 

118，000 

農地・水保全課(内線:7326) 
(単位:千円)

内 訳
備考

その他 寸 樹 源

償担金特 県凌負担

95，916 303，205 396，205 
トータルコスト 1，005，333千円(前年度842，013千円) [正職員:18.1入、非常勤職員:10.7人]

主な業務内容 事業計画の審査、実施内容の審査、県営工事の執行、補助金事務、固との調整

工程表の政策 畑地かんがい整備面積の増 平成30年度 6，260ha

目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

農業農村整備事業

2 主な事業内容 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較 備 考

基幹水利施設ストックマネ

ジメント事業 78，000 42，500 35，500 

県 県営畑地帯総合整備事業 111，000 100，000 11，000 
ネ市 (休止)経営体育成基盤 。 36，250 ム36，250

整備事業

農業用水再編対策事業 40，000 150，950 ム110，950

助 営 県営農業水利施設保全合
186，000 41，000 145，000 

理化事業

県営土地改良事業調査 9，000 。 9，000 
事 県営農業生産基盤整備事

127，000 。127，000 
業調査

小計 551，000 370，700 180，300 
(正職員:12.7人)

業 (非常勤職員:1.5人)

農業体質強化基盤整備促
90，542 87，115 3，427 

団 進支援事業

体 団体営農業水利施設保全
85，750 84，000 1，750 

営 合理化事業

小計 176，292 171，115 5，177 
(正職員:2.2人)

(非常勤職員:0.1人)

補助事業 言十 727，292 541，815 185，477 

単 県単土地改良事業(譲与促進
8，685 11，746 ム3，061

5虫 費)

事 (廃止)中山間地域等農業条 。 3，900 ム3，900
業 件整備支援事業

単独事業 計 8，685 15，646 ム6，961
(正職員:3.1人)

(非常勤職員・2.1人)

現場 技 術 業 務 費 7，187 14，371 ム7，184
(正職員:0.1人)

(非常勤職員:2.0人)

補助事務費 24，945 16，025 8，920 (非常勤職員:4.2人)

人件費継足 225，960 239，724 ム13，764
事務費継足 11，264 14，432 ム3，168 (非常勤職員:0.8人)

i口b、 計 1，005，333 842，013 163，320 

(着工地区の概要別紙のとおり)

J 

(注)起蚕禰の王戻く 〉書きは、交付税措置を除いた額である。
備考欄の県費負担は起債欄のく 〉書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
人件費継足額には、農地防災事業費及び耕地災害復旧費分の額を含む。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

4目 農地防災事業費

事業名 本年度 前年度 比較
員オ 源

国庫支出金 起債

農地・水保全課(内線・7323)
(単位千円)

内 訳
備考その他 一般財源

ため池防災1被災対策
推進事業 33，400 1，400 32，000 10，400 23，000 

トータノレコスト 60，578千円(前年度 13，783千円)[正職員:3.5人]
主な業務内容 委託事務、現地調整、補助金事務、事業実施に係る技術指導

工程制改策目標俗調 品警弘政1紘一謀議ヂの品管SEE陸橋鰻喝義官説百五百作

事業内容の説明
事業の目的・慨要
農村地域の防災カ向上を図るため、ため池の調査点検やハザードマップの作成、ため池の廃止や波諜等¢

保全対策、工事負担金の軽減などハード・ソフト両面から、ため池の防災・減災対策を総合的に実施する。

2(1主)調な査事推業進内事容業
(単位:千円)

ため池ハザードマ 市町 8，100 
ップ作成

1，000 

単県 600 
市町、集落、 防災訓練の

(新)ため池防災訓 土地改良区 県補助上限 ため池ハ 、た防災 400 
練支援 は10万円 施に要する経費を支援するロ

(2)保全対策事業 (単位千円)

区 分 事業主体 財源 補助率 事業内容 予算額
(新)旧農業用ため 市町負担と 不要なため池の中で、決壊した場合に人家・人命等 2，000 
池廃止 同額以内 に影響があるものを対象に、貯水機能を廃止する。
(新)ため池管理道 市町、集落、 単県 ため池の管理に必要とされる道路を新設・改良す 1，500 
整備 土地改良区 ため池波諜 る。

(新)ため池淡深 の県補助上 日本型直接支払等による維持管理体制の強化を前 15，000 
限は400万円 提に、堆積土の除去を行う。

(3)ため池整備推進交付金 (単位:千円)

区 分 事業主体 財源 補助率 事業内容 予算額
(新)ため池整備推 農家1戸当たりの工事負担金が10万円を超える場合

進交付金 事業申請人 単県 10/10 に、 10万円を越える部分に対し、漸増方式で助成す
る。

3 これまでの取組状況、改善点

①県はため池の防災・減災対策を進めるため、平成25年度からため池の一斉点検や耐震性調査、ハザート
マップの作成、簡易な防災・減災システムの開発等を行ってきた。

②平成26年度は一斉点検や耐震性調査の結果を基に、外部の学識経験者による第三者委員会において、

今後のため池整備方針や防災・減災に向けたソフト対策を検討している。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

農地・水保全課(内線 7325)

4目 鳥肌防災 (単位:千円

事業名 本年度 前年度 比較
Eオ 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

農村防災体制サポート
明主題収対

事業
7，261 10，003 ム2，742 261 7，000 

トータルコスト 18，132千円(前年度 20，064千円) [正職員・1.4人]

主な業務内容 ため池・山腹水路現地調査、防災体制サポート協議会運営、地すべり防止施設点検な

ど

工程表の政策目標(指韓関

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

山腹水路、ため池などの農業用施設の適正管理や災害復旧事業に関する技術力の向上により、防災・減

災体制の強化を図る。また、県が管理者となっている地すべり防止施設について適正な維持管理を行う。

2 主な事業内容 (単位・千円)

項 目 予算額 内 廿向句

農村防災体制サポート協 261 山腹水路やため池などの防災・減災に向けた取り組みゃ農地・農業用

議会運営事業 施設災害に関する技術向上研修会などを実施するとともに、専門技術

(事務局:県) 者やサポートメンバーを、災害発生時に市町村へ派遣する。

地すべり区域防災体制 7，000 県管理(9地区)の農地地すべり防止施設について、適正な維持管理

整備 を行うため、本年度2地区の施設の機能診断を行う。あわせて、過去

(事業主体県) の機能診断や、日常点検で判明した不具合箇所のうち、緊急を要す

るものについて、補修・修繕を行う。(機能診断期間 :H23~H27)

言十 7，261 

3 これまでの取組状況、改善点

①農村防災体制サポート協議会運営事業

0平成21年3月協議会設立

会員:県、全市町村、土地改良事業団体連合会、農村災害復旧専門技術者ほか

0活動状況

-災害復旧技術向上研修会の開催

-専門技術者による農村災害への技術的支援

②農地地すべり防止施設調査

-県管理の農地地すべり防止区域9地区(鳥取市4、岩美町1、八頭町2、湯梨浜町1、伯番町1)の地す

ベり防止施設は市町村に管理委託している。

-地すべり防止施設のほとんどが整備後10年以上経過しているので、平成23年度から機能診断を行って

おり、平成26年度までに7地区の機能診断を完了した。また、平成25年度から機能診断結果に基づいて、

緊急補修を行っており、平成26年度までに5地区の緊急補修を完了した。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

4目 農地防災事業費

農地・水保全課(内線:7326) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国車菊地 起債 その他 一般財源

(公共事業) <103，500> 復担金等) 県費負担

農地防災事業 411，960 588，275 ム176，315 215，850 132，000 46，660 17，450 120，950 

トータノレコスト 487，887千円(前年度 654，047千円) [正職員:14.1人、非常勤職員:1.1人]

主な業務内容 事業計画の審査、実施内容の審査、県営工事の執行、補助金事務、固との調整

工程前腕時邸調 ため池整備箇所の増 平成30年度 125箇所

事業内容の説明

事業の目的・概要

農地防災事業 l

2 主な事業内容

(単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較 備考

補 県営農業用河)1[工作物応
30，000 85，000 ム55，000

急対策事業

助 県営特定農業用管水路等
154，000 70，000 84，000 

県 特別対策事業

事 県営地域ため池総合整備
150，400 322，500 ム172，100

事業

業 営 農村災害対策整備事業 20，000 78，000 ム58，000

県営農地防災事業調査 21，000 。21，000 

小計 375，400 555，500 6180，100 
(正職員:14.1人)

(非常勤職員1.1人)

団 (廃止)地元発ため池ハザ
ム5，000

体 ードマップ作成支援事業
。 5，000 

営 小計 。 5，000 ム5，000

補助事業計 375，400 560，500 ム185，100

補助事務費 36，560 27，775 8，785 

-g. 計 411，960 588，275 ム176，315

(着工地区の概要:別紙のとおり)

(注)起債欄の上段<>書きは交付税措置を除いた額である。

備考欄の県費負担は起債欄のく>書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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11款災害復旧費

1項農林水産施設災害復旧費

1目 耕地災害復旧費

事業名 本年度 前年度

(公共事業)

耕地災害復旧事 273，872 397，244 

業

比較
財 源

国東菊地 起債

<900> 

ム123，372 245，591 18，000 

トータノレコスト 301，050千円(前年度 424，330千円) [正職員 3.5人]

主な業務内容 申請書の審査・補助金の支払い、固との調整

工程表刀掛目標醐

事業内容の説明

事業の目的・概要

農地・水保全課(内線:7325) 

(単位.千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

』時負担

10，281 11，181 

豪雨等の異常な天然現象により被災した農地・農業用施設、地すべり防止施設を速やかに原形に復旧す

る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較

補 耕地災害復旧
過年災 65，707 105，269 ム39，562

現年災 202，565 286，375 ム83，810
助 事業

小計 268，272 391，644 ム123，372

単
単県耕地災害復旧事業 5，600 5，600 。

県
d口h 言十 273，872 397，244 ム123，372

(着工地区の概要:別紙のとおり)

(注)起債欄の上段く〉書きは交付税措置を除いた額である。

備考欄の県費負担は起債欄のく>書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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事業 名

みんなでやらいや
農業支援事業

322，395 322，395 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
市町村が中心となって行う地域農業を核とした地域活性化の取組や意欲的な農業者の規模拡大などの

経営発展の取組を支援し、地域の活性化や雇用の創出を目指す。

2 主な事業内容
(1)助成事業

事業名

かんばる地域
プラン事業

プラン策定事業
(H27'~29年度)

がんばる地域
プラン事業

プラン支援事業
(H28~34年度)

事 業 内
...，."・

4ゴー 助成 | 事業費上限額
対象 1 (単年度補助上限額)

農業を核とした「がんばる地域プラン」を|市町村 |補助上限額 50万円
策定するための経費を補助する。

補助率県1/2
予定地区数:3地区/年

「がんばる地域プラン」策定の次年度から|市町村 1 (H27~29年度認定)
プラン実現に向け、ソフト、ハードの総合l農業協同 1 10，000万円
的な支援事業を実施する。 1組合 1 (H24~26年度認定)

補助率:県1/3(ただし、ソフトは1/2) 1任意組織|広域 30，000万円
市町村1/6 1市町村農|市町村 30，000万円

事業期間 5年 |業公社 |旧村地域 10，000万円
| 等|集落 3.000万円

[変更点1 1 1 (事業期間の合計額)
-地域区分と事業費上限額を統合する。

がんばる農家 |意欲的な農業者や法人、任意組織が作|農業者 |単年度補助上限額
プラン事業 |成した「がんばる農家プラン」に基づいて|農業を営|個人 300万円/年

|行う創意工夫を生かした取組に対し補助|む法人 1 . (450万円/年)
βρラン認定はilする。 1任意組織|農業を営む法人
lH27~29年度)1 補助率県1/3、市町村1/6 1 1任意組織 700万円/年

(新たな正規雇用があるプランは、県補1 1 (1，050万円/年)
助率1/2) 1 レ 、

l 川節目内は新たな正規雇1
f変更点1 1 1卜用がある場合の上限額川
・支援分野に畜産を追加する。 I I、 ノ

・新たに正規雇用がある場合、補助率、
補助上限額を寓上げする。

合 計

(2)審査会開催経費(外部審査員報酬、旅費)・1，898千円

3 これまでの取組状況、改善点

予算額
(千円)

1，500 

161，247 

※平成24
~26年度

認定プラン
の支援事業

157，750 

320，497 

・平成24年度より従来のチャレンジプラン支援事業をがんばる農家プラン事業に組み替えるとともに、新た
にがんばる地域プラン事業を創設して地域の取組に対する支援を充実、強化し、農業の生産額の拡大や
担い手確保、新規就農者育成などによる地域の活性化や雇用の創出を図った。
・事業実施状況
がんばる地域プラン事業認定数:平成24年度6地区、平成25年度1地区、平成26年度4地区
がんばる農家プラン事業支援数:平成26年度61件(見込み合む)
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費
とっとり農業戦略課(内線:7589)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較 直E圭起E内訳-~ItM涯その他
備考

とっとり農(あぐり)ピ (10，212) 
(ム722f468970) ジネス研修事業 7，522 35 7，522 

トータ/レコスト 10，628千円(前年度 3，131千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 事業に該当しない管理運営業務

工程表の政策目標(指標)

※前年度の( )は商工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額
事業内容の説明

1新地言分域葉野の核ZへとのEなチ霊るャ法担レいン王手ジなのパど育ノレの成化支を、援図多、る様集。化落が営進農む組中織、等経の営法革人新化、を発目展指をし目て指、す委意託欲に的よるな体農系業的者なの研経修営をカ実向施上しや、

2(1主)意な欲事業的な内農容業者等を対象とした研修会の開催:7，487千円

アとっとり農(あぐり)ビジネス研修

項 目 内 ~・

対象者 経営革新、発展を目指し、意欲的に事業に取り組む認定農業者等

研修形態 講義、実習

研(講修義テ内ー容マ) 
販経対新経霧営し路営、開者計農画意拓務業篇のの管の作の手理取成法醗切或観み(験出 農商工連畿 6次産業化等)

等

開催時期、場所 1O~12月、県西部

開催回数(時間) 10 日間(週1~2 日)

募集人数 20名程度

イ法人設立研修

項 目 内 廿h'= 

対象者 農れた業農経業営者の及法び人集化落を志営農向す組る織、等人・農地プランの中心経営体に位置づけら

研修形態 講義、実習

開催時期・場所 8月・11月・2月 、 県中部(農村総合研修所)

開催回数 3回/年(2日間/回)

募集人数 10名程度/回(計30名程度)

(2)業務委託先選定審査会開催経費(外部審査員報酬、旅費):35千円
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1目 農業総務費

平成27年度一般会計当初予算説明資料

とっとり農業戦略課(内線 7256)
(単位.千円)

買す 源 内 訳
事業名 本 年 度 前 年 度 比較

起債 一般財源
備考

国庫支出金 その他

教育ファーム支援事業 310 2，310 ム2，000 310 

トータノレコスト 1，087千円(前年度 3，858千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 関係機関との連絡調整、補助金交付事務等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 推育進事フ「ァ農す業ー林るのム。漁目」業と的い者・う等概。)が要を生実産施現す場るに市消町費村者等をに招対きし、て一支連援のを農行作い業、等農の林体水験産の物機の会生を産提の供場すにるお取け組る」食(以育下活、動「教を

2 主な事業内容
(単位:千円)

項 目 事業 内 容 事業実施主体 補助率 予算額

①教会議育ファーム推進
教議生につ育産を開いフ者催てァ団ー検し体ム、討、地を行域効政に果等お的でけに組る実織取施す組するのる推進た進めめ会方、の開催

開戸開再--ーーーーーーーー幽----ーーーーーー』骨『伺帽・・・・・・・・・・・・・ーーーーーーーーー』ー』

農市生業活町村協協同同組組合合②指開催導者養成講座の 教の指育導ファ者ーのム育の成効講果座的をな開実催施を図るため 国 1/2 310 

-・・・・・・・-----再司ーーーー 『胃ー再開-----------------圃晶 M ー--ー』戸ー再開-- 等

③農会作の提業供等体験の機 農者体験林と連機漁携会業をを者図提等り供のな指が導ら一の連下の、地農域作の業関等係の

3 け平こてれ成鳥ま25取で年中の度央取か農組ら業国状協の況消同 、組費合・安が全本対事策業交に付よ金り取に組当を該行事っ業て内し容が追加されたことに伴い、平成25~26年度に
か、る。

、

、
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1目 農業総務費

平成27年度一般会計当初予算説明資料

とっとり農業戦略課(内線 7256)
(単イ立:千円)

事 業 名 本年度 l前年度

8521 868 ω 
農
日
時

営
表

経
等

秀
者

偲
皐
来

県
産

取
基
来

鳥
林
事

トータルコ スト16，288千円(前年度 6，285千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容|被表彰者推薦取りまとめ、現地調査、選考審査会、式典企画運営業務

工程表の政策目標(指標)I -
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県内で農林水産業を営み、その経営が特に優秀と認められる者や、県農林水産業の発展に多大な功績が

あったと認められる者等を表彰することにより、技術改善、経営発展への意欲の高揚を図る。

2 主な事業内容
県農林水産業の発展並びに、その技術及び経営意欲の高揚を図るため、優秀経営農林水産業者等表彰

行事において知事表彰を行う。
(単位千円)

事業内容

優秀経営農林水産業者等表彰事業
.審査会の開催
・受賞者パネノレ作成、記念品
・全国農林水産祭負担金、大臣表彰交付負担金

優秀経営農林水産業者等表彰式(予定)
-開催期間:平成27年10月中旬
・開催場所:知事公邸

3 これまでの取組状況
昭和37年度より実施しており、平成20年度より被表彰者と農林水産部長との意見交換を開催するほか、受

賞者の功績を紹介するパネルを作成し、県内で開催される食のイベント等で展示紹介している。
平成26年度は、優秀経営農林水産業者の夫婦での受賞割合が高まった(平成26年度・3組/10組、平成25

年度:1組/12組)。

事業実施主体 予算額

県 852 

とっとり農業戦略課

管理運営費
6，154 6，000 154 l 6国

トータルコ スト17，707千円(前年度 7，548千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容|各地方機関及び各種関係機関への連絡・調整等に要する経費

工献の政策目標(指標)I -
事業内容の説明

とっとり農業戦略謀関係機関との連絡調整業務等のとっとり農業戦略課実施の事業を円滑に行うための諸
経費である。

n''h 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費
とっとり農業戦略課(内線:7388) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

婦制力農林水産試験
倒産3収入}

奇問推進強俗事業
5，365 4，121 1，244 241 5，124 

トータノレコスト 21，672千円 (前年度 44，364千円) [正職員:2.1人]

主な業務内容
農遣調林整事水務産、知部的内財試産験権研の究管機理関、が各行種う調研査究課・補題助の金検等討事・外務部、国評の価試の験実研施究、研機究関員等のと研の連修派絡

工程表的政措目標(指揮l

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

県民ニーズ、生産現場のニーズにあった試験研究を行うため、試験場が取り組む課題、研究成果等に

ついて検討、外部評価等を行告とともに、国の試験研究機関への派遣等による研究員の資質向上を図る。

2 主な事業内容

(1)試験場課題検討会・外部評価委員会議等の開催

試験場ごとに関係者を交えて試験課題の検討を行なうとともに、第3者からなる「外部評価委員会議」を

開催し、試験研究の実施・継続の是非、成果の普及状況を評価する。

-委員の構成:消費者、流通業関係者、学識経験者、生産者代表等

-評価内容・事前評価…研究の必要性や達成見込、実施の是非

中間評価・・・研究の必要性の再検討や進捗状況等により、継続の是非

事後評価・・・研究の成果の普及・活用状況、県内産業への効果

(2)研究員の長期派遣研修

試験場の研究員を国の独立行政法人研究所等へ3か月間程度派遣し、高度な技術の習得、資質の向

上を図る。

(3)知的財産権(品種、特許等)の取得と維持・管理

試験場で開発した品種(育成者権)、特許技術(特許権)等の知的財産権の取得・維持、利用希望者へ

の実施の許諾を行う。

(4)温暖化対応研究会の開催

地球温暖化に対応するための研究会を開催し、対策戦略を検討する。

農林水産試験場臨 1，850 1，850 。 1，850 
時的調査研究事業

トータルコスト 4，956千円(前年度 9，589千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容
臨時的・突発的な試験研究への対応、事前調査、研究素材の蓄積、

研究員の資質向上、現場密着補完研究

工程去の政措目~(指揮)

事業内容の説明

農林水産部内試験研究機闘が、現地で発生した突発的課題の解決、農林漁業者の要望を踏まえた研究

を効率的に進めるため、当初から計画して取り組んでいる課題とは別に、迅速かつ柔軟に活用できる研究

費の枠を設定する。

内
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

l目 農業総務費
とっとり農業戦略課(内線・7388)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比 較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

会(新免)許陸諸経事 7，177 。7，177 7，177 

業

トータルコスト 7，954千円(前年度 0千円) [正職員 0.1人]

主な業務内容 農林水産業へ従事する女性の経営参画を支援

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・槻要

女性農林水産事業者の能力アップや働きやすい環境づ‘くりを行い、女性が農林水産業の「中心

的な担い手」に育っていくために必要な支援を行い、農林水産業に従事する女性の経営参画を進

める。

2 主な事業内容

(単位・千円)

区分 事業内容 予算額

(1)女性の経営参画や起業に必要な (例)ヘノレバー等確保策の検討(繁忙期、若 3，000 

取組への支援 手女性農林水産業者の育児期等におけ

品る人員確保)、アシスト機器導入による労

カ軽減、経営コンサルティング・商談会参

加による商品企画・販路開拓等

-事業実施主体女性農林水産業者の任意

組織

-補助金額:3，000千円 (1，000千円 X3組織)

(定額補助)

(2)農林水産業経営に必要な技術、 (例)ジュニア野菜ソムリエ、食育マイスター、 3，000 

知識、資格取得への支援 家畜人工授精師、小型船舶操縦士等

-事業実施主体・普及所等が適当と推薦す

る女性農林水産業者

-補助金額:3，000千円 (150千円 X20人)

(1/2補助)

(3)普及所が主催する女性農業者セ (例)先進事例等の研修、営農生活設計、 1，120 

ミナーの開催 家族経営協定に関すること、生産・加工・

販売に関する技術習得(基礎)、女性農

業者の交流等

(4)県域意見交換会の開催 上記(1)(2)事業実施者と(3)セミナー参 57 

加者を対象とした活動報告及び意見交換
メ口合、 計 7，177 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2目 農業改良普及費

とっとり農業戦略課(内線7389)

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考

(諸収入)

鳥取県農業改良普 70，114 68，973 1，141 10，445 1，440 58，229 
及事業

トータノレコスト 913，393千円(前年度 866，865千円)[正職員:108.6人]

主な業務内容 農業改良普及所の管理運営、指導活動、職員研修

工程去の政責目~(指揮)

事業内容の説明

事業の目的・概要

本事業は農業改良助長法第7条に規定されている協同農業普及事業について、同法第8条に規定されて

いる普及指導員(本県では、農業改良普及員及び農業専門技術員)が行うものである。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分 内 h廿h 予算額

ー‘

農業改良普及管理運営費 -庁舎の光熱水費 40，783 

(協同農業普及事業交付金対象) -土壌分析廃液、廃棄物処理費

-安全運転管理者協議会負担金

-公用車の使用料

-携帯電話の通話料

-普及情報ネットワークシステムの負担金、使用料

農業改良普及指導活動費 -普及活動に係る職員の旅費 21，045 

(協同農業普及事業交付金対象) -技術資料作成費用

-調査研究費

普及職員研修費 -研修に係る職員の旅費 8，286 

(単県) -研修に係る資材費

-外部講師への謝金、旅費

メ口合、 言十 70，114 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2自 農業改良普及費

とっとり農業戦略課(内線7389)

(単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) . 
ICT機器(農業 4，113 。4，113 4，113 
指導システム)導
入実証事業

ト}タノレコスト 7，996千円(前年度 0千円)[正職員:0.5人]

主な業務内容 農業普及活動におけるICT機器(農業指導システム)導入実証

工程去の政措U{指揮)

事業内容の説明

事業の目的・概要

rCT(情報通信技術)機器を民間企業との実証事業として試行的に導入し、普及活動におけるICT機器導

入の有効性を検討する。

2 主な事業内容

(1)事業期間

-平成27年度から平成29年度

(2)実証体制

-基本システム提供・企業2社

-システム運用(改善・開発)・企業1社

-実証運用、改善要求:県(普及担当)

(3)ICT機器使用者

-農業改良普及所(地方機関7か所)に配置されている農業改良普及員

-本庁に配置されてしも農業専門技術員

(4)ICT機器使用台数

-農業改良普及員計15台

-農業専門技術員計10台

(※)具体的な活用方法

( 即時及員一術開アル 何 一
度な説明を実施する。

-気象災害時に被害状況を現地で入力し、情報が地図上に自動的に表示されることで、全県の被害の発

生傾向を共有する。

(単位:千円)

区 分 内 乍何旬? 予算額

ICT機器通信料等に係る -機器導入事務手数料 1，339 
役務費 -データ通信利用料及び機器補償料

システム提供・改善及び操 -クラウドサービス利用料 2，774 
作研修に係る委託料 -システム導入費

-システム操作研修費

-システム運用費

ぷ口b、 計 4，113 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2目 農業改良普及費

1本年度|前年度|比較|国庫41品事業 名

農作業安全・農

2，053 I 機具盗難防止対 i 2，035 I ム18
策事業

とっとり農業戦略課(内線7327)

(単位:千円)

内 訳 |出ー怯l備考
その他 |一般財源

2，035 

トータルコスト 13，588千円(前年度 3，601千円)[正職員:0.2人]

主な業務内容|農作業安全・農機具盗難防止対策の推進

工程去の政策目標(指揮}I一
事業内容の説明

1 事業の目的・概要

近年、農作業事故や農機具の盗難等が増加していることから、農作業の安全及び防犯意識の啓発を強

化していくため、県段階及び地域段階の協議会において、農業者に対する直接的、継続的な学習、防止対

策を講ずる。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区分 事業内容 予算額

体制整備と活動促進 I[県段階]鳥取県農作業安全・農機具盗難防止協議会

-安全・防犯対策の計画作成(春、秋の農作業安全運動、死亡事故

防止キャンペーンの実施等) I 980 
・地域協議会の活動支援(啓発資料・情報の提供、講師派遣等)

[地域段階I地域協議会(県下3地域)

-地域段階の安全・防犯対策計画作成
.地域段階の研修会開催

啓発・防止対策の高度化卜農作業事故調査の実施、事故要因の解析、対策の提示

・リーダー研修会の開催 I 1，055 
A 
口

[活動体制]

県段階

ム
l

a言一一ロ 2，035 

I 'JA中央会、各JA、メーカー、市町村代表、県等 l 
l-死亡事故防止キャンペーン、指導者研修会、事故解析等 ; 

3 これまでの取組状況、改善点

-農作業事故の調査・分析をもとに啓発資料の作成・配付を行うとともに指導者向けの研修を実施し、啓発

活動の充実を図った。

・農作業事故調査を担う農作業安全推進員の増員、調査報償費の廃止、県警等との連携強化(農作業事

故情報の入手先の拡大)し、事故情報の収集体制を強化した。

・生産現場への啓発活動として、県段階では、テレビ、ラジオによる啓発情報の提供、農繁期の農作業安

全運動を展開した。また、死亡事故防止キャンペーン(農作業安全標語コンクールの実施、農繁期の現場

における注意喚起)を実施した。

・地域段階では、モデル地区を設置して集落内での研修、防災無線等の媒体を活用した注意喚起など地

域の実情に応じた活動を実施した。

・農作業事故防止を図るため、継続的に現場啓発、注意喚起を推進する。

マ，
z

「
町

U



平成27年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

1項農業費
1目 農業総務費

生産振興課(内線:7281) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較 M 源 内 訳
備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとり花回廊施設管理
(使用料)

費
37，890 31，518 6，372 2，884 70 34，936 

トータノレ コスト 40，996千円(前年度 34，614千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 施設の維持管理に関する連絡調整、委託業務等に係る入札・契約及び検査

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
とっとり花田廊の施設管理に必要な備品の購入、施設の修繕及び調査等を行う。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 内容 予算額

貸与備品更新(備品購入費) プレハブ‘倉庫 4，500 
高圧蒸気滅菌器 516 
冷凍冷蔵庫 864 
刈払機 133 
ー------------_ーー---・・・・・・・--亭『ー---・・・・・ ーーーー・・・・・・ーー--

小言十 6，013 
調査作業委託(委託料)

周マ圏ツ辺内タ水池イ漏質ム調水シ査調対査策

4，819 
5，768 
659 

ー---------------・ M ・・・・・・・ー--------・・・・・ ---ー・・・・・・・・--
小 計 11，246 

改良・修繕対策(委託料) 冷温水発生機運転操作盤更新 6，801 
11 11 フラワードーム自動制御機器交換 918 
11 11 無停電電源、装置基板交換・蓄電池交換 7，324 

• 11 (工事請負費) 犀望旦@l~~_Il.ðj設償~i!警ー(~_.H埋]ーーーーーー 5，588 
ー--ーーー・・・・・・--

小 計 20，631 

J日b、 計 37，890 

とっとり花回廊管理運営 295，500 295，274 226 295，500 
委託費

トータルコ スト 298，606千円(前年度 298，370千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 事業計画及び報告書の審査・承認、業務報告書の確認、委託費の支払い

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
とっとり花田廊の管理運営を指定管理者へ委託する。

2 主な事業内容
とっとり花田廊管理運営委託費 295，200千円

-指定管理者 一平般成財23団法人鳥取県観光事業団
-指定期間

年4月1「l日平平~成成2822年63~~3月22753年年1度度日の委委5託託年料料間-委託料総額 l…千円 犯7.000千円 〕
別附円(消費税率引き上つ

に伴う増額

指定管理者審査委員会開催経費 300千円

-平成28年度からの指定管理候補者の選定に係る審査を行うため、外部有識者等を委員とする指定

管理者審査委員会を開催する。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費
生産振興課(内線 7281)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内! 訳

備考
国庫支出金起債その他 一般財源

とっとり花回廊管理運営 [牧宮司 [慣I務，7負5担8，行3為70 委託費
(指定管理者制度)

トータノレコスト 0千円(前年度 O千円) [正職員・0.0人]

主な業務 内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
利用者のニーズに対応した管理運営サービスの向上、民間手法の導入による管理運営費節減を図る

ため、平成18年度から指定管理者制度を導入しており、現指定管理者の指定期間が満了する平成28年
度以降に、新たな指定管理者に業務を委託するための債務負担行為を設定する。

0指定管理者に委託する業務等
(1)施設の利用許可及び許可の取り消し
(2)施設及び設備の維持管理
(3)施設の利用促進業務
(4)県内産花きの調達・利用を通じた県内花きのPR 等

2 公指定管理者の指定方法
募により指定する。

3 指定期間
5年間(平成28年度~32年度)

4 債務負担行為限度額
f 

1，758，370千円 (351，674千円 X5年)
*平成23年度~27年度指定管理委託料の総額 1 ， 451 ，400千円
(平成23~25年度287 ， 000千円/年、平成26年度~27年度295 ，200千円/年消費税率増に伴う培額)

5 指定管理者選定スケジュール(案)
平成27年 5月 ~7月指定管理者の募集・決定

9月議会 指定管理者の指定 10月協定の締結
平成28年 4月1日 新指定管理者による管理開始

6 これまでの取組状況、改善点
く取組状況〉

. 
-平成18年度から指定管理者として一般財団法人鳥取県観光事業団に管理を委託している。
-平成23年度にレストランを直営とした。

→県産食材を利用したオリジナノレメニューの提供及び14名の地元雇用を創出
-平成24年度から本格的にウインターイノレミネーションに取り組んでいる。

→当初の15万球を平成26年度には100万球規模とし、入園者数を大幅に増加
く今後の目標・課題等〉

-平成26年度の集客増を踏まえて、次期指定管理での入園者数目標を40万人に設定する。
-目標達成に向けて、ウインターイルミネーションで10万人の入国者を確保するとともに、菌の魅
カ向上(植栽展示の年次的リニューアノレ等)・営業活動の強化(中四国、京阪神へローラー作戦
を展開等)により通常期の入園者数を1害IJ(2~3万人)程度増加させる。
-これらの集客対策に伴う、園の魅力向上に係る経費、営業活動費、レストランの直営に係る経費
及び施設管理費(光熱水費、修繕費)を増額し、広く指定管理者の募集を行う。

[入園者数] (単位・千人)--H21 H22 H23 H24 H25 H26見込 目標
年間 409 381 358 353 334 370~380 400 
うちイルミ 13 17 12 19 37 90~100 100 

※ H21 ~22はETC割引(休日上限1 ， 000円)によりマイカー客が増加
ETC割引終了、水木ロード・出雲大社遷宮等に観光客が集中し、入園者が減少

nuu 
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

1目 農業総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財源

国庫支出金 起債

鳥取二十世紀梨記念館

管理運営委託費 109，235 109，235 。

生産振興課(内線 7281)
(単位・千円)

内 訳
備考

その他 般財源

109，235 

トータノレコスト 111，565千円(前年度 111，557千円) [正職員:0.3人]

主な業務 内 廿以?・ 事業計画及び報告書の審査・承認、業務報告書の確認、委託費の支払い

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取二十世紀梨記念館の管理運営を指定管理者へ委託する。

2 主な事業内容

鳥取二十世紀梨記念館管理運営委託費

-指定管理者 一般財団法人鳥取県観光事業団

-指定期間 平成26年4月 1 日 ~31年3月 31 日の5年間

-委託料総額 546，175千円(平成27年度委託料 109，235千円)

鳥取二十世紀梨記念館

施設管理費
2，216 4，342 ム2，126 2，216 

トータルコ スト 3，769千円(前年度 5，890千円) [正職員 0.2人]

主な業務内容 施設の維持管理に関する連絡調整、委託業務等に係る入札・契約及び検査

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取二十世紀梨記念館の施設管理に必要な備品の購入等を行う。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区分 内容 予算額

貸与備品更新等(備品購入費) 冷蔵庫(ショーケース型) 444 

対面ショーケース(冷蔵) 476 

糖度センサー 1，296 

メ~ 計 2，216 
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

6目 農作物対策費わ
生産振興課(内線:7281) 

(単位千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

(諸収入)
生産振興推進事業 19，591 18，867 724 17 19，574 

トータノレコスト 41，333千円(前年度 40，536千円) [正職員・2.8人、非常勤職員:2.1人]

主な業務 内 ?ei・・農作物の生育状況調査及び生産指導、主要種子の生産指導及び審査、関係機
関との連絡調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

農作物全般の生産振興を図るとともに、主要農作物種子の安定生産と供給及び果樹農業の振興を図

るための生育状況調査を行う。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分 事業 内容 予算額

主要農作物種子対策 -主要農作物種子法に基づく指定採種ほの生産指

導及び審査等を行う。
203 

果樹農業等推進指導 -梨、柿及びぶどうの作況調査園を設置し、果樹の
384 

生育状況を調査する。
1 

農作物生産振興対策 -農作物全般の生産振興対策を実施する。

-献穀米、献穀粟、献上梨に係る業務を実施する。
280 

非常勤職員人件費 4，277 

標準事務費 14，447 

i注z、 計 19，591 
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6目 農作物対策費

事 業名

平成 27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比 較

生産振興課(内線:7279) 
(単位:千円)

財源内訳
備 考

国庫支出金起債その他一般財源
(諸収入)

鳥獣被害総合対策事業 175，198 113，461 61，737 80，885 10 94，303 

トータノレコスト 223，341千円(前年度 161，443千円) [正職員 :6.2人、非常勤職員:1.0人]

主な業務内容 侵入防止柵・捕獲等に係る補助、研修会の開催、人材育成、新技術の実証等

工程表の政策目標(指標) 効(シ果カ的のな有鳥害獣捕被猪害数対・策平に成よ25る~安27心年・度安目全標な延農べ業9の，0実0口頭現) 

事業内容の説明

1 事業生の獣目対的に策よ技・る概術農要の作普物及等やへ人の材被育害成をを減行少うさ。野鳥 せるため、侵入防止柵の設置や捕獲等の対策を支援する
とともに、

2 主な事業内容 (単位千円)

区 l分 事業内容 事業主体 補助率 事業費 予算額

(1)鳥獣被害総合 ①(新)集落ぐるみなどで行う、鳥獣を寄せ付け

対策事業補助金 ない対策等 市町村 1/3 

[県単独事業] -モデノレ集落等への支援 JA等 ただし、集

②侵入を防ぐ対策 落等支援、 220，585 90，198 

-侵入防止柵、緊急対応用資材 捕撞奨励金

-追い払い用具等 については

③個体数を減らす対策 1/2 

-捕獲班員育成・確保

. ，育寛鳥獣(J)境獲l境事聖誕E王位置軌ま)ーーーー --ー--ーー・--
-捕獲奨励金(イノシシ、シカ、ヌートリア、アライグマ) 市町村

④周辺環境を改善する対策

-緩衝帯の設置等

(2)鳥獣被害防止 ①推進事業(ソフト)

総合対策交付金 -協議会・講習会・調査・捕獲用具等 地調滋義会 1/2 

[国事業】 -緩衝帯整備 3/4 
②整備事業(ハド) 地錫瀦議会 86，414 77，708 

-侵入防止柵等の被害防止施設 (市町村等 1/2 

-捕獲鳥獣の処理加工施設等 を含む)

(3)総合的鳥獣被害 -公開セミナ の開催、指導者の技術向上研修

対策の推進支援 -シャープシューティング等による効率的捕獲
県 7，292 7，292 

[県事業1 技術等の検討

-鳥獣被害防止実施隊の設置支援等

-イノシッシ団等による地域支援等

-隣接県等との連携の促進

-非常勤職員(一般事務)の配置

合計 314.291 175.198 

3て-鳥現こ獣場れ被とま密害で着がの最し取たも組被深状害刻況対な、策八改を頭善実地点施域しにて全い県るの。対策拠点として「鳥獣対策センター」を設置し、人員を拡充し

-野生鳥ま獣ぽに前よ年る農並作物等への被害額は、平成23年度以降は減少し、平成25年度では63百万円(前年比
88%)と』 みに推移している。

獲-平実成績2と5年な度~27年度(参の考シカHの24有有害害捕捕獲獲数実績目標 2延，05べ4頭9，000頭のところ、平成25年度は3，587頭の有害捕
っ て いる。)

-生息が拡大しているシカの捕獲対策として、センサーを活用し実た施新方型法固にいつわしなて、検シiャープシューティング、
による捕獲方法を検証しており、今後も普及に向けて効果的な 討する。

的-鳥に獣支被援害を防行止い対、地策域はぐ、る地み域の住被民害が対協策力をし推て進積す極る的。に取り組むことが重要であり、今後、集落等にモデル
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

6目 農作物対策費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

生産振興課(内線 7415)

(単位:千円)

内訳
備考

その他一般財源

(手数料等)
有機・特別栽培農産物

4，605 4，607 ム2 1，192 3，413 
等総合支援事業

トータノレコスト 44，983千円(前年度 42，528千円) [正職員5.2人]

主な業務内容 有機・特別栽培農産物等認証業務、研修会開催、グループ活動支援、消費者PR

工程表の政策目標(指標)
有機・特別栽培農産物栽培面積の拡大
(有機・特別栽培農産物栽培面積 1，500ha)

事業内容の説明

事業の目的・概要

有機・特別栽培農産物の生産拡大と定着を図るため、「鳥取県有機・特別栽培農産物推進計画」で設

定した①生産者が取り組みゃすい環境づくり②技術の開発・普及③消費者の理解促進④販路確保の4つ

の推進目標の達成に向けた施策を展開する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

事業区分 事業内容 実施主体 予算額

言込 証 業 務 -有機JAS認定、県特別栽培農産物認証業務 県 761 

:語講義忠著書簡官 長 男 知 立 で 実 施 )
県 778 

技術の開発・普及

-根(ソフ県ト:J補"助率若1/減2以内免、産補技助術金観上限1罪00。千千円円p新認申規請証有者者機、有・特機栽・特認栽証 800 

栽の培か体f的U販支売援まで l戸紛(グ補ノ助レー率プ1/活2以動内支、援補事助業金上限500千円) 有fETZH機フFグ売・ル特ま栽ーでプのの生取産組かを 1，000 

販堪携路開拓・消費者
-消(費補者助交率流1/2・マ以ッ内チ、ン補グ助支金援上事限業100千円) 有機・特栽認証者 600 

新有機・特栽推進サポーター事業 県 150 

事 業 評 価 -有の機開催・特別栽培農産物等推進協議会(各分科会)
県 516 

iロk 計 4，605 

3 これまでの取組状況、改善点

-平成13年度より特別栽培農産物、平成16年度より有機農産物の認証業務を開始するとともに、取組の

拡大を支援じ、平成25年度末現在の有機・特別栽培農産物の栽培面積は1，335haとなった。

く内訳>有機47ha(水稲24ha、野菜等23ha)、特別栽培1，288ha(水稲1，044ha、野菜等244ha)

平成30年度末の目標を有機・特別栽培農産物の栽培面積1，500haに設定し、さらなる取組拡大を支援

する。

-有機・特別栽培農産物の認知度はまだまだ低く、県民向けの制度PRが引き続き必要である。県内3ヶ

所の直売所において設置された有機・特別栽培農産物コーナーを活用する。

-小規模な取組が多いため、品目数や出荷量を維持することが難しく、販路開拓の上で課題となってお

り、新たに、グループによる技術向上や販路開拓を支援するとともに、協力的な直売所、小売庖等を推

進サポーターと位置づけ、ポスター等を設置し、消費者へ制度PRするなどの取組を行う。

-63-



平成 27年度一般会計当初予算説明資料

6目 農作物対策費 j
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財源内訳
事業名 本年度 前年度 比較国庫支出金起債その他一般財源 備考

鳥取県産きぬむすめ等
販売拡大支援事業 2，7501 1，7501 1，0001 1 1 1 2，750 

トータルコスト 12，068千円(前年度 11，037千円) [正職員・1.2人]

主な業務内容 実施主体である生産者・団体の支援、調整

工程表の政策目標(指標)売れる米づくりの推進(fきぬむすめj作付面積平成30年度目標3，000ha)

事業内容の説明

事

を段「鳥図業と取厳るの県とし目とさ産的もをきに増・ぬ、概すむ生要中す産、め技自」術のら向生認上産知にし度よた向る米上「をき、
疋{ 

着 がl ー 厳 」増、 直ぬ販接む売販す対売め策Jす強のる化生担を産い推安手進定農しと家、食新の味た販向な路上販開を路拓目開・指拡拓す大、。消にま費向た地け、販でたの売取早環組期境を支

援する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業内容 事業主体 事業費予算額補助率

(1)きぬむすめ販売対策強化支援

、JK「Nき、ロぬ告。む口会すsτめと主」gzの認知度向上、販売拡大のた
町.産山地崎久名和表Z示λのE推進 ]A全農とっとり 3，0001 1，500 

-試食販売、サンプル米阻布等によるPR活動
-米関連業者との情報交換等

(2)対裁き生f『応ききぬ熔産ぬぬしむ研者たむむす修の新すすめ会意品めめ生の欲継j」及毅産開の耗拡栽び催畿子新コ大培討〆及品等投のテび種衡たス新ののめト展の品の向示種開取上催検ほ組、稜氾討を支文暖怪援媛化 鳥取県産米 5001 250 
改良協会 1/2以内

2

販が〉鳥オ商新売自(P談取新規促らJ会フ)竺生版担嘩TェA産J路のいア初レし取パ開等手出た認ク拓良の展米クやを催家を支取販事直ジ扱援売凶接の対量屍作販の策成売鉱支寸大援等るの但たし

、手農家
めに行う

集認認者定落定農新営業農規者組就織農 2，0001 1，000 

合 計 5，5001 2，750 

3 これまでの取組状況、改善点
-平成20年度に策定したf;鳥取県米ビジョンJ(目標年度.平成25年度)に基づき、鳥取県産米のブランド
化、生産農家の所得向上を図るため、「鳥取県産米販売促進支援事業 (H20-H25年度)Jにより新品
種「きぬむすめJの生産拡大と販売促進、地域におけるこだわりの米づくりを支援してきた。
-米ヒやジョンについては、目標の達成状況、県産米販売戦略会議での検討結果も踏まえて見直しを行
い、平成25年12月に改訂した。改訂後の米ビジョンでは、「きぬむすめJの生産拡大、販売促進強化を
盛り込み、平成30年産の目標面積を3，000haとしている。
-平成26年産の作付面積は2，370ha(主食用米の18%程度)、平成27年産は約2，900ha(主食用米の22
%程度)を目標として各]Aが積極的に推進に取り組んでおり、目標を前倒しで拡大している。

-作付面積の増加に伴い、販売対策の強化が重要となっており、平成25年には全農を中心にマスコット
キャラクター「きぬむすびJを作成するなど、新たな手法でのPRにも取り組み始め、中四国、九州への
販路開拓も進んだ。
-米価下落など米の販売環境が厳しさを増す中、生産者自らが行う販路開拓、拡大に向けた取組につ
いても支援対象に加えた。
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6目 農作物対策費
生産振興課(内線:7283) 

(単位・千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

数量調整円滑化
推進事業 7，000 8，000 ム1，000 7，000 

トータノレコスト 10，883千円(前年度 11，870千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容 市町村別生産数量目標の算定、生産調整に関する関係機関への助言・指導

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
米の生産数量目標の配分等の円滑化を図るため、各地域協議会の配分業務等に要する経費を助成

する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 事 業 内 廿~・ 事業主体 予算額 補助率

-農業者別の米の生産数量目標の算定方法

地域協議会 の設定
地域農業再 10/10 

活動費助成 -生産調整の実施状況の現地確認
生協議会

7，000 (定額)
生協議産会目標の運数営量の地域聞の調整

直接支払推進事業 95，000 95，000 。95，000 

トータノレコスト 104，318千円(前年度 104，287千円) [正職員・1.2人]

主な業務内容 市町村・協議会の支援・調整、補助金事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1進事経の業取営組の所等目得的に安要定・す概対る要策経等費のを円助滑成なす実る施。を図るため、県段階、地域段階の農業再生協議会が行う事業推

2 主な事業内容
(単 立:千円)

事業内容 事業主体 事業費 予算額 補助率

(1)県段階
国

経営所得安定対策等の普及推進、対象作物の 県農業再生 2，600 2，600 
10/10 

生産数量目標の設定ルーノレの検討、産地交付金 協議会
の要件の検討、耕作放棄地解消のための指導・助

言等

(2)地域段階
経営所得安定対策等の普及推進、農業者別生

産数量目標の設定ノレー/レの検討、申請書類等の 地域農業再 92，400 92，400 国

配布・回収、対象作物の作付面積等の確認及びデ 生協議会 10/10 
ータ入力処理、産地交付金の要件の検討、耕作放
棄地解消のための推進活動等

i口k 言十 95，000 95，000 
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6目 農作物対策費
生産振興課(内線:花83)

(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

(新)
平成26年産米価格低

事下業緊急融資利子助成 5，734 。 5，734 5，734 

トータノレコスト 6，511千円(前年度 O千円) [正職員目0.1人]

主な業務内容 関係機関との連絡調整、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

I 農鳥り事取家平大信の業成規経速の2模6営に目年農改的よ産躍る善のを緊と根米中急水要価心融閏下に資営落大農が及幅実のびな維指園収持さの入れを制滅た図度少固ると見.がオ直見し乙込対にまし伴れてう利平稲成子作2補6農年給家度を¢行会借もい入米農要の家望直のに接資対支金略払繰し交りてを付各支金1援Aのます半たる減町こにとAよで、

2 主な事業内容

末 端 金利 。% |融資枠 18億円

基 準 金利 2.15% (定平め成る26農年業9近月 16日資現金在()認
※国が 代化 定農業者等)の金利を適用

事業実施主体 鳥取県農業協同組合中央会

利子補給期間 5年以内(うち据置1年以内)

貸付時 期 平成26年10月25日から平成27年2月28日まで(期間中随時)

利子補給割合 県1/3、JM!ループ等2/3(市町村負担の有無は任意)

融資基準額 30，000円/10a(米概算金の減額及び交付金単価の半減を基に積算)

融 資 機関 各]AまたはJA鳥取信連

融資対 象 平成26年度に主減お少いしてた水農稲家(主よ食び用集)を落栽営培農し組、米の価格低下、交付金の減額等
に伴い収入方 お 織・法人

3 債務負担限度額

17 ， 202千円(平成27~31年度)

-66-

‘ 

ロ

• 



平成 27年度一般会計当初予算説明資料

6目 農作物対策費

生産振興課(内線:7414)
(単位・千円)

事 業 名 本年度 前年度 比 較
財 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

l鳥取梨生産振興事業 148，229 181，422 ム33，193 148，229 

トータノレコスト 177，736千円(前年度 217，022千円) [正職員:3.8人]

主な業務内容 関係団体との連絡調整、補助金交付事務、梨新品種の生産拡大

工程表の政策目標(指標)梨新品種の導入推進(梨新品種導入面積・平成27年度目標200ha)

事業内容の説明

事業の目的・概要
「新甘泉Jr秋甘泉」をはじめとした梨新品種の生産拡大、高齢化に対応する機械の共同利用、戦

略的な出荷による価格安定など、攻めの対策を強化し、次世代につながる梨の生産振興を図る。

2 主な事業内容
{量 守干円〕

細 事業 事 業 内 ~耳~、 事業主体 補助率 予算額

「新甘泉Jr秋 梨「新甘泉Jf秋甘泉」の生産拡犬、両品質化支援 77，047 
甘泉」特別対 植栽、果樹棚、網掛け施設の整備への助成 農業者 2/3 
策事業 高接ぎ、その他施設などの整備への助成 生酪磁器 1/2 

「やらいや果樹園Jの整備※(1)への助成 JA 3/4 
接ぎ木により早期の生産拡大を図る組織へ奨励金を 生郵政龍 定額
交付 * 10万円/組織+実績払2~5万円 /10. JA 
生産者の追加注文等に対応する苗木を確保するた JA全農 定額
め、予備の苗木生産に係る経費への助成 とっとり
「秋甘泉Jの栽培技術の向上、市場調査 県

梨生産拡大事 その他の県オリジナノレ 植栽、果樹棚、網掛け施設 農業者 1/2 30，182 
業 新品種、産地振興品種 両接ぎ、その他施設など 生脳且織 1/3 

※(2)の場合の助成 「やらいや果樹園」の整備※(1)JA 2/3※(2) 
低コスト・体制 両齢化に伴い負担となっている防除等の共同実施、袋 6，000 
強化事業 掛けを必要としない網掛け栽培などを支援

共同防除に必要な機械購入費などへの助成 農業者 1/3 
*スピード兄7'レーヤ、草刈モ了、圏内道など 生葺組織

低コスト網掛け施設の展示、果樹園継承などの推進 県

ー十世紀梨適 -十世紀梨の適熟出荷、新品種とのリレ 出荷体制の 生産組織 県1/3 20，000 
熟出荷体制整 整備を条件に、市場単価が再生産価格 (2，750円/10kgJA 市町村
備事業 箱)を下回った場合に支援 1/3 

*上限単価・200円/10kg箱、対象数量:赤秀・青秀出荷量

果実緊急価格 圏内外への出荷調整・需給調整を行う低温貯蔵庫保 果実基金 1/2 15，000 
安定対策事業 管、出荷分散などの取組を支援 協会

合 計 148，229 

※(l)rやらいや果樹園」は産地地域協ぐ議る会み(で果樹園継承に取り組むことを条件として整備するもの
※(2)産地振興品種とは JA事務局)が果樹産地構造改革計画書に掲げた生産を振興する品種のこと、

産地振興品種の「やらいや果樹園」整備の補助率は県1/2・市町村1/6

3 これまでの取組状況、改善点
-本県で育成された新品種の面積拡大に取り組み、特に人気が高く、高単価で販売できる「新甘

泉JI秋甘泉」をエース級の品種に位置づける特別対策事業により生産拡大に取り組んでいる(平

成27年1月時点の新品種面積153ha、うち新甘泉74ha、秋甘泉24ha)。

-資材の高騰などから補助事業があっても施設整備が難しくなっており、施設の低コスト化や機械

の共同利用を積極的に推進し、事業費の低減と農家負担の軽減を図っている。

-平成25年度に県内6カ所に設置した「新甘泉Jr低コスト網掛け栽培Jrジョイント仕立てJを組み

合わせたニューモデソレ園を研修ほ場として活用し、新たな栽培方式に興味を持つ若い生産者が

増えつつある。
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事 業名

平成 27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較

生産振興課(内線 7414)
(単位.千円)

財 源 内 訳
備考

国庫支出金起債その他一般財源

鳥振興取事柿業ぶどう等生産
17，934 18，688 ム754 17，934 

トータノレコスト 33，464千円(前年度 36，488千円) [正職員:2.0人]

主な業務内容 関係団体との連絡調整、補助金交付事務、柿ぶどう等の生産拡大

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
柿「輝太郎」をはじめとした柿ぶどう等の生産拡大を推進するとともに、高齢化に対応する機械の l

共同利用など、攻めの対策を強化し、次世代につながる果樹の生産振興を図る。

2 主な事業内容
(単位:千円)

細事業 事 業 内 ?fヨT・ー 実施主体 補助率 予算額

柿「輝太郎」 柿「輝太郎」の生産拡大、高品質化に向けた取組を支援 12，150 

特別対策事業 廃闘への植栽・果樹棚 農業者 2/3 
植栽、果樹園整備に 廃園を除く植栽・果樹棚及 生涯説輔 1/2 
係る経費への助成 びその他施設など ]A 

「やらいや果樹園」整備※(1) 3/4 
接ぎ木によって早期増産を図る組織的な取組へ 生直訴醐 定額
奨励金を交付 ]A 
向品質な柿「輝太郎」を生産する栽培実証モデル 指戦磁哉 定額
園の設置

柿ぶどう等生 産地振興品目・品種諜(2) 植栽、果樹棚 農業者 1/2 3，784 
産拡大事業 の植栽、果樹園整備を 両接ぎ、その他施設など 生産制龍 1/3 

支援 「やらいや果樹園」整備※(1) ]A 2/3※(2) 
低コスト・体制 両齢化に伴い負担となっている防除等の共同実施 県 2，000 
強化事業 を支援、果樹園の経営継承を推進

共同防除体制の取組に必要な機械購入費など 農業者 1/3 
への助成 生劇職
果樹園継承、流動化を進める仕組みづくりの検討 県

i; 計 17，934 

※(1) rやらいや呆樹園」は地域ぐるみで果樹園継承に取り組むことを条件として整備するもの
※(2)産地振興品目・品種とは産地協議会(JA事務局)が果樹産地構造改革計画書に掲げた生産を振興

する品目・品種のこと、産地振興品種の「やらいや果樹園」整備の補助率は県1/2・市町村1/6

3 これまでの取組状況、改善点
-柿、ぶどう等について、平成26年度から、県育成で市場評価が高い柿「輝太郎」を特別対策によ

って早期の生産拡大に取り組むとともに、梨の生産振興と同様に、各産地で振興する品目・品種
の植栽・果樹園整備、コスト削減と高齢者の負担軽減を図る共同利用機械の導入等の支援に取

り組んでいる。

く柿「輝太郎Jの生産販売状況〉

項 目 平成24年 平成25年 平成26年 備 考

栽培面積 13.3ha 19.2ha 23.6ha(暫定) 平成21年から首木供給

出荷量 2.4t 6.2t 13.lt 平成24年販売開始

販売単価 895円/kg 828円/kg 806円/kg 西条柿・富有柿は200~300 円 /kg
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6目 農作物対策費

事業名

(新)

平成 27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較

生産振興課(内線:7414)
(単位:千円)

財源内訳
備 考

国庫支出金起債その他一般財源

果事業樹i等気象災害対策 8，000 。 8，000 8，000 

トータノレコスト 11，883千円(前年度 0千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容 関係団体との連絡調整、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事果業の目的・概要
樹等の生産安定を図るため、気象災害を防止する施設整備を支援し、災害に強い産地づくりを

行う。

2 主な事業内容

対象品目 事業内容
(単位ヱ:皇千室円主) 

実施主体補助率事業費

梨、柿、 気象災害を防ぐ、防霜ファン、スプリン 農業者 1/3 24，000 8，000 
茶及び特 クラ一散氷施設、網掛け施設等の整 生産組織
認品目 備に係る経費を助成する。 ]A他

3 これまでの取組状況、改善点

-平成26年4月 15日早朝の気温が氷点下を記録し経、柿費梨のに約4億円の霜被害が発生した。県で
は、補正予算等位より、被害を受けた農家へ防除 助成や、今後の霜被害対策として、灯
油燃焼法に使用する缶の配備や防霜ファン・スプリンクラー散水施設の整備を支援した。
-霜被害を受けた農家の中には、災害によって収入が減るため当該年度での防霜ファンやスプリ
ンクラーの散水施設の整備が難しい場合もみられ、平成27年度以降も事業継続の要望がある。

-近年、温暖化の影響も気あ象り災、霜被害に関わらず、春先の強風、君・アラレ等の気象災害も多く、網
掛け施設等も含めて 害を防止する施設整備を支援し、災害を未然に防ぐ取組を推進す
る。
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6目 農作物対策費

事業名

平成 27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比 較

生産振興課(内線:7417)
(単位:千円)

財 源 内 訳
備考

国庫支出金起債その他一般財源

果樹等経営安定資金
3，468 3，071 397 3，468 

利子助成事業

トータノレコスト 5，798千円(前年度 5，393千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 制度の発動に係る連絡調整、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
災害、市場価格低落及び原油価格高騰時に]A等が貸し出す経営安定資金の利子を助成する。

2 主な事業内容

区分 災害時対応 価格低落時対応 原油価格両騰時対応

発動要 件 気減象災害等により収量
メ損出口，_ 荷益期分間中点に平均価格が 原生と油産な価資っ格材たのの場高調合騰達によりが 少した場合 岐 を下回った場 が困

金(原等則をとして、天災資 難
優先)

対象品目 果樹、野菜、花き類及び工芸作物(ソパ及び茶に限る)

末端金 利 0% 

基準金 利 2.15% (平成26年10月21日時点)

事業主体 鳥取県農業協同組合中央会

利子補給期間 3年以内

貸付時期 随時

利子補給割合 県(市1町/村3、負農担業の団有体無2は/任3意)

融資基準額 -各品目において再生産に必、1要戸な当額たのりB害l相当額
-原油価格高騰においては 100万円が上限

融資機 関 各]Aまたは]A鳥取信連

融資対象 -超原え則災て資と融し金て資等天がが災必発資要動金なす、場る公合ま庫で資の金つの対象とならない場合、またはその上限を

-天 なぎ融資が必要な場合

3 これまでの取組状況、改善点
く資金の利用状況〉

年度 適応要因(対象品目) 型戸l用数農(戸家) ?空調
H20 市場価格の低落(ー十世紀梨) 123 118，320 

H21 雪害(二十世紀梨)、市場価格の低落(二十世紀梨) 87 73，758 

H22 春期の低温による収量減(梨、柿)、雪害(全品目品種) 125 141，245 

H23 雪害(全品目品種)、台風被害(ブロツコリー) 57 67，355 

※平成24年度、平成25年度り減は収制と度な発っ動た無梨し。
※平成26年度は霜害によ 梨・柿を対象に制度を発動中。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

6目 農作物対策費
生産振興課(内線:7414)

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源、

(新)

重柿品梨茶F霜共被済害加対入策促事 2，280 。2，280 2，280 

トータノレコスト 3，057千円(前年度 0千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 関係団体との連絡調整、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
平成26年4月15日早朝の気温が氷点下を記録し、柿梨に約4億円の被害が発生した。農家の災

害への自己防衛策として果樹共済への加入を促進し、気象災害に強い産地づくりと果樹経営の安
定化を図る。

2 主な事業内容
(単位・千円)

対象品目 事 業 内 乍$・ 実施主体 補助率 事業費 予算額

梨、柿 果樹共済へ新規加入する農家の掛金を 農業共済 1/3 6，840 2，280 
助成する。 組合

(柿の加入率6
梨の加入率7日→90国:6，000千円

*平成26年度及び平成27年度から果樹共済
に新規加入した農家の掛金を対象とする。
掛金助成は、平成27年度支払分1回限りと
する。

3 これまでの取組状況、改善点
-平成26年の霜被害に伴う支援状況 (単位千円)

事 業 等 予算額 内 廿'*"'・

柿梨等霜害対策緊急支 10，000 霜被害により収量減となった農家の緊急防除に要す
援事業 (予備費) る経費を助成
柿梨等霜被害再発防止 2，500 灯油を燃焼して霜被害対策を行うのに必要となる缶の
事業 (6月補正) 配備に係る経費を助成
霜被害防止啓発事業 500 被害対策の研修会の開催、パンフレットの作成・阻布

(6月補正)
柿梨茶霜被害対策事業 60，000 防霜ファンやスプリンクフー散水施設等の霜被害を防
(霜被害再発防止事業) (9月補正) 止する施設整備に係る経費を助成
果樹等経営安定資金利 3，401 ]A等が気象災害等を受けた農家へ融資する資金へ
子助成事業(霜被害・長 (9月補正) の利子助成(霜被害等に対応するため当初の3億円
雨日照不足対策) の融資枠に1億円を追加)

-果樹共済の加入時期は、梨 :4月、柿:5月であり、平成26年は加入時期に聞に合わなかったため、
平成26年9月補正予算により本事業の債務負担行為を行い、平成27年の加入促進に向けて取り組
んでいる。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

6目 農作物対策費

事業名 |本年度|前年度|比較

園芸産地活力増進事業 1 102，4461 36，0441 66，402 

生産振興課(内線 7272)
(単位:千円)

一般日?
102，446 

トータノレコスト 1128，071千円(前年度 60，809千円) [正職員:3.3人]

主な業務内容 1関係団体との連絡調整、補助金交付事務、低コストモデル等の普及

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県農業の強みの一つである野菜や花き等の園芸品目の振興を図るため、産地づくりや中山間地域

等における特産物の育成、大規模稲作農家の水稲から閤芸品目への転換を支援する。あわせて、加工業
務用野菜等の供給体制を整備しながら、「鳥取フードバレー」の形成を目指す。

2 主な事業内容

]A 180，0001 60，000 1 1/3以内

農業者
生産組織
農業法人

市町村公社
等

1/2以内
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県 246 246 

経営規模が
概ね20haを
超える大規1 22，5001 15，000 1 2/3以内
模稲作農家

4，000 l' 2，000 1 1/2以内

*ただし、芝生化につい
猿興協議会に対する補助は1

3 これまでの取組状況、改善点
(1)鳥取県における耕種部門の農業産出額のうち、約6害1)は野菜、花き、果樹で占められており、県農業
の大きな「強み」となっている。

(2)果樹は、新品種を中心とした特別対策を講じてきているが、野菜や花きについては、事業が分散して
使いづらいという農家の声や、緊急に解決を要する課題に対して、現場がより迅速に取り組める制度を
創設してほしいといった要望が:]A等からも出されていた。

(3)今回、 ]Aや生産者が産地の「強み」を活かしながら、高齢化や担い手不足など産地が抱える課題や市
場ニーズなどに機動的に対応できるよう、従来のプラン方式から一部メニュー方式へ支援方策を変更す
るとともに、地域の自主性を尊重するため、市町村の財政負担は任意とした。
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

生産振興課(内線:7282) 
6目 農作物対策費 (単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

野菜価格安定対策事業 40，406 23，558 16，848 40，406 

トータノレコスト 48，948千円(前年度 32，071千円)[正職員:1.1人]

主な業務内容
野菜価格安定制度に係る補助金交付事務、産地指定に関する固との協議・
調整及び関係団体の運営指導

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

野菜価格が著しく低下した場合に、生産者の経営に及ぼす影響を緩和するため、生産者に対し価格

差補給金を交付するための資金造成を助成する。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分 主な品目 事業主体 事業費 予算額 資金造成負担割合

及び補助率

指定野菜価格安 キャベツ、ねぎ、夏 (独)農畜産業 国 60/1∞、 65/100

定対策事業 だいこん、ほうれん 振興機構 31，473 口県 20/100、17.5/100

そう、にんじん (※) JAグループ

20/100、17.5/100' 

特定野菜等供給 ブ、ロツコリー、らっ (一財)鳥取県 国 10/30、20/40

産地育成価格差 きょう、夏ねぎ、夏 野菜価格安定 29，886 13，408 県 10/30、10/40

補給事業 秋トマト 基金協会 市町村 3130、3/40

JAグ11--7.7/30、7/40

鳥取県ブランド野 ねぎ、夏秋トマト、ア (一財)鳥取県 県 50/100

莱価格安定対策 スパラガス 野菜価格安定 53，997 26，998 市町村 15/1∞

事業 基金協会 JAグループ 35/100

合 言十 115，356 40，406 

※指定野菜価格安定対策事業については、平成26年度の事業費実績が想定よりも少なかったこともあ
り、基金残高が十分に残っていることから、平成27年度も、引き続き、造成済み資金により事業が実施
可能な見通しである。
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6目 農作物対策費

¥ 

平成 27年度一般会計当初予算説明資料

生産振興課(内線・ 7417)
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比 較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金起債その他一般財務、

(新)

共同利用集出荷施設等 565，000 。565，000 565，000 
整備事業

トータノレコスト 568，883千円(前年度 O千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容 事業実施に係る連絡調整、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の概要
生産から流通までの強い農業づくりを目指すとともに、「食のみやこ鳥取県jを推進するため、国

庫補助事業を活用して農業者団体等の共同利用集出荷施設等を整備する。
I想定する国庫財源]

強い農業づくり交付金(補助率:国1/2以内)等

2 主な事業内容
整備を予定している共同利用集出荷施設等
事業実施主体 整備施設 対象地域 事業費 予算額 整備内容

(千円) (千円)
]A鳥取いなば 果樹選果場 八頭町 540，000 270，000 選果機 式

(郡家) 鳥取市
が ]A鳥取西部 白ねぎ集荷揚 米子市 280，000 140，000 出荷調製機式

(米子) 境港市
(農)一吉食鶏 ウインドレス鶏舎 日南町 310，000 155，000 鶏舎新築

10棟 X2箇所
合計 1，130，000 565，000 
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平成27年度「般会計当初予算説明資料

6目 農作物対策費

事業名 |本年度|前年度|比較

飼料用米集出荷対策 I I 

支援事業 1 01 10，0001ム10，000

トータルコスト 10千円(前年度 10，774千円)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
米の生産数量目標の減少や国の米政策見直しにより、平成26年度以降の飼料用米作付面積の急増

が見込まれるため、共同乾燥調製施設の改修等による効率的な集出荷体制の整備を図る。

2 事業終了の理由
改修等が必要な施設では平成26年度に事業実施されたため。
(平成26年度の改修整備状況)
・鳥取中央農協:湖周カントリーエレベーター、大灘カントリーエレベーター、東伯カントリーエレベー
ター
-鳥取西部農協・大山水系カントリーエレベーター

生産振興課(内線 7280)
(単位・千円)
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

7目 肥料植物防疫費

事 業 名 本年度 前年度 比 較

生産振興課(内線:7415) 
(単位.千円)

財源内訳
備考

国庫支出金起債その他 、般財源

(諸収入)
農薬適正使用推進事業 2，239 2，245 ム6 1，024 3 1，212 

トータノレコスト 12，334千円(前年度 12，306千円) [正職員:1.3人、非常勤職員0.4人]

主な業務内容 農薬適正使用に係る関係団体との連絡調整及び現地指導、輸出梨検疫に係
る国や関係機関との連絡調整、マイナ一作物等に対する農薬登録拡大

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
農薬の適正使用を推進することにより、安心・安全な農産物の生産を支援する。

2 主な事業内容
(単位千円)

区 分 事 業 内 q 同干. 予算額

ポジティブリスト 0農薬の適正使用について周知・指導

対策事業 -ポジティブリスト制度や農薬の飛散防止等の対策について、生産 60 

(国1/2交付金) 農家等への情報提供・指導

輸出梨検疫対
0輸出梨検疫対応

策事業(単県)
-輸出検疫機関との連絡調整 188 

-シンクイムシ防除を目的とした研修会の開催

マイナ一作物
Oマイナー作物等に対する農薬登録拡大

(※ 1)等農薬登
-登録要望取りまとめ、関係機関との連絡調整

1，941 

録推進事業
-登録手続きについての情報開示

-登録に向けた薬剤の試験・分析
(国1/2交付金)

(実務は農業試験場及び園芸試験場)

IPM (※2)普及 OIPM(病害虫総合管理技術)の普及推進

推進事業 -作物別の技術情報収集 50 

(国1/2交付金) -生産農家への情報提供

xロb、 言十 2，239 

※1 マイナ一作物:圏内における年間出荷量が3万トン以下の農作物で、県内では、らっきょう、

漬け物用スイカ、むかとごなどが該当

※2 IPM抵抗性品種の導入や発生予察等を総合的に組み合わせて、病害虫や雑草を抑制

する技術体系
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

7目 肥料植物防疫費

生産振興課(内線 7415)
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比 較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(諸収入)

植物防疫総合対策事業 8，640 8，502 138 4，158 8 4，474 

トータノレコスト 39，700千円(前年度 39，458千円) [正職員:4.0人、非常勤職員:1.2人]

主な業務内容 発生予察事業に係る現地調査、情報収集・提供、植物検疫に係る現地調査及

び現地指導、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

精度の高い病害虫発生予察調査の実施及び情報の提供により、農産物生産者の所得向上に資
する。

2 主な事業内容
(単位.千円)

区 分 事 業 内 ?fゴT・ー 予算額

病営者害虫防除 所運 0病害虫防除所の運営経費
3，090 0発生予察業務に係る経費

指定病害虫(※ 1)
0指定病害虫(10作物、 41病害虫。農林水産大臣指定)の発生予

察調査 2，780 
発生予察事業

-指定病害虫に係る病害虫調査員の設置に要する経費

重要病害虫(※2)
0県において発生が問題となる重要病害虫 (13作物、 76病害虫)

の発生予察調査 2，651 
発生予察事業

-重要病害虫に係る病害虫調査員の設置に要する経費

ミバエ類等侵入
0圏内への侵入が特に警戒される病害虫の侵入警戒調査

-柑橘類等の重要害虫であるチチュウカイミパエ及びリンゴ、ナ
警戒調査事業

シなどの重要害虫であるコドリンガのトラyプ調査

サンゴ、ナシなどの重要病害である火傷病の現地調査(ほ場
119 

調査)

-スイカ果実汚斑細菌病の現地調査(ほ場調査)
メE合3、 計 8，640 

※1 指定病害虫 :重でイナ特ネ大シのなにのい被損赤も害害星ちをが病病与見、、ブえらナれるロシもツるのコのと黒リしとーして斑のて選病軟特定や腐別しネ病たのギ病対、のナ策害さガびを虫イ要病モすなのるど炭と圏そ国内病がにな指広ど定く各分し都た布道病し府害、農県虫作が物に
※2重要病害虫: 県内

7目 肥料植物防疫費

生産振興課(内線:7417)
(単位千円)

事業名 本年度 前年度 比 較
財 l 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

埋設農薬安全処理対策 2，568 2，568 。 2，568 
事業

トータノレコスト 6，451千円(前年度 6，438千円)[正職員:0.5人]

主な業務内容 埋設農薬の環境調査、関係団体との連絡調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

埋設農薬の未回収箇所 (18地点)周辺の環境調査を実施するとともに、市町村、 ]A等と埋設農
薬の保全措置等を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

内 廿d雲' 事業主体 予算額

|現等状に要調す査る、経水費質調査(分析は外部委託) 県 2，568 
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

1項農業費

9目 農業試験場費

事業名 本年度

農業試験場

管理運営費
50，000 

前年度 比較
財

国庫支出金

49，497 503 323 

源

起債

農業試験場(電話:0857-53-0721) 

(単位・千円)

内 訳 備考
その他 般財源

(財産収入等)

6，609 43，068 

トータノレコスト 74，848千円(前年度 74，262千円) [正職員:3.2人、非常勤職員 3.0人]

主な業務内容 農業試験場管理運営業務

工程表的政責目標(指標)

事業内容の説明

農業試験場の管理運営に要する経費である。

農業試験場施設

整備費
4，518 1，660 2，858 4，518 

トータ/レコスト 5，295千円(前年度 2，434千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 農業試験場の施設整備

工程表の世襲目標(指揮)

事業内容の説明

(単位:千円)

区分 内 $ 予算額

役務費 本館耐震補強計画業務委託評定手数料 207 

委託料 本館耐震補強計画業務委託料 2，613 

備品購入費 小型特殊自動車、昇降機 1，698 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

9目 農業試験場費

財
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金

試験研究費 24，767 25，786 ム1，019 465 

源

起債

農業試験場(電話:0857-53-0721) 

(単位:千円)

内 訳

その他 一般財源
備考

(諸収入)

1，150 23，152 

トークノレコスト 153，670干円(前年度 154，256千円) [正職員:16.6人、非常勤職員:14.0人]

主な業務内容 主要農作物に関する試験研究 、

県独自水稲品種の育成、本県に適した水稲品種(系統)の選定、有機栽培水稲・大豆等にお

工程去の政措目標(指標) ける雑草・病害虫防除技術の開発と現地実践事例調査・体系化実証、高品質・安定生産のた

めの病害虫防除技術の開発、水回転作野菜の安定栽培技術の確立、園芸・畑作物等を利用

した水田農業の研究の新たな活性化

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取県オリジナル水稲新品種の育成、消費者の求める安全・安心・高品質な農産物の生産技術の

開発、市場競争力を高める低コスト生産技術の開発、自然環境と調和した資源循環システムの開発等

に関わる試験研究に要する経費である。

2 主な事業内容

(単位・千円)

試験研究課題名 予算額 トータJレコスト

水稲新品種育成試験 1，614 7，826 

奨励品種等選定試験 1，604 10，922 

新品種栽培マニュアル策定試験 1，446 10，764 

(新)きぬむすめの等級・食味の両位安定化栽培技術の確立[別途再掲] 4，206 14，301 

主要農作物原採種事業 1，642 15，619 

(新)水国営農の収益性を向上させる経営改善手法の確立[別途再掲] 1，050 5，709 

「ゅうきの玉手箱(弐の重)J技術確立女チャレンジ編 2，904 17，658 

有機栽培「トレジャー技術」を協働で発掘・解析・検証拡大する事業 2，145 14，569 

(新)水稲・麦・大豆の高品質・安定生産を目指した病害虫防除技術の確立 1，776 12，647 

新農薬の適用に関する試験 470 3，576 

水稲大豆等新除草剤適用性試験 680 4，563 

(新)食のみやこブランドを支える特産豆類の生産性向上試験 400 5，836 

水回転作野菜の安定栽培技術の確立 940 12，588 

水回転換畑における自給飼料の安定生産技術の確立 2，059 5，942 

(新)畦畔管理技術の確立 739 7，728 

土壌保全対策技術確立事業 1，092 3，422 

(終)水稲・麦・大豆の病害虫防除技術の確立 。
(終)気候温暖化に対応した水稲・大豆基幹品種の品質等向上試験 。
(終)耕作放棄地解消に向けた復固化及び畦畔管理技術の確立 。
(終)安定した収量と食味向上のための水稲省力施肥技術の確立 。

計四課題(終了4課題) 24，767 153，670 
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9目 農業試験場費

農業試験場(電話:0857-53-0721) 

(単位.千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(新)

きぬむすめの等級 (4，206) (0) (4，206) (4，206) 

-食味の高位安定

化栽培技術の確立

トータノレコスト (14，301千円 (前年度 O千円) [正職員:1.3人、非常勤職員 2.0人])

工程表町政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

きぬむすめの市場評価の維持・向上を通じて生産者の所得向上を図るため、きぬむすめの等級、食味

のばらつきを解消し、高位安定化を図る栽培管理技術の構築を目指す。

特に等級、食味が低位に位置するものの改善に注力する。

(事業予定期間平成27~29年度)

2 主な事業内容

(1)現地実態調査・解析

-地域別に玄米サンプル及び栽培履歴を収集し、水管理、施肥、土壌条件等と等級、および食味との関

係について解析する。

(2)等級・食味の高位安定栽培技術の確立

-生育ステージ毎の生育と収量及び等級との関係を把握し、最適な生育指標を作成するロ

-農業気象データに基づいた適期作業(施肥、収穫時期)の予測技術の確立する。

t ・水管理(落水時期、中干し方法)が等級・食味に及ぼす影響を把握し、最適な水管理法を確立する。

-葉色を指標とした最適な肥培管理技術の検討する。

(新)

水田営農の収益性 (1，050) (0) (1，050) (1，050) 
を向上させる経営

改善手法の確立

トータノレコスト (5，709千円 (前年度 O千円) [正職員・0.6人、非常勤職員:0.3人])

工程表の政策目標(指標j

事業内容の説明

事業の目的・概要

県内の水田営農を行う経営体が、経営を改善する計画を立てるときに、その参考となるモデルや手法を

情報化することにより、集落ぐるみで水田営農を行っている法人(集落営農法人)の経営発展と、今後集落

営農に向かう集落の計画作成を後押しする。

(事業予定期間・平成27~29年度)

2 主な事業内容

(1)集落営農法人の生産工程、経営管理実態に基づく優良事例の明確化

(2)優良経営体の実態に基づいた経営モデルの作成と経営改善手法のマニュアル化

(3)収益性改善手法の現地実証

-80-



平成27年度一般会計当初予算説明資料

9目 農業試験場費

農業試験場(電話:0857-53-0721) 

(単位千円)

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

身近な農業試験場
644 644 。 644 

推進事業

トータノレコスト 9，186千円(前年度 9，157千円) [正職員:1.1人]

主 な業務内容 試験研究成果及び開発中の技術等の情報提供

工程去の政措目~(指揮)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

農業者、実需者等の要望を直接聞き、その要望を農業試験場の試験研究課題の設定や研究推

進の参考とするとともに、得られた研究成果の速やかな普及を図るため、試験研究成果及び開発中

の技術等の情報提供を行う。

2 主な事業内容

区 分 事 業 内 $ 

意見交換会・成果 0農業者・実需者等と意見交換を行い、研究への意見・要望を把握する。

発表会の開催 0農業者等を対象に研究成果発表会を開催する。

0成果情報カードを作成し、成果発表会等の研究紹介の機会に活用する。

農業試験場の一般 0農業試験場公開セミナーを開催し、農業者を中心とした県民に研究成果

公開 や業務内容等の農業経営の参考となる情報を提供する。

農業試験場ホーム 0取組中の研究課題や研究成果等を紹介する。

ページ等の充実 0農業試験場の業務内容のみならず、稲作技術等関連情報を掲載しホーム

ベージを充実させる。
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10目 園芸試験場費

事業 名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

園芸試験場

管理運営費
109，391 106，925 2，466 948 I 

源

起債

園芸試験場(電話・0858-37-4211)

(単位:千円)

内 訳
備考

その{也 一般財源

伺す産収入等)

21，001 87，442 

トータ/レコスト 132，686千円(前年度 127，820千円)[正職員:3.0人、非常勤職員・1.0人]

主 な業務内容 園芸試験場の管理運営業務

工程去の量制揮(指揮)

事業内容の説明

園芸試験場の管理運営に要する経費である。

園芸試験場
10，455 

施設整備費
4，302 日，153 10，455 

トークノレコスト 12，785千円(前年度 6，624千円){正職員 0.3人]

主な業務内容 園芸試験場の施設整備

工程去の政費目標(指揮)

事業内容の説明
(単位:千円)

区分 内 ?f会f・ 予算額

工事請負費
本場地下オイルタンク撤去工事、生工研地下オイルタンク撤去工事、展示ハウ

4，634 
スPOフィルム交換、ブドウ無力日温ハウスビニーノレ張替等

原材料費 なし10号ほ場縄掛け資材 898 

備品購λ費
2トントラッ夕、自動圧力測定装置、 C02測定器、薬用冷蔵ショーケース、鳥害

4，910 
対策爆音器、ランキングスケ-/レ

公課費 2トントラック 13 

園芸試験場

バイオテクノロジー 。 1，610 ム1，610
管理運営費

トータ/レコスト 0千円(前年度 2，384千円)

事業内容の説明

園芸試験場管理運営費と統合により廃止

園芸試験場

バイオテクノロジ} 。 165 ム165
施設整備費

トータノレコスト 0千円(前年度 939千円)

事業内容の説明

園芸試験場施設整備費と統合により廃止

':'82-



平成27年度一般会計当初予算説明資料

10目 園芸試験場費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

源

起債

園芸試験場(電話 0858-37-4211)

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

試験研究費 51，957 51，864 93 1，640 (諸収9，入36)9 40，948 

トータルコスト 361，010千円(前年度 345，174千円)[lE職員:39.8人、非常勤職員:43.1人]

主な業務内容 園芸試験場の試験研究

工程表的政費目標(指揮)
有機・特別栽培拡大に必須の病害虫防除技術確立、市場競争力のある鳥取オンリーワン

園芸品種の育成とオリジナル品種の栽培技術の確立、高品質野菜生産技術の確立

事業内容の説明

事業の目的・概要

特徴ある鳥取オリジナル品種の育成、付加価値の高い園芸作物生産技術の開発等に関わる試験研究
に要する経費である。

2 主な事業内容 (単位・千円)

試験研究課題名 予算額 トタノv.:zスト

有機・特別栽培を可能にする病害虫管理体系の構築 3，280 16，481 

新農薬適用試験 5，238 16，886 
ナシの気候変動に対する適応技術の確立 2，258 22，447 

(新)鳥取イチゴの再興に向けた革新的栽培技術の確立[別途再掲] 804 5，463 
(新)EOD技術による特産園芸産物の革新的な生産技術実証 2，120 9，885 

鳥取のナシ産地再生に向けた画期的栽培技術の確立 1，504 20，917 

梨作り新時代を拓く新品種の特性解明による両品質果実安定生産技術の確立 3，762 27，834 

(新)鳥取スイカの生産・消費量拡大を目指す次世代栽培技術 1，052 8，817 

(新)アスパラガスの産地拡大を目指した省力・安定栽培技術の確立 596 2，926 

黒ボク畑地域の野菜供給量拡大と高品質生産技術の確立 1，224 8，989 
簡易・迅速土壌診断による野菜の適正施肥技術の確立 1，005 8，770 
露地を有効利用する花きとシパの省力・高付加価値栽培法の確立 1，220 7，432 

気象変動に左右されない花き類の高品質化技術の開発 1，433 7，645 

EOD反応を活用した花き類の鳥取型栽培技術の確立 762 3，092 

市場競争力のある鳥取オンリーワン園芸新品種の育成 1，333 13，757 

園芸産地を守る難防除病害虫防除技術の確立 2，268 18，575 
(新)砂丘地における特産野菜の新品種の育成 3，200 18，730 

パイァクによるナシ新品種シリーズの育成 3，500 19，807 
パイァクによる花きーューアイァムの開発 1，308 9，850 

多チャネル販売に対応した'ねばりつ娘'等生産技術の確立 3，000 19，307 

他県産地に打ち勝つブドウ生産に向けた高度栽培法の確立 2，100 12，195 

日本一の砂丘ラッキョウ産地にふさわしい21世紀型栽培技術の確立 3，000 15，424 

(新)白ネギの産地力強化に向けた栽培技術の確立[別途再掲] 1，800 25，095 

(新)弓浜砂丘地域に適した特産野菜の両品質生産技術の確立 400 6，612 

「輝太郎」から始まる鳥取カキシリーズの安定生産技術の確立 1，280 9，045 

作柄安定及び作期拡大による儲かる中山間地農業技術の確立 2，510 25，029 

(終)r食のみやむを支える多様な野菜品目の生産安定技術の確立 。
(終)鳥取スイカのブランド強化に必須となる安定出荷技術の確立 。
(終)人・未来環境にやさしい白ネギ生産技術の確立 。
(終)地球温暖化に対応した白ネギ安定生産技術の確立 。
(終)パイァクによるナガイモおよびラッキョウ新品種の育成 。

合計26課題(終了5課題) 51，957 361，010 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

10目 園芸試験場費

園芸試験場(電話・0858-37-4211)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

再的(新栽興)培に鳥技向取術けイたのチ確革ゴ新立の (804) (0) (804) 
(諸収(1入0)0) (704) 

トータノレコスト (5，463千円 (前年度 0千円) [正職員:0.6人、非常勤職員・0.7人J)

工程表四政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

本県の冬季寡日照条件下におけるイチゴ栽培の生産性、品質向上を図るため、 EOD反応を活用した効

果的加温技術の確立やオリジナノレ品種の栽培特性解析および現地普及に向けた栽培技術の確立を行う。

(事業予定期間・平成27~29年度)

2 主な事業内容
(l)EOD反応の活用による生産性向上

-効果的加温方法の確立

-光照射による生育制御

(2)次世代品種の活用による高品質多収生産

-オリジナノレ品種の特性解析と栽培技術の確立

-新規導入品種等の適応性検定

培力(新技強7術化白のネに確ギ向立のけ産た地栽 (1，800) (0) (1，800) (1，800) 

トータノレコスト (25，095千円 (前年度 0千円) [正職員:3.0人、非常勤職員:2.6人J)

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取県は西日本でも有数の白ネギの生産供給地であり、年間切れ目無く出荷することで他産地よりも有

利な販売を展開できてしも。しかし近年、産地としての存亡に係わるような病寄等の発生が見られ始め、早

急、な対策が必要とされており、同時に周年出荷体系の強化も求められているため、産地力強化に向けた栽

培技術を確立する。

(事業予定期間:平成27~31年度)

2 主な事業内容
(1)新たな病害虫蔓延防止対策技術の確立

-ネギ黒腐菌核病の薬剤処理による防除技術の確立

-簡易な残潰処理方法の開発

-ネギ黒腐菌核病の緑肥による被害軽減

-ネダニ類の防除技術の確立

(2)周年出荷体系強化に向けた栽培技術の確立

-作型別適品種の選定

.5月どり一本ネギの作型開発

-無被覆栽培による6月どり作型の省力化

-坊主不知系統別栽培体系の確立
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

10目 園芸試験場費

園芸試験場(電話:0858-37-4211) 

(単位:千円)

事業名 本 年 度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

園芸試験場ふれあい 1，097 1，097 。 1，097 
セミナー

トータノレコスト 6，533千円 (前年度 6，514千円) [正職員:0.7人、非常勤職員 0.3人]

主な業務内容 園芸試験場の試験研究成果及び実施状況を広く県民に公開するためのセミナー開催

工程表町政措目 IU指揮)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

園芸試験場の試験研究成果及び実施状況を広く県民に公開するためのセミナー開催に要する経費

であるb

2 主な事業内容

区 分 事 業 内 ?i1ゴT・ー

試験場公開セミナー 主要研究成果の発表、試食、実演、技術指導、試験ほ場案内

課題別セミナー
課題別に作物の生育状況に合わせて実施

試験研究ほ場での視察実演・試食と座学を組み合わせ理解を深める

農作物体験セミナー
小・中学生を対象に農作業体験と試食を中心に農業に親しむ機会を

提供する(6-9月)
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日款農林水産業費

2項畜産業費

1目 畜産総務費

平成27年度一般会計当初予算説明資料

畜産課(内線 7333)

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(手数料)

職員人件費 593，123 603，253 ム10，130 921 

事業内容の説明

畜産関係職員85名分の人件費である。

畜産課管理運営費 14，645 15，064 ム419

トータノレコスト 26，293千円(前年度 26，673千円)[正職員1.5人]

主な業務内容 関係機関等協議・連絡調整業務、事業に該当しない管理運営業務

工程表向政策目標(指標〕

事業内容の説明

事業の目的・概要 J

畜産関係機関との連絡調整業務等の畜産課実施の事業を円滑に行うための諸経費である。

2 主な事業内容

-畜産関係機関との連絡調整

-蜜産関係公益法人への指導、連絡調整

-畜産専門研修参加 など

1目 畜産総務費

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内

国庫支出金 起債 その他

家畜商・家畜人工授精
(手数料)

師等免許関係事業
202 202 。 202 

トータノレコスト 7，967千円(前年度 7，941千円) [正職員:1.0人]

592，202 

14，645 

畜産課(内線:7290)

(単位.千円)

訳
備考

般財源

主な業務内容 家畜人工授精開会の開催、家畜人工授精師及ひ家蜜取引に関する錨午交付・書換交付事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

家畜人工授精師及び家畜取引に関する免許申請交付、家畜人工授精講習会及び家畜商講習会を開催し、畜

産業を志す人材の育成、確保を行う。

2 主な事業内容

(1)家畜人工授精及び家畜体内受精卵移植講習会の開催(根拠法令:家畜改良増殖法)

(2)家畜商講習会の開催(根拠法令.家畜商法)

(3)家畜人工授精師免許証の交付、及び書換交付業務(根拠法令家畜改良増殖法)

(4)家畜取引に関する免許証の交付業務(根拠法令:家畜商法)
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

1目 畜産総務費

畜産課(内線:7831) 

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源、 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

畜産業振興事業事務
(畳託事業収入等)

受託事業
3，639 3，824 ム185 3，395 244 

トータノレコスト 11，404千円(前年度 11，563千円)[正職員:1.0人、非常勤職員:1.0人]

主な業務内容 受託団体から受託した関係団体指導・監督、周知説明、申請書等受理・審査・送付

工程表Hの政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

独立行政法人農畜産業振興機購等が行う補助事業を適正に実施するための指導・監督に必要な事務等を受託

する。

2 主な下事の業5事内業容の
以 適正実施に係る、指導・監督及ひ害類の伝達・経由等を行う。

(単位:千円)

"lι Z 託 フE 団 体 事務受託事業名 予算額

独立行政法人農畜産業振興機構 畜産業振興事業 1，674 

肉用子牛生産者補給交付金等交付事業 1，047 

加工原料乳生産者補給交付金交付事業 349 

一般財団法人畜産環境整備機構 畜産高度化支援リース事業 213 

地方競馬全国協会 畜産振興補助事業 105 

県負担(非常勤職員共済費) 251 

メロミ、 計 3，639 

家畜生産・出荷調査事
(手数料)

業
475 475 。 30 445 

トータノレコスト 2，028千円(前年度 2，023千円)[正職員・0.2人]

主な業務内 容 家畜の生産・出荷動向等調査の実施、蜜蜂転飼調整会議の開催及び転飼許可等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

肉用牛、肉豚、鶏卵、ブロイラー、地鶏、蜂蜜等の安定的な生産・供給による畜産振興を図るため、生産・出荷動

向等の調査や、蜜蜂の転飼調整会議等を実施する。

2 主な事業内容

-肉用牛、豚、鶏、蜜蜂に関する調査の実施

-蜜蜂の転飼調整会議の開催及び転飼許可業務

-花粉交配用蜜蜂の安定需給に係る調査等
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1目 畜産総務費

事 業 名

畜産農家環境保全指

導事業

トー タ ノ レ コスト

平成27年度一般会計当初予算説明資料

司

本年度 前 年 度 比較
財 源

国庫支出金 起債

831 831 。
10，149千円(前年度 10，118千円) [正職員:1.2人]

内

その他

畜産課(内線・7287)

(単位:千円)

訳
備考

般財源

831 

主な業務内容 排せっ物処理の苦情相談対応、検討会開催、法定立入検査・指導・助百・勧告・命令

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

「家畜排せっ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律Jに基づき、家畜排せっ物の適正管理につい

て指導するとともに、家畜排せつ物の利用促進を図る。

2 主な事業内容

(1)家畜排せつ物の適正管理に係る指導、助言、勧告、命令等

(2)畜産農家における水質・臭気の測定検査及び指導

(3)協議会の開催、畜産環境アドバイザー研修等への参加

法律による規制対象となる経営規模(平成26年12月1日現在)

畜種 規 制 対 象 対象農場数

牛 10頭以上 269 

豚 100頭以上 27 

鶏 2，000羽以上 65 

合計 361 
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6款農林水産業費
2項畜産業費

2目 畜産振興費

事業名 |本年度|前年度| 比較
財

国庫支出金 一一J
鳥取和牛振興総合
対策事業

82，150 53，545 28，605 82，150 

トータルコスト 1107，775千円借百年度 85，134千円) [正職員:3.3人]

主な業務内容|補助金刻寸事務、事業関係調整h調査、委託業務の契約、管理

工程表の政策目標|子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の士宮加や高価格販売による「和牛王国鳥取Jの復活

(指標) I (子牛生産頭数:4，000頭、肉牛出荷頭数:5，0∞頭)

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

産肉能力が高い種雄牛群を軸として、和牛ビジョンに沿った生産から販売までの戦略を推進するための事業を実
施し、和牛生産頭数の増加や鳥取和牛の販路拡大fよどで生産者の経営安定を図り、「和牛王国復活」を目指す。

3，800 I 3，800 

7，~:~ I 7，:~~ 

2，000 

3 これまでの取組状況、改善点
高能力な種雄牛の誕生を機に、子牛の県内保留や肥育素牛の導入等生産者への支援策、子牛販売や和牛肉

のブラシド化に必要な施策の充実を図る。
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2目 畜産振興費

事 業 名

(新)鳥取県和牛振興

戦略基金

トータノレコズト

主な業務内容

工程表η攻策目標鈎関

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財源内訳

国庫支出金 起債 その他

8，398 。8，398 
(財産収入)

8，398 

9，175千円(前年度 0千円) [正職員:0.1人]

基金管理事務

畜産課(内線:7829) 

(単位:千円)

一般財源
備考

和牛の場頭及び改良など将来の和牛振興に向けた事業の経費に充てるため、種雄牛の精液販売収入や貸付

料などを新たに設置する鳥取県和牛振興戦略基金に積み立てて管理する。

(内訳種雄牛精液販売収入6，398千円、種雄牛貸付料2，000千円)

2 主な事業内容

基金の積立

3 これまでの取組状況、改善点

和牛王国鳥取の復活に向けた事業を実施するため、これまで種雄牛の精液販売収入は財産収入として畜産試

、験場の献立責研究費に充当していたが、それら収益を鳥取県和牛振興戦略基金として基金造成する。

(新)鳥取和牛振興総
(基金繰入金)

合対策事業(基金事業)
14，600 。14，600 8，398 6，202 

トータノレコスト 16，153千円(前年度 0千円) [正職員:0.2人]

主 な業務内容 和牛ビジョンの進捗管理、補助金交付事務、事業関係調整、調査

エ程表の政策目標備協 子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や両価格販売による「和牛王国鳥取Jの復活

(子牛生産頭数:4，000頭、肉牛出荷頭数 5，00口頭)

事業内容の説明

事業の目的・概要

現行の鳥取和牛振興施策の中で緊急的に発生または障害となっている課題を克服するため、和牛振興のため

に造成した鳥取県和牛振興戦略基金を活用しで、現行の事業を補完する対策を実施し、円滑かっ総合的な事業

推進を行う。

2 主な事業内容 (単位千円)

区 分 事業内容 事業主体 補助率 事業費 予算額

高能力子牛 「百合白清2Jf白鵬85の31を父とする繁殖用 16，900 9，800 
特別導入支援 雌子牛・肥育素牛の導入に対する支援

県2/3、
(鳥取和牛振興総合対策事業の繁殖用雌子 ]A 

県1/2
牛導入支援、肥育素牛導入支援に上乗せ)

それだれ上限270千円/頭、 220千円/頭

新規参入 新規参入者が実施する畜舎・堆肥舎等の整備 28，800 4，800 
特別支援 及び雌牛導入に対する助成 ]A 県1/6

(鳥取和牛振興総合対策事業の新規参入支援 生産者

に上乗せ)
i口b、 言十 45，700 14，600 

3 これまでの取組状況、改善点

0県種雄牛J百合白清2Jf白鵬85の3Jは日本一の検定成績を出し、全国的に有名になったため、それら産子

の価格が高騰し、県内に保留できない状況である。

0また、新規参入者に対し施設及び牛の導入に対する助成も行っているが、膨大な初期投資が足かせとなり、

実施に踏み切tほい人も多い。

0将来の和牛振興のために造成した基金を活用し、高品質な鳥取和牛増産及び新規参入者の増加を図る。
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2目 畜産振興費

事 業 名

全日本ホノレスタイン共

進会対策事業

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標備関

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

5，519 104 5，415 

7，072千円(前年度 1，652千円)[IE職員:0.2人]

事前調査・協議、実績確認・支払業務

内

その他

畜産課(内線:7291)

(単位:千円)

訳
備 考

一般財源

5，519 

平成27年10月に北海道で開催される第14回全日本ホルスタイン共進会への出品に向けた候補牛の選抜、巡

回指導に必要な経費及び、共進会出品に係る経費に対し助成する。

2 主な事業内容

内容 負 担 割 合 予算額

県内対策費(選抜、巡回指導、 県 1/2 4，010千円
牛輸送費等)、出品費用等 全日本ホルスタイン共進会対策委員会 1/2 

県負担金、県事務費等 県 10/10 1，509千円

i口h 言十 5，519千円

3 これまでの取組状況、改善点

平成22年宮崎県での口蹄疫発生、翌年の東日本大震災により、第13回は中止となり、第14回を平成27年に開催

することとなった。第12回栃木大会では、出品した全てが1等賞以上に入賞した第11回岡山大会と比較して、ややふ

るわなかった。

4 第14回全日本ホルスタイン共進会北海道大会の概要
(1)目的

-各都道府県で改良を進めているホルスタイン種乳牛の代表を一同に集め、その水準を広く示し、改良増殖

の推進に資する。

-広く麟農関係者の参加による情報交換や技術交流を図り、酪農家の視野を広めるとともに技術のレベルア

ップをz且う。
(2)主催:一般社団法人 日本ホルスタイン登録協会 、

(3)開催場所:北海道勇払郡安平町新栄 r~ヒ海道ホルスタイン共進会場J
(北海道ホルスタインエキシヒ守ショシ寸ミー/レ)

(4) 開催日程.平成27年10月 23 日(金)~26 日(月)
(5)出品頭数:4∞頭(鳥取県9頭)

(6)鳥取県の過去の成績

-第12回栃木大会:44都道府県299頭出品。鳥取から4頭出品でl頭がl等賞に入賞。

-第U回岡山大会:44都道府県297頭出品。鳥取から4頭出品でl頭が優等賞、3頭がl等賞に入賞。
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2目 畜産振興費

事 業 名

次世代につなぐ酪農

支援事業

トータ Jレコスト

主な業務内容

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源 内

国庫支出金 起債 その他

36，000 32，000 4，000 

40，659千円(前年度 36，643千円)[正職員:0.6人]

関係団体との調整、事業進行管理

訳

畜産課(内線:7291) 
(単位:千円)

一般財源 備 考

36，000 

工程表の政策目標(指標)安定した生乳生産量を確保し、鳥取県産牛乳の圏内販売・輸出等によりブランド化を進める
(生乳生産量:60，OOOt(平成30年))

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県内生乳生産60，∞Otを目標とする中で、麟農生産基盤の維持及び拡大を図るため、「新規就農・農家継承対策J

を実施する。

2 主な事業内容
(1)担u、手施設整備対策事業(平成26~30年度)

酪農継承を支援するため、規模拡大、生産性向上に取り組む酪農家の施設・機械整備に対して助成する。
(単位:千円)

区分 対象事業 事業主体 補助率 予算額

|塙支頭援苅 束 概ね4が5従歳事以す下る又酪は農就経農苦後概ね10年未満の担い手又は酪農後 大山乳業 県1/3 30，000 
継者 営体がリース方式で行う、牛舎増改築とそ 農業協同 市町村1/6
れに伴う堆肥舎整備及。搾乳等の機械整備 組合
※乳用種の成牛を20%以上かつ1口頭以上増頭する場合に限る
(上限:30，000千円/1経営体)

生産性 概ね45歳以下又は就農後概ね10年未満の担い手又は酪農後 県1/3 5，000 
向上支援 継者が従事する酪農経営体がリース方式で行う、生産性の向上及 市町村1/6

び省エネルギーに資する整備(牛床マット、飼槽改造、発情発見
機、自動給餌機等)
(上限 3，000千円/1経営体)

メロb、 言十 35，000 

(2)建畜設建業連者携等自給飼料作モデル実証事業(平成25~2沼年度)
が畜産農家と連携して自給飼料生産を受託する場合、その技術取得に係る研修経費等に対して助

成する。
事業主体大山乳業農業協同組合・酪農家等が組織する県内農作業受託組織

補助率 1/2 

予算額 1，000千円

3 これまでの取組状況、改善点
(1)担い手施設整備対策事業

平成26年度は、酪農後継者1名が牛舎等を増築し規模拡大を図った。?
平成27年度は、事業採択にあたり、年齢要件等の緩和要望を加味して引き続き支援する

(2)畜建連携自給飼料作モデル実証事業

酪農家が組織する農作業受託組織が行う飼料作の飼料収穫作業等を、県内の建設事業者等(1社)に外部委
託することが可能か実証中であり、平成27年度も引き続き実証するとともに、委託作業の拡充を図ることとしている。
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2目 畜産振興費

事 業 名

肉用牛肥育経営安定
対策事業

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成 27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

58，244 67，970 ム9，726

59，021千円(前年度 68，744千円)[正職員:0.1人]

制度設計、周知説明、補助金交付事務

内
その他

畜産課(内線:7290)

(単位・千円)

訳
備考

一般財源

58，244 

子(子牛牛生生産産頭頭激数・肉:4牛，∞出0頭荷、J肉数牛の出増加頭や数高・価5，0格00販頭売)による「和牛王国鳥取jの復活

肥育牛の枝肉価格が低落した場合に、生産者に補てん金を交付して所得を確保するため、基金造成に必要な
生産者積立金の一部を助成する。

2 主な事業内容

区分
積立金単価 県補助単1/価12②I加入見込頭数 予算額

補助率 事業期間及び事業主体
① ① ×③  ②×③ 

肉専用種 72，000円 6，000円 3，600頭 21，600千円
国 3/4

事業期間:

県1/12
平成25~27年度

交雑種 120，000円 10，000円 1，400頭 14，000千円
生産者等

事業主体:

1/6 
(公社)鳥取県畜産推進機

乳用種 80，000円 6，660円 3，400頭 22，644千円 構

合計 8，400頭 58，244千円

肉用子牛価格安定事業 10，623 9，624 999 10，623 

トータノレコスト 11，400千円(前年度 10，398千円)[正職員:0.1人]

主な業務内容 制度設計、周知説明、補助金交付事務

工程表の政策目標(指標)
子(子牛牛生生産産頭頭数数・肉:4牛，00出0頭荷、頭肉数牛の出増荷加頭や数高:5価，0格O口販頭売)による「和牛王国鳥取」の復活

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
肉用子牛の取引価格が低落した場合に補給金を交付して生産者の所得を確保するため、基金造成に必要な生

産者積立金の一部を助成する。

2 主な事業内容

区分
積立金単価 県補助単価② 加入見込頭数 予算額

補助率 事業期間及び事業主体
① ①X1/4 ③ ②×③ 

黒毛和種 2，200円 550円 2，400頭 1，320千円 事業期間
平成27~31年度

交雑種 5，000円 1，250円 1，600頭 2，000千円 国 1/2 事業主体.

県 1/4 (公社)鳥取県畜産推進機

乳用種 12，700円 3，175円 2，300頭 7，303千円 生産者 構

1/4 

その他の 24，400円 6，100円 。頭 0千円
肉専用種

合計 6，300頭 10，623千円
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2目 畜産振興費

事 業 名

肉豚経営安定対策事

業

トータ/レコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標J

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本 年 度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

18，758 43，290 ム24，532

20，311千円(前年度 44，838千円)[正職員 0.2人]

補助金交付事務、補助金支出先団体との連絡調整など

内

その他

畜産課(内線:7831) 

(単位千円)

訳
備考

一般財源

18，758 

肉豚枝肉価格が低落した場合に、生産者に補填金を交付して所得を確保するため、基金造成に必要な生産者積
立金の一部を助成する。

2 主な事業内容

積立金単価 県補助単価② 加入見込頭数 予算額 補助率 事業実施期間

① ①x1/6 ③ ②×③ 及び事業実施主体

国1/2 [事業実施期間]
1，000円/頭 166円/頭 113，000頭 18，758千円 県 1/6 平成23~28年度

生産者 [事業実施主体】

1/3 (独)農畜産業振興機構

畜産関係資金対策事
14 20 ム6 14 

業

トータ/レコスト 791千円(前年度 794千円)[正職員 0.1人]

主な業務内容 補助金交付事務

工程表の政策目標備担割

事業内容の説明

事業の目的・概要
畜産関係資金に関する畜産農家の経営維持安定支援と、農業信用基金協会の債務保証の弁済に伴う損失のー

部補填を行う。

2 主な事業内容

事業名 事業主体 内容 予算額 事業実施期間

高病原性鳥イン 養鶏農家 資金借入れに対する 14千円 平成23~29年度
フルエンザ緊急 年間利子相当額

対策利子補給事 補助率(10/10)

業
-----戸ーー・・・ーー・・ --------ーー・・・・-------ーーー-------ーー ーーーーー・・・"・--幽 M ・・・ -_ --ー且・・・・・------四----

債務保証円滑化 鳥取県農業信 代位弁済が発生した 債務負担行為 平成19~31年度

事業 用基金協会 場合に対応 平成19年設定済
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2目 畜産振興費

畜産課(内線:7831) 

(単位千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他 一般財源

畜舎環境改善猛暑対
1，770 1，595 175 1，770 

策支援事業

トータルコス ト 7，206千円(前年度 7，012円)[正職員:0.7人]

主な業務内容 事業の申請報告審査、指導・調整、実績確認・支払業務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

猛暑時の家畜の生産性の低下を防止するため、暑熱対策による畜舎環境改善に取り組む農家に支援を行う。

2 主な事業内容

区 分 事業主体 予算額 補助率

猛暑対策器具の整備費補助 肉用牛農家、養豚農家 1，770千円 県1/3以内

[効果〕

0暑熱対策を行うことで夏季の生産性低下(繁殖成績低下、体重減少)を防ぐ。

0暑熱対策により、夏季に発生している家畜の廃用や死亡の被害を防ぐ。

0畜舎内環境を改善することで畜産農家も快適な状態で作業を行うことができ、作業効率が向上する。

鳥取地どりブランド生産
192 2，980 ム2，788 192 

拡大支援事業

トータノレコスト 1，745千円(前年度4，528千円)[正職員 0.2人]

主な業務内容 地どりの生産拡大に関する協議、補助金事務

工程表の政策目標(指標) 鳥取地どり生産羽数精

事業内容の説明

事業の目的・概要

f)鳥取地どりJを県のブランド品として定着させるため、地どりの生産等に必要な施設及び生産性向上等に資する

機械の整備に対し支援する。

2 主な事業内容

区 分 事業主 体 予算額 補助率

生産性向上に資する機械等 地どりを生産する者 192千円 県1/3以内

の整備費補助 又は生産を開始する者

3 これまでの取組状況、改善点

平成23年度の生産実績は4者で、約6，700羽であったが、本事業を活用し鶏舎の新・増築や生産性向上のための機

械等の導入の支援を行ったことにより、平成26年度は生産者は5者となり、生産羽数も約16 ，000~~まで増加している。
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2目 畜産振興費

事 業 名

ブランド豚生産拡大支

援事業

トータノレコスト

主な業務内容

工程衰の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料

畜産課(内線:7831) 
(単位.千円)

本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金、起債 その他 一般財源

750 750 。 750 

2，303千円(前年度 2，298千円) [正職員:0.2人]

ブランド豚の生産拡大に関する協議、補助金事務

ブランド豚の生産拡大のため、新たに種豚導入を行う生産者や規模拡大を実施する生産者に対して支援を行う。

Z 主な事業内容

区分 事業内容 事業主体 補助率 予算額

種豚導入助成 ブ、ランド豚の生産のため、種豚 畜産農家等 県1/2以内 450千円

導入経費の一部を助成

精液導入助成 ブランド豚生産に利用する精液 300千円

導入に係る経費への助成

メロミ 計 750千円

3 これまでの取組状況、改善点

生産者が種豚の導入を進めているものの、生産者の廃業等により生産頭数はほぼ横l品、である。一方で

需要は年々拡大しており、供給が追いつかない時期もあるなど、増産が課題である。鳥取県産ブランド豚振興会が

目標としている生産頭数1，000頭を目指し、さらなる生産拡大を進める。

1 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2目 畜産振興費

畜産課(内線 7290)

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

県優良種雄牛造成
(諸収入)

事業 16，983 16，341 642 55 16，928 

トータノレコスト 30，184千円(前年度 29，497千円) [正職員:1.7人]

主な業務内容 補てん金交付業務、補助金返納事務、補助金交付事務、委員会開催事務

工程初政策目標的調

事業内容の説明

事業の目的・概要

優良な県種雄牛を造成するため、和牛改良委員会で和牛改良方針を検討するとともに、種雄牛を生産する雌牛

群の確保、種雄候補牛の購入や協力農家への損失補償などを実施する。

2 主な事業内容
(単位千円)

区 分 予算額 事業概要と主な経費

和牛改良委員会 156 和牛改良の方針を検討するため、和牛改良委員会を設置

(年1回開催)

育種価算出事業 2，103 県内繁殖雌牛の遺伝能力評価のための枝肉データの収集・育種価

算出・農家へのデータ提供(委託事業)

候補牛購入 4，500 種雄候補となる雄子牛を購入 @750千円 X6頭

(直検牛購入)

後代検定用牛づくり 3，360 後代検定用の子牛を生産する農家に対して指定交配協力謝金を交

イ寸

後代検定手当 990 現場後代検定を行う肥育農家への検定牛導入協力費を交付

改良基礎雌牛整備費 579 種雄候補牛を生産する基礎雌牛を選定し、 1年間の保留契約を結ぶ

改良推進基金造成 885 種雄候補牛とならなかった子牛及び後代検定用に生産された子牛の価
格を補償

後代検定牛経営補償費 2，255 肥育農家が飼育した後代検定牛の価格を再生産可能な額まで補償

遺伝性疾患検査 1，600 種雄候補牛及び基礎雌牛の遺伝性疾忠に係る検査料

種牛性を持った鳥取独 500 県育種組合が指定する原種牛からの採卵に係る経費に対する助成
自の系統雌牛保留 @125千円 X4頭

標準事務費 55 優良種雄牛造成事業の進行管理

l口'- 計 16，983 

3 債務負担行為限度額

事項 限度額

種雄牛造成和牛産肉能力検定 県が行う種雄候補牛の現場検定に協力した肥育農家が適正に飼育・出荷じ

肥育牛枝肉所得補償 た検定牛の販売価格が、再生産可能な額を下回った場合において、当該

(平成28~29年度) 再生産に必要な額から出荷日の2等級と3等級の枝肉の平均価格に出荷牛

の枝肉重量を乗じた額を減じた額
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2目 畜産振興費

平成27年度一般会計当初予算説明資料

畜産課(内線:7290) 

(単位:千円)

事業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備 考
国庫支出金起債その他一般財源

第11回全共出品対策

事業 1，156 3，820 ム2，664 1，156 

トータノレコスト 8，921千円(前年度 11，559千円)[正職員:1.0人]

主な業務内容 補助金交付事務、事業進行管理、出品牛巡回調査

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

県内の和子牛の市場価値や「鳥取和牛肉Jブランドを高めるため、第10回全共の反省を活かした効率的な「牛づく

り」や若い生産者を中心にした「人づくりJr組織づくりJの取組を推進することによって、第10回全共をさらに上回る成

績を目指すとともに、その取組を通じて生産基盤を強化・拡大していくなど鳥取県の和牛振興を図る。

2 主な事業内容

(単位千円)

区 分 事 業 内 容 事業費 予算額 補助率

地域出品対策協議会活動費 地域出品対策協議会への活動費助成 663 331 県1/2、

出品対策部会主催講習会開 削蹄、調教技術、審査研修会等の関 52 26 ]Aグループ及び

催費 催 生産者1/2

指定交配費 出品候補牛作出のための人工授精代 400 200 

金の助成

事前短期肥育協力費 事前短期肥育試験牛を飼養する肥育 450 225 

農家への助成

生産振興大会開催経費 肉用牛振興大会開催経費の助成 148 74 

若手後継者技術向上研修費 若手後継者育成のための技術研修費 308 154 

等の助成

事務局経費 推進委員会、出品対策部会、巡回経 293 146 

費の助成
j口b、 計 2，314 1，156 

事業実施主体第11回全国和牛能力共進会鳥取県推進委員会(事務局 L公キ卦鳥取県畜産推進機構)

事業実施期間平成25-29年度

3 これまでの取組状況改善点 l 
05年に一度開催される全共は各県の和牛改良の成果を競う場であり、全共の成績が各県和牛ブランドの知名度に

大きな影響を与えるものとなっている。

0平成24年10月に長崎県で開催された第10回全共において、鳥取県は総合成績で、第9回全共から1つl順位を下げ

7位となったが、肉牛の部の第9区で第1回全共の「気高J号以来の上位入賞を果たす等、出品対策によって一定

の成果は得られた。

0第11回全共は、第10回全共での反省を踏まえ、前回より1年早く、新たに雌雄半IJ別精液や受精卵移植を活用した

出品候補牛の効率生産に取り組んでいる。平成26年11月からは出品候補牛生産のための交配が始まった。今後

は出品に係る技術研修等を実施し、第10回全共を上回る成績を目指す。
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匂

2目 畜産振興費

事業名

がんばる酪農支援事業

(乳牛緊急増頭事業)

トータ/レコス ト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源、

国庫支出金 起債

4，200 4，200 。

6，530千円(前年度 6，522千円)[正職員:0.3人]

事前調査・協議、実績確認・支払業務

内

その他

畜産課(内線 7291)

(単位:千円)

訳
備考

一般財源

4，200 

年k減少している県内生乳生産量を60，000tに拡大するため、大山乳業農業協同組合が製造に必要な生産基盤

の拡充を図る。

2 主な事業内容

内容 負担割合 予算額

分娩2固までに生じた受精卵移植の育成経費 県1/2 4，200千円

増加分や、育成段階での死亡・長期未受給のリ 大山乳業農業協同組合 1/2 

スクに対して助成する。

'1 3 これまでの取組状況、改善点

県内の乳牛を増頭するため、県と大山乳業農協が基金を造成し、この基金をもとに仔牛(10か月齢)を購入し、育

成牧場で育成・受精卵移植を実施して妊娠した乳牛を、県内の酪農家に貸し付けて乳牛の増頭・生乳生産量の増

産を図っている。

基金を平成24、25年度で造成したが、平成24年度は{子牛価格の高騰により、価格が下がる秋から購入を開始した

ため、当初計画していた頭数を達成出来なかった。しかし、平成25年度以降は概ね計画どおり導入が進んでおり、

平成26年9月時点で147頭の仔牛を購入し、 52頭の妊娠牛が酪農家へ貸付されている。

受精卵移植によって生まれた仔牛の疾病対策として、生後、安定的に免疫を付与する必要があるため、初乳製剤

を給与するための経費について支援している。
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2目 畜産振興費

事 業 名

平成27年度一般会計当初予算説明資料

財 源
本年度 前年度 比較

内 訳

畜産課(内線田7288)
(単位.千円)

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

飼推進料事用業米利用拡大 28，130 13，557 14，573 28，130 

トータルコスト 33，566千円(前年度 18，974千円)C正職員・0.7人]

主な業務内容 事前調査・協議、実績確認、・支払業務

工程表の政策目標
(指標)

事業内容の説明

1す事畜るこ業産との農に家目よ的りが、安県・概心内要し飼て料飼用料米用の米利を用利拡用大でをき図るよるう。家畜に長期的に飼料用米給与試験を行い、畜産への影響を確認

2 飼)主飼料平な料成用事用2米業5米年の内給給度容与与補試実正証験(経試済験対を策実)施のす飼る料。
(1 

用米給与技術確立事業及び平成26年度からの本事業を継続し、長期的な

区分 試験頭数 試験内容 検討内容

長期-頭間)を(1飼4ヶ料月用)、米トウモロコシ・頭()1にkg代/替日し・頭て)給と与麦(lkg/繁殖成績、乳質・乳量等
乳用牛 200頭 日 (2kg/日

(各去1勢2000・0頭雄頭) 
全g/j肥日育・頭期、間雌(12k0gヶJ月日)・、頭配)合を飼飼料料用の米10に~代15替%し(去て給勢与1.5k 枝肉成績、事故や増体等

手口牛肥育

肥育豚 2，000頭 飼料用米の割合を10%から20%に増量 事故や増体等

ブロイラー 50万羽 飼料用米の割合を10%から20%に増量 事故や増体等

土也どり l万羽 飼料用米の割合を10担増量 事故や増体等

乳用肥育 200頭 飼料用米の割合を10弛増量 枝肉成績、事故や増体等

事予事業業算内主容体額 給農27与業，75試協0千験同円組に要合す、畜る産飼農料家用等米への助成

(2)飼飼料料用用稲稲専専用用品品種種種種子子を増安殖定確的保に支確援保するため、種子増殖に要する経費を助成する。

予補事業助算主体率額 飼料用稲種子を生産する集団等
1/2 
380千円

3引とこ平L平れ臨、て成成ま時2ま2で6ぽ74の年度Fg度g度陰補帯都か》極正ら核ら品催、ヨ弘乳払℃済岡和対と改牛牛を策書及確肥}点認てび育、頃し給養」た周与豚。o実、育ブ掛牛ロイに咋ラつ念ーい、っ、て及た、び乳長地凋お主牛総り及与乙てつ試即験可牛を為肥実長育施期〈し給の生与短産試期性験給等を与笑へ試の施験す影をと響実斗を施確し認給し与て と
し、

一100-



平成27年度一般会計当初予算説明資料

2目 畜産振興費

財 源
事 業 名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債

県産畜産物ブランドカ向
上・消費拡大事業 11，600 10，000 1，600 

トータノレコスト 17，812千円(前年度 16，192千円) [正職員:0.8人]

主 な業務内容 開催手伝、関係団体調整、調査、補助金交付事務

内

その他

畜産課(内線 7290)
(単位:千円)

訳

一般財源
備考

11，600 

工程表の政策目標(指標)
「鳥取和牛オレイン55J平成35年度生産目標 1，000頭、「鳥取地どりピヨJ平成35年度生産

目標:20，000羽、「大山ルビー」平成35年度生産目標・1，000頭

事業内容の説明

事業の目的・概要

「鳥取和牛」、「大山ルビーJ、「鳥取地どりピヨ」などの高品質なブランド畜産物を中心とした、鳥取県産畜産物を

県内外に向けて発信するとともに、消費拡大に繋げるために以下の事業を行う。

2 主な事業内容

(単位・千円)

区分 事業内 容 事業実施主体 補助率 予算額

音産物販路拡大 県内のブランド畜産物を取り扱う小売業 県内業者4社 定額 日，000
チャレンジ支援 者に対し、県産ブランド畜産物を県内外

に販路拡大するために必要な経費のー

部を助成する。

ブランド畜産物P 「鳥取和牛オレイン55J、「大山ノレピーjと鳥取県牛肉販売 定額 2，000 
R対策(新規) いったブランド畜産物のPR、販売促進に 協議会

係る経費の一部を助成する。 鳥取県ブランド豚

振興会

とっとり肉フェスタ 鳥取県産の「食肉」に特化したイベントを とっとり肉フェスタ 定額 2，500 
開催支援(組替) 開催することにより、消費者へ高品質な県 実行委員会

産食肉をPRし、消費拡大に繋げる。

県産牛肉普及定 小学生の給食やPTAの研修会等を活用 鳥取県牛肉販売 定額 1，100 
着対策 した食育を実施し、県産牛肉への愛着・ 協議会

認知度を高める。

3 これまでの取組状況、改善点

緊急雇用意IJ出事業を活用して、ブランド畜産物を扱う流通業者の企画による関西圏・首都圏を中心とした販路

拡大対策を実施したところ、鳥取和牛などを扱う飲食庖数の大幅な増加に繋がった。関西圏、首都圏ともに高級

飲食庖を中心に、確実に鳥取和牛等が評価されるようになった。

今後、県外の販路拡大対策と併せて、県内での消費拡大対策を図る。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2目 畜産振興費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

畜産飼料増産対策事業 11，740 10，730 1，010 

トータノレコスト 17，176千円(前年度 16，147千円)[正職員 0.7人]

主 な業務内容 事前調査・協議、実績確認・支払業務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

内

その他

畜産課(内線:7288) 
(単位・千円)

訳
備考

一般財源

1.1，740 

1の事た急め業激ののな和円目牛安的放に・牧伴概のう要飼推料進高を騰図にり、対畜応産す経る営たのめ安、定(1を)自目給指飼す料。生産に必要な機械等の支援(2)生産コスト・労力軽減

2 主な事業内容
(単位千円)

区分 内 $ 事業主体 補助率 予算額

産(1緊)自急給支飼援料事増 機国械リー導ス入事に業要をす活る用経し費、に自対給し飼て料助生成産すにる資。する 農業団体等 県1/6 11，240 

業

(2)和牛放牧拡
耕柵実等作施放の予機棄定器地数整等:備3で箇に和所対牛し放て牧助を成実す施るす。るため電気 農者集業団団等体・生産 県1/3 500 

大

合 計 11，740 

3 自給ま平こたれ飼成、料ま2耕5で生年作の産度放取の2棄月組体地補制状等正強況をの化、利国庄改用リ支善ーす援点スるし事際、業収に必(量畜要ア産ッと経プな営ると力電自給気向率上牧向柵緊上急等のリのー推導ス進入事をに業図つ等っい)てへてい支のる上援。乗し(平たせ成。補2(6平助年成を度実2件6施年数す度:る6箇1こ件所と)数により、

:1箇
所)

-
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

県営牧場の老朽化した設備の修繕を行う。なお、工事の効率化を考慮し、牧場の管理者である(公財)鳥取県畜
産振興協会に委託して実施する。

2 主な事業内容

ヱ 事 名 工事費(千円)

鳥取放牧場燃料庫屋根改修工事 639 

鳥取放牧場堆肥舎扉取替工事 3，024 

俵原牧野農具舎屋根改修工事 2，746 

俵原牧野家畜保護舎壁補修工事 362 

d口b、 計 6，771 

3 これまでの取組状況、改善点
平成26年度より公共育成牧場施設維持管理業務としてC公財)鳥取県畜産振興協会に委託することにより、連携

を図りながら計画的に牧場施設の維持管理を行うこととした。
牧場施設の維持管理を計画的かつ適切に行うことで、放牧場における預託事業の円滑な実施が可能となってい

る。また、協会に委託することにより、工事が効率的に実施できた。
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2目 畜産振興費

事 業 名

県yプ産事牛業肉付加価値ア

トータノレコスト

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料
。

Rオ 源 内
本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債 その他

。 9，049 ム9，049

0千円(前年度 11，371千円)

富産課(内線 7290)

(単位千円)

訳
備考

一般財源

鳥取県産牛肉に「熟成Jという特長を付与するため、熟成技術確立のための支援を実施し、県産牛肉の販路拡

大を図る。

2 事業終了の理由

平成25~26年度で事業が終了したため。

公業共牧場機能向上事 。44，513 ム44，513

トータノレコスト 0千円(前年度 47，609千円)

事業内容の説明

事業の目的・概要

大山放牧場の預託牛の飼養管理を安全かつ効率的にするため、複数頭を短時間で保定することが可能桁宴動

スタンチョンを整備する。また、猛暑による暑熱対策と冬場の換気不足に対応するため、飼養環境を改善する換気

扇を増設する。

2 事業廃止の理由

飼養管理を効率的に行うための連動スタンチョンと暑熱対策の換気扇の新設工事が完了したことにより廃止す

る。
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6款農林水産業費

2項畜産業費

3目 家畜保健衛生費

平成 27年度一般会計当初予算説明資料

畜産課(内線:7286) 

(単位:千円)

財源内訳

事業名 本年度前年度 比較 国庫支出金起債その他一般財源 備考

特定家音伝染病危機
管理対策事業 117，5381 117，5381 01 57，7251 1 1 59，813 

トータルコスト 137，727千円(前年度 137，659千円)[正職員 2.6人J
主な業務内容 家畜伝染病発生時の補償事務・焼埋却経費、空港港湾の靴底消毒経費

工程表の政策目標(指標)家畜疾病の発生数の低減

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

口蹄疫・高病原性烏インフルエンザ等の特定家畜伝染病が万が一発生した場合の損失補償事務、県による処分

家畜等の焼埋却経費などを措置し、特定家畜伝染病に対する危機管理体制を構築する。

2 主な事業内容

(単位千円)

細事業 事 業 内 容 予算額負担区分

特定家畜伝染病セーフ 口蹄疫・高病原性鳥インフルエンザ発生に伴う移動制 99，760 国1/2

ティーネyト事業 限による家畜及び生産物の損失補償 県1/2

家畜伝染病迅速防疫 口蹄疫・高病原性鳥インフルエンザ発生農家の処分 15，690 国1/2

体制整備事業 家畜の焼埋却を県が実施するための経費 県1/2

防疫対応整繍費事業 ・口蹄疫や烏インフノレエンザが常在している東アジア 2，088'県10/10

からウイルスの侵入を防止する目的で国際定期便旅

行者への靴底消毒用設備の管理委託等に係る経費

-防疫演習等の講師謝金と特別旅費

合計 117，538 

3 これまでの取組状況、改善点

く取組状況>

-平成22年11月に島根県で発生した高病原性鳥インフルエンザにより、県内の養鶏農家3戸に対し、売上げ減少

等に係る損失補償を平成22年度に実施した。

-防鳥ネットの整備に対する助成は、平成22年度7戸、平成23年度6戸、平成24年度1戸、平成26年度3戸で実施

した。

また、平成26年度、高病原性烏インフノレエンザの発生予防に万全を期すため、備蓄用防疫資材・消毒薬の整備

をrrった。
-平成26年度に東部・中部・西部・日野地区で鳥インフノレエンザの防疫演習を実施した。

-平成23年2月から米子空港、平成24年度から鳥取空港、境港、平成25年度から鳥取港で、海外使旅行者に対す

る県独自の靴底消毒を継続実施している。

く改善点、〉

-港湾における草似底消毒については、台風等の臨時寄港に対応するため、平成25年度より民開業者に業務委託を

実施している。

また、米子飛行場における靴底消毒についても、年々増便される臨時チャター使に対応するため、平成26年度よ

り業務委託を実施している。
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3自 家畜保健衛生費

事 業 名 本 年 度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

畜産課(内線:7286)

(単位千円)

内訳
備 考

その他一般財源

(手数料等)

家畜衛生対策事業 23，182 28，087 ム4，905 11，276 71 11，835 

トータノレコスト 92，291千円(前年度 96，964千円) [正職員:8.9人、非常勤職員:0.3人]

主な業務内容 衛生確認検査に基づく農家指導、衛生情報の提供、立入検査、許認可事務

工程表の政策目標(指標) 家畜疾病の発生数の低減

事業内容の説明

事業の目的・概要

安全安心な畜産物の生産に必要な衛生管理体制の整備を行うため、畜産農家における衛生実態調査に基

づく改善指導、家畜衛生情報の提供、技術支援、動物用医薬品及び流通飼料の適正使用について指導等を

行うJ

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分 予算額 補助率 事 業 内 廿~ 

畜産物の安全性確保対策 278 国 1(2 県内の家畜飼養者、飼料販売業者の立入調査、飼料中

の肉骨粉検査を実施し、飼料の適正使用を指導

BSE検査体制強化の推進 5，896 48ヶ月齢以上の死亡牛全頭のBSE検査を実施

家畜衛生関連情報整備 2，158 獣医師・農家からの疾病発生状況等を情報収集し、関係

対策 機関等に情報提供

診断予防技術向上対策 791 牛ウイルス性下痢粘膜病の疾病調査指導による新たな

迅速診断技術の確立と全国検討会への参加

動物用医薬品危機管理 1 627 農家での薬剤耐性菌の実態調査、動物用医薬品販売

対策 庖への立入検査、動物用医薬品の収去、品質検査

地域衛生管理対策 8，403 農場で問題となっている乳房炎、子牛及び子豚の疾病、

牛白血病清浄化対策など疾病発生予防体制の確立を

目的とした監視検査・指導

関連機器の整備 5，029 家畜疾病にかかる診断の迅速化・高度化・バイオセキュリ

ティ確保のための関連機器の整備

，ロA 言十 23，182 
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3自 家畜保健衛生費

畜産課(内線 7286)

(単位・千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

家畜保健衛生所管理
(手数料等)

運営費
49，479 46，712 2，767 7，322 42，157 

トータノレコスト 68，115千円(前年度目，286千円) [正職員・2.4人、非常勤職員:2.4人]

主な業務内容 事務所の管理運営、契約の締結、経費の支払い、手数料収入等の受入、財産管理

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

家畜保健衛生所(3箇所)の運営に必要な事務職非常勤職員人件費、施設の保守点検、廃棄物処理等の委

託、検査用備品の整備及び光熱水費等の管理運営等に要する経費である。

2 主な事業内容

-非常勤職員(庶務)の人件費

-設備保守点検等の管理委託

-検査機器の整備等

自衛防疫強化総合対 2，831 
策事業

2，729 102 2，831 

ト ー タ ノ レ コスト 6，714千円(前年度 6，599千円) [正職員 0.5人]

主な 業務内容 周知説明、補助金交付事務、法人に対する助言・指導

工程表の政策目標(指標) 家畜疾病の発生数の低減

事業内容の説明

事業の目的・概要

家畜の伝染性疾病の発生予防のために、自衛防疫組織が中心となって実施する予防接種事業を支援するこ l

とを目的とし、事業を実施するC公社)鳥取県畜産推進機構が接種推進を図る経費に助成する。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分 事業主体 事業費 予算額 補助率等 事業概要と主な経費

ワクチン接種状況 (公社)，鳥取県 1，541 1，541 県定額 ワクチン接種データを調査、

調査 畜産推進機構 集約する事務費に助成

ワクチン接種技術 (公社)鳥取県 9，856 1，290 県定額 牛、豚の予防接種技術料の

料助成 畜産推進機構 一部を助成

d口k 計 11，397 2，831 
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3自 家畜保健衛生費

事業名

家畜伝染病予防事業

トータノレ コスト

主な業務内容

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他

22，824 23，701 ム877 13，409 
(諸収入)21 

畜産課(内線:7286) 

(単位:千円)

一般財源
備考

9，394 

168，030千円(前年度 168，420千円) [正職員:18.7人、非常勤職員 3.3人]

家畜伝染病等の発生予防対策、家畜病性鑑定機能向上対策

工程表の政策目標(指標) 家畜疾病の発生数の低減

事業内容の説明

事業の目的・概要

家畜伝染病予防法に基づき、法定伝染病、届出伝染病等を対象として、伝染性疾病の発生予察、発生予防

のための各種検査や浸潤状況調査等を実施し、これらの疾病.の早期発見・まん延防止を図る。

2 主な事業内容

(単位.千円)

区分 予算額 補助率等 事 業 内 容

(ア)家畜伝染病予防対策

法定伝染病、届出伝染病の発生予察のための検査

家畜伝染病予防事業 15，509 
国1/2

(イ)家畜病性鑑定機能向上対策

国10/10 家畜伝染病の診断に必要な検査及び診断用資材整

県 1/2
備、高度な診断技術の習得

他
牛海綿状脳症(BSE)特別措置法に基づき、 48ヶ月齢以

死亡牛BSE検査事業 5，965 
上の死亡牛全頭を対象にBSE検査を実施

家畜クリーンセンター(死亡牛の保管と検査材料の採取)

の運営

家畜防疫事業基金 1，350 県
牛ウイルス性下痢(BVD)の感染により淘汰が必要な牛に
一部助成を実施

合計 22，824 
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平成 27年度一般会計当初予算説明資料

3自 家畜保健衛生費

事 業 名 本年度 前年度
財 源

比較
国庫支出金 起債

内

その他

畜産課(内線 7286)

(単位:千円)

訳
備考

ー般財源、

農場HACCP推進事業 2，140 2，136 4 2，140 

トータノレコスト 7，576千円(前年度 7，553千円)[正職員・0.7人]

主な業務内容 農場HACCP認定手数料の経費、指導員の養成経費

工程表の政策目標(指標) 家畜疾病の発生数の低減

事業内容の説明

事業の目的・概要

流通加工施設で実施されているHACCPに加え、畜産農場における農場HACCPの取組を推進することにより、農

場から消費者へ一貫した衛生管理による安全な畜産物の供給を目的とし、食のみやこ鳥取県を強力に推進する。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区分 予算額 補助率等 事 業 内 容

-指導員養成のため県内講習会を年1回実施

-農場HACCP認証に向かっている農場に対して支援して

講習会の開催 1，540 県 いるサポートチーム(家畜保健衛生所、農業改良普及所)

への専門家による指導会を毎月実施

認定手数料等の助成 600 
-農場HACCP認証手数料の助成

県1/2 -農場HACCP推進農場の指定料の助成

合 計 2，140 

3 これまでの取組状況、改善点

-平成21年8月、農林水産省は畜産における「農場HACCPjの認証基準を公表し、国際標準規格のHACCPを生

産者段階に導入することを推進している。

-平成25年4月、琴浦町の乳肉複合経営の農場が鳥取県内で第1号となる「農場HACCPj推進農場(農場HACCP
認証の前段階)の指定を受けた。

-平成26年度に酪農場1戸、肉用牛肥育農場1戸が農場出CCP推進農場の指定を受けた。

-県内では酪農、採卵鶏、肉用牛といった農場で、「農場HACCPjの認証取得に向けた気還が高まっている。
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3目 家畜保健衛生費

事 業 名 本年度 前年度
財 源

比較
国庫支出金 起債

(新)

鳥取県獣医師職場体 802 。 802 

験研修事業

トークノレコスト 1，579千円(前年度 0千円)[正職員 0.1人]

内

その他

畜産課(内線:7286) 

(単位千円)

訳
備 考

一般財源

802 

主な業務内容 職場体験研修機関、大学等関係機関との協議及び研修生の調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取県の獣医師職員(畜産及び公衆衛生部門)を確保するため、本県出身の獣医系大学生や鳥取大学獣医学科

の学生等を対象に県の獣医師職場で体験研修を行う。

2 主な事業内容

(単位・千円)

区 分 事 業 内 容 実施主体 予算額

-獣医系大学の4~5学年に在籍する鳥取県出身者又は
鳥取県職員への就業を希望する者を対象とする。 県 802 

職場体験研修の開催 05日間の日程で、県の獣医師職場(家畜保健衛生所、食

肉衛生検査所等)での体験刷彦を行う。

-研修期間中、若手職員との意見交換会を開催する。

3 これまでの取組状況、改善点

-鳥取県ふるさと獣医師修学資金制度を設け、鳥取県の産業動物又は家畜衛生行政への就職を希望する学生

に修学資金を貸与し、貸与期間の1.5倍の期間勤務すれば返還を免除している。

-獣医系大学が開催する就職説明会に参加した。

-鳥取大学日車携し、大学入門ゼミや公務員獣医師仕事説明会に参加し県獣医師の職務内容を説明し丸

-国が主催するインターン、ンップの学生を年2名程度受入れてし、る。

-県内の高校を訪問し、進路担当教官に情報提供した。
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6款農林水産業費

2項畜産業費

4目 畜産試験場費

事業名 本年度

畜産試験場

管理運営費 47，482 

財
前年度 比較

国庫支出金

49，479 ム1，997

:原

起債

畜産試験場(電話:0858-55-1362)

(単位:千円)

内 訳

その他 一般財源
備考

(諸収入)

116 47，366 

トータノレコスト 63，012千円(前年度 64，957千円) [正職員 2.0人、非常勤職員:2.8人]

主な業務内容 畜産試験場の管理運営業務

工程去の陸軍目揮(指揮)

事業内容の説明

畜産試験場の管理運営に要する経費である。

畜産試験場

施設整備費 6，637 17，763 ム11，126 6，637 

トータノレコスト 6，637千円(前年度 17，763千円)[正職員 0.0人]

主な業務内容 畜産試験場の施設整備

工程表町政措目標(指揮)

事業内容の説明

(単位:千円)

区 分 内 ~オ守. 予算額

工事請負費 n~育牛舎屋根改修工事 6，637 

-fi 言十 6，637 
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4目 畜産試験場費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

試験研究費 96，728 97，738 ム1，010

源

起債

畜産試験場(電話・0858-55-1362)

(単位.千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

(財産収入等)

41，809 54，919 

トータノレコスト 259，798千円(前年度 267，996千円) [正職員 21.0人、!非常勤職員:8.2人]

主な業務内容 畜世を産行代う試にと対験とも応場にすに、るお鳥畜い取産て和管、牛畜理の産技ブ経術ラ営ンのドの開化安発に定、対和発応牛展すののる雄た試づめ験くに研り、を究バ主にイ体オも積とテし極クたノ的育ロにジ種取ー改り技良組術等むのの試開発験や研次究

工程表町政措目標(指揮)

騨唾告品出購」鵬瞬E時dffz離JztJ問主持:γい管轄日:づ号く

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

であブるラ。ンド化に向けた和牛改良の促進、高付加価値化のための技術開発等に関わる試験研究に要する経費

2 主な事業内容 (単位.子円)

試 験 研 究 課題名 予算額 トータルコスト

「鳥取和牛オレイン55Jの増産に向けた飼料給与試験 5，094 15，189 

強化晴育を活用した和子牛の育成技術確立試験 3，743 19，273 

黒毛平日種去勢肥育牛の短期肥育技術の確立 3，424 16，625 

構鳥取築和牛の効率的な増産と改良に向けた体外受精卵利用技術体系の
2，423 16，400 

(新)飼料米を活用した鳥取和牛ブランド向上試験[別途再掲I 467 3，573 

(新)高能力受精卵培産委託事業[別途再掲] 10，786 11，563 

優良遺伝子を活用した新鳥取和牛の創造 2，814 11，356 

鳥取和牛肉うまみ開発試験 3，019 11，561 

和牛産肉能力検定直接検定試験 3，114 16，315 

現場後代検定試験 32，734 40，499 

牛の精液供給事業 9，625 41，462 

砂丘地飼料作物栽培及び牛への給与に関する試験 579 2，132 

粗飼料増産のための優良品種選定試験 73 1，626 

飼料分析を活用した給与技術向上支援事業 737 6，173 

粗飼料生産事業 8，169 19，817 

所得向上を目指したTMR調製技術の確立試験 9，927 26，234 

合計16課題 96，728 259，798 

-112-


